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日本医科大学は、越後長岡出身の長谷川泰が

1876 年に創設した医学校「済生学舎」を前身とす

る。建学の精神は「済生救民」であり、「克己殉公」

を学是としている。また、教育理念は「愛と研究

心を有する質の高い医師と医学者の育成」と定め

られている。私立医科大学の先駆けとして歩み始

め、既に 130 年を越えた我々にとっては、この学

是や教育理念は医科大学、医学部としては至極当

然のものであり、本学では学生、教職員、卒業生

に至るまで浸透している。そして、如何なる場合

にも我々はここに立ち帰ることを常としている。

さて、済生学舎における教育の様子は、一つに

は卒業生の一人である野口英世の資料から窺うこ

とができる。イメージ的には緒方洪庵の適塾、勝

海舟の海軍操練所のそれが近いかもしれない。寝

食を忘れ学問に励む若者が集い、授業は早朝から

時に深夜にまで及ぶ。冷暖房もない教室に若者が

あふれる、熱気を帯びたアクティブ・ラーニング

の学び舎であったであろう。そこには、あたかも

「雀の学校の先生」のような教授が黒板を前に立っ

ていたかもしれない。教育の現場では、これに近

い状況が 100 年以上にわたり続いてきたわけであ

る。しかし、時は流れ学習者の姿は変わった。今

の若者一人ひとりに、新しい時代の担い手となる

自覚を具体的な姿をもって求めるのは酷な話であ

ろう。

知識レベルの教育において Problem Based

Learning（PBL：問題基盤型学習）が医学教育の世

界に取り入れられたのは 1969 年であり、1999 年

から本学でも取り入れている。教育学的基盤とし

て、そこには成人学習理論としての「自己主導型

学習」の要素があり、協同的学習の要素も色濃く

内在する。明治時代の姿とは変わり始めて久しい。

臨床技能教育については、また異なる変貌を遂げ

た。かつては患者から「お医者様」と呼ばれ、医

学教育の場において、実際の患者の協力を得てそ

れを行うことは社会的にも自然のことであった。今

は当然ながらそれは容易ではなく、模擬患者の参

画やシミュレーターの使用も必要となった。バー

チャル患者というものも開発されている。医学は、

当然ながら工学や情報科学とも親和性の高い分野

である以上、おそらくは教育方略や理論の研究、

開発はけっして他の分野に遅れを取ることはなか

ろう。しかし、それでも日本の医学教育は時に

「ガラパゴス化」していると言われ、独自の進化を

遂げた、正直言うと遅れていると欧米から指摘さ

れることもある。

今、世界では医学教育の国際認証評価というこ

とが行われており、世界医学教育連盟が定めると

ころの基準を満たすべく、日本にも「黒船来航」

と揶揄される外圧がかかっている。教育理論はも

ちろんのこと教育環境整備という観点から、本学

でも学習支援システム、e-Learning、クリッカーな

どの導入は既に 10 年以上前から行われており、現

在多くの医学部に広がりを見せている。また電子

カルテに代表されるように、医療の現場において

もいわゆる ICTは目覚ましい展開を見せていると

言えよう。しかし、医療の現場は何よりも人と人

との直接的なコミュニケーションが必要とされる

現場である。医学教育は 1900 年代初頭、今日の

ように大学で授業が行われ、付属の病院で実習す

るという形態が定まった。20 世紀半ばに、先に触

れた PBLのような問題基盤型学習が取り入れら

れ、大きな変革が起こった。21 世紀に入り、今後

は医療システム基盤型教育の時代に入りつつある

と言われる。医師は他の医療職とともに、行政や

市民を含むヘルスケアシステムの中で行われると

いうものである。ICTももちろん活用されよう。

ただ我々は再び、冒頭に記した学是や建学の精神

に立ち返るのである。済生救民のために歩み始め

た我々は、再び市民とともに日本に根ざした教育

を押し進めるのだと。ICT、情報教育、テクノロジ

ー、そのいずれにおいても忘れてはならないのは

人と人とのコミュニケーションであり、再び 100年

のスパンで変革を見守りたいと考える次第である。

日本医科大学・学長 田尻　孝

日本の医学教育の行き着く先にあるもの
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オープンな学びを提供する

JMOOCの取り組み

特　集

JMOOC設立の背景と狙い
１．はじめに

2012 年米国のスタンフォード大学、ハーバー

ド大学、MITなどから立ち上がり、有名大学を

中心に爆発的な広がりを続けている MOOC

（Massive Open Online Courses:大規模公開オンラ

イン講座）は 2013 年には欧米主要国で配信事業

体が立ち上り、現在では世界的な広がりとなって

います。この背景にはインターネットのグローバ

ルな普及・広帯域化やスマートフォン、タブレッ

トを中心としたデバイスの進化など環境面での充

足に加え、高等教育環境での地域・経済格差を解

消するソリューションとしての期待、大学の ICT

活用による教育改革の機運など複数の要因が複合

的に重なり大きな流れとなったと考えられます。

2013 年我が国においても MOOCの日本から

の配信を実現・推進することを目的として 11 月

１日に一般社団法人日本オープンオンライン教育

推進協議会（JMOOC）が発足し、翌 2014 年４

月より日本語での講座を中心に MOOC講座配信

を開始し、半年余を経過しました。

ここでは改めて MOOC配信の背景と狙い、現

状について報告します。

２．MOOC勃興の背景

MOOCは「大学の教員が提供するオンライン講

座であり、誰でも無償で受講でき、テストやレポ

ートなど提示された課題に期限内で回答し、総合

的な評価が一定の基準を満たせば担当教員名での

修了証が提供される学習プログラムである」とい

うのが国際的に共通的、基本的な定義です。もと

もと教育機会や優良な教育素材に恵まれない地域

や層の人々にその機会を提供することを大きな目

的として「オープンエデュケーション」が始まり、

その延長線上にMOOCが位置付けられています。

オープンエデュケーションの嚆矢ともいうべきプ

ロジェクトは米国MITが2001年にそのコンセプ

トを発表し、2003年から本格的に実施したオー

プンコースウェア（OCW）であることはよく知

られています。OCWが「大学の正規講義で提供

されている教育素材をインターネット上で無償公

開する」というコンセプトで推進されてきました

が、このコンセプトを受け、大学以外の教育素材

についても積極的に無償公開を推進する目的で

2002年にUNESCOによって提唱され、推進され

てきたのがOER(Open Educational Resources)で

す。UNESCOは2012年、OER提唱から10年目に

あたるのを機に2012 World OER Congressをパリ

本部で開催し、「2012パリOER宣言」を採択し、

さらなる地球規模でのOER普及に向け活動の加速

を図っています。

我が国におけるオープンエデュケーション関連

の活動は2005年に６大学（大阪大学、京都大学、

慶應義塾大学、東京工業大学、東京大学、早稲田

大学）で連携してOCW活動の開始を宣言したの

をきっかけとして翌2006年、OCW国際コンソー

シアムの設立発表と合わせて京都で開催された

OCW国際会議（実質的な国際コンソーシアム年

次大会の第１回）でOCW活動を本格的に推進す

る大学を中心としたコンソーシアム、日本オープ

ンコースウェア・コンソーシアム（JOCW）を設

立し、推進してきました。JOCWが一つの組織モ

デルとなり、韓国や台湾で同じ形態のコンソーシ

アムが設立されるなどオープンコースウェア推進

に先導的な役割を果たしてきました。

2006年以降、日本でのOCW普及活動はJOCW

を中心に行われ、加盟組織の拡大、配信講座数の

増大などを指標として活動が行われてきました。

一方、国際的には参加組織数や配信講座数の拡大

JMOOCを理解するために

明治大学特任教授
一般社団法人日本オープンオンライン教育推進協議会事務局長 福原　美三
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は重要な目標としつつも、学習者の立場からの利

便性向上・価値拡大という視点での課題解決が参

加組織内の議論として大きくなり、そのための

様々な提案が行われ、実践されてきました。国際

的なオープンエデュケーションのコミュニティで

は、2007～2008年頃にはインターネットの高速
化・広帯域化の流れとPCの性能向上を背景に、

当初テキスト中心であった配信情報が講義音声や

講義映像へとリッチメディアの活用に大きく軸足

を移していきました。

2009～2010年頃には学習者のモチベーション
維持向上を目的とした方策の議論の中から学習者

コミュニティを形成し、学習者間で疑問点の解消

やノウハウの共有を図ることが提案され、Open

Studyのような具体的に学習者コミュニティを形

成し、提供するプロジェクトも注目されました。

さらに2011年初めには、学習者の修得スキル

を社会的に評価する仕組みの提供が提案され、既

存の大学がOERの学習者に対して単位や学位の取

得が可能となる機会を提供しようという取り組み

が開始されました。このプロジェクトは主に英連

邦の大学が参加したOER Universityというプロジ

ェクトで、UNESCOも支援しています。

その後2011年後半には、最初のMOOCとして

注目を集めた米国スタンフォード大学のセバスチ

ャンスラーン教授の「人工知能入門」の講座が公

開され、世界中から16万人の受講生を集め、

MOOCのきっかけとなりました。この一連の流れ

を整理すると表１のようになります。

この表からオープンエデュケーションの様々な

活動がMOOCの大きな流れにつながっていること

が理解できると思います。

日本でのOCW活動は表１の変遷上で見ると、

Phase2までは世界的な流れを先導する形で進行

しました。日本のOCW普及活動は任意団体であ

るJOCWを中心として行われてきましたが、OCW

の活動自体は各大学での主体的な活動として実施

されるものであり、JOCWの主な活動は会員勧誘、

情報共有および国際コンソーシアムとの連絡窓口

でした。2007～2008年頃までは会員数、公開講
座数ともに拡大していましたが、その速度は世界

主要国と比べ、必ずしも順調とは言えず、資金源

も2008年から拡大した企業会員も含めた低額の

会員会費に依存した構造であったことから、その

後活動全体としては停滞した状況となりました。

その後、会員大学は明確に二極化し、継続的に

公開する大学とほぼ休止状態の大学に分かれる状

況となりました。この背景には、各大学内でオー

プンエデュケーションについての理解、賛同が浸

透しなかったことが大きな要因としてあげられま

す。一方、世界では表１のPhase3,4,5への質的変

化が起こり、2012 年の米国での爆発的な拡大と

それに続く2013年のヨーロッパ各国でのMOOC

立ち上げと拡大につながりました（表２参照）。

３．JMOOCの狙い

世界規模でのMOOCの急速な拡大に日本が取り

残されていることの危機感を背景に、2013年初

夏より日本でオープンエデュケーションに関わっ

てきた有志の中から日本でのMOOC事業立ち上げ

の必要性が議論され、2013年10月に帝国ホテル

において設立記者発表を行いました。設立にあた

り発起人を中心として策定した基本的な方針のう

ちで、特に以下の点がJMOOCとしてのユニーク

な特徴です。

１）JMOOCでは主として日本の大学の講義をベ

表１　オープンエデュケーションの変遷

表２　世界の主なMOOC事業体

MOOC

2013.10
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ースとしたMOOCを日本語で配信する。米国を

拠点とするグローバルなMOOC事業体から配信

されている講座の多くは英語であり、多くの日

本人学習者にとっては効率的な学習が困難であ

る。前述のように非英語圏であるフランス、ス

ペイン、中国などでは母国語での学習を可能と

するMOOC事業体が立ち上がり、急速に拡大し

ていることなども鑑み、積極的に日本語での

MOOC配信を推進する。

２）運営は特定の団体・企業からの提供資金に依

存するのではなく、できるだけ多くの大学・企

業・団体の参加による産学連携を基本とし、運

営資金についてもそれら会員からの応分の負担

としての会費収入を基本的財源とする。

また、JMOOC設立時に組織のミッションステ

ートメントを以下のように規定しました。

「JMOOCは日本とアジアのための『学びによ

る個人の価値を社会全体の共有価値へ拡大する

MOOC』の実現を産学の連携によって強力に牽引

します。」

このミッションステートメントに基づき、

2013年11月１日に一般社団法人としての登記を

完了し以降、以下を具体的な狙いとして活動を開

始しました。

１）修了証の社会的認知の拡大

質の高い学習・修得管理を実現し、学習者の修

了認定が広く社会的な価値として認知され、知識

社会における牽引力となるよう技術的・制度的な

課題を解決するとともに社会的認知の拡大をはか

る諸活動を推進する。

２）社会的継続学習基盤の形成

学生・社会人・退職者など多様な生涯学習者に

対し、高等教育機関の有する専門教育知識のみな

らず企業の有する実践的実学知識の提供も積極的

に勧奨する。

３）アジア諸国等へのコンテンツ・プラットフォー

ム提供・連携

JMOOCで構築・運営するコンテンツおよびプ

ラットフォームを日本はもとより広くASEANを

始めとするアジア諸国等にも提供し、日本への留

学希望者や日本企業への就職希望者に対し、必要

かつ有効な学習機会を提供する。

４）「反転学習」(Flipped Learning)の確立

MOOCを予習教材として使い、より高度な内容

を対面で授業する「反転学習」（Flipped Learning）

の効果が認識され、その普及が始まっている。

JMOOCでは、大学教育の形態が大きく変化する

可能性があることから積極的な実践事例を構築

し、その日本での確立を図っていく。

５）学習支援技術確立へ向けた研究活動

MOOCは歴史上初めて教育支援に本格的に情報

通信技術（ICT）を活用し、大規模なオンライン

学習集団のすべての学習行動をディジタル蓄積

し、その分析に基づき新たな学習支援技術に関す

る知見を得、そのフィードバックにより継続的に

学習を改善していく取組みでもある。JMOOCで

は、そのための学習プラットフォームを主体的に

構築・運営し、学習支援技術確立へ向けた研究活

動を推進してゆき、本格的な教育におけるBig

Dataの活用による教育改善を推進する。

４．JMOOCの組織と運営

JMOOCは大学および企業からの会員を中心に

構成されており、その代表としてオープンエデュ

ケーションにこれまで深く携わってきた大学の代

表および、JMOOCの趣旨に賛同し、その運営に

深く貢献することを表明した特別会員企業の代表

から構成される理事会を中心に運営されていま

す。一方、MOOCの配信を行う配信プラットフォ

ームの実質的運営は特別会員企業などの自主的な

構築運営により提供されています。JMOOC傘下

で提供されている配信プラットフォームは以下の

３システムです。

１）gacco

（株）NTTドコモ、NTTナレッジスクェア（株）

両者の運営による。米国 edXが開発し、同サー

ビスで提供されている管理ソフトウェアのオープ

ンソースソフト版である Open edXを日本語版と

してカスタマイズしたものが提供されている。

２）Open Learning, Japan

（株）ネットラーニング運営による。同社の商

用クラウドを MOOC用にカスタマイズして提供

している。

３）OUJ MOOC

放送大学が運営するプラットフォーム。NPO法

人CCC-TIESが開発したプラットフォームCHILO
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特　集

BOOKをベースとしている。

また、すべての会員の有志から構成される課題

別のワーキンググループで技術、政策、制度、普

及などの観点から検討を行い、JMOOCの運営お

よびMOOC提供サービスに反映させていくことが

基本方針です。

５．課題

組織発足から約１年、最初の講座開講から約７ヶ

月を経過した時点で、明確になっている主な課題

は以下の通りです。

１）開講講座数の拡大

MOOCは基本的に一般利用者に向けた教育情報

提供サービスであり、多様な学習者の学習ニーズ

に答えるためには様々な分野の講座を開講するこ

とが必須となる。MOOCが社会的な価値を持って

受け入れられるには少なくとも100以上の講座開

設が望ましいと考えており、できるだけ早い時期

での実現も必要である。

２）登録学習者数の拡大

登録学習者が多い事がMOOCの価値、さらには

修了証の社会的価値の認定に繋がると考えられ

る。数十万人から百万人規模の登録学習者の実現

が望ましいと考えている。その実現には良質の講

座の一定数以上の開講が前提となることは言うま

でもない。

３）講座分野の拡大

調査結果によると、男女また年代別にも学習し

たい分野は異なっており、最低でも全体の８割の

学習者が希望する分野をカバーすることが望まし

いと考えている。その観点からも大学講座のみな

らず、企業内教育や専門教育コンテンツを含むこ

とが必要である。さらに社会的な教育基盤として

の位置づけを想定すると初中等教育コンテンツも

カバーすることが望ましい。

４）継続的なビジネスモデルの確立

BtoC（一般利用者向け）の本講座は修了証取

得まで無償提供を前提とすることが基本である

が、JMOOCは産学連携の体制により運用してお

り、企業的な事業維持継続の観点から持続的なビ

ジネスモデルの確立が重要である。このためには

様々な可能性の検証が必要である。

５）講座開講作業の効率化とコスト削減

大学でのMOOCについては特に大学における講

座公開の負担を極力軽減することが必須である。

そのための講座設計、制作工程の標準化と効率化

が急務である。

６）本格的な学習ログ分析体制の確立

MOOCの本質的な期待の一つである、膨大な学

習者の学習履歴（BIG DATA）を分析し、新たな

教育支援の知見を得られる研究環境の整備であ

る。そのための体制整備も重要な課題である。

６．まとめ

JMOOCは2013年11月に一般社団法人として設

立され、2014年４月に最初の講座を公開し、そ

の後公開講座数を拡大するなど、これまで１年間

で組織設立から講座開講までを推進してきました

が、その過程で前述の課題が明確になっています。

このいずれも重要な課題であり、MOOC講座の拡

充と同時並行的に解決を図っていくべきものが多

くあります。とりわけ、大学がいかに多くの

MOOC講座を適切なコスト負担と稼働で制作でき

るようにするかという点が配信講座拡大の観点か

ら重要です。

また、ミッションステートメントに謳っている

目標についてはJMOOCとして優先度の高い目標

ですが、なかでも修了証の社会的価値の拡大につ

いては、多くの企業が人材採用や人事評価の中で

実際に位置付けることが必要であり、その実現に

はまだ時間が必要です。さらにアジアとの関係に

ついても双方の大学に企業を加えた具体的なプロ

ジェクトを推進する必要があり、今後の課題です。

いずれにしても全体的な提供講座の拡大が急務で

あり、その達成には大学を中心とし、企業も参加

した広範な協力体制が不可欠です。

図１　JMOOCの組織
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JMOOCの可能性と今後の展望
１．はじめに

MOOCは大学講義レベルの教育がインターネッ

トを通じて無料で受講でき、課せられた課題やテ

ストに回答し、総合的な成績が講座毎に定められ

た基準を超えた学習者に対しては修了証が付与さ

れる教育サービスとして世界的に認

知され、拡大しています。JMOOC

でもこの基本概念を踏襲しつつ、日

本の様々な大学の講義をベースとし

たMOOC講座を2014年４月から開

講し、その量的な拡大を図っている

段階です。これまでに10講座を開講

してきましたが、ここではその経緯お

よび今後の展望について解説します。

２．JMOOCでの講義配信に

ついて

JMOOCでは日本でのMOOC講座

配信にあたり、以下の基本的な方針

に基づき多くの大学に講座開講を勧

誘してきました。

１）日本語での講座開講を基本とし

て開講を依頼する。

２）講座内容は原則的に会員大学の

推薦する専任教員によって設計さ

れる。

３）大学での講座の基本単位となっ

ている15回を基準とするのでは

なく、短縮したコースとする（典

型事例としては４回程度）。

４）各講座の構成は大学での講義１回相当を１週

間での学習範囲とし、その繰り返しで全体を構

成する。

５）各講座は10分を基本とした講義を最小単位

として構成する。

６）各講座の受講を希望する学習者はメールアド

レス、パスワード、ニックネーム、本名を基本

情報として各配信プラットフォームにアカウン

トを開設し、個別講座の登録を申し込む。

７）学習者には講座毎に学習者間での情報共有を

図るための掲示板が提供される。

８）学習者には毎週課題（オンラインテストやレ

ポート）が出され、各週の課題および、または

中間課題、および、または最終課題の総合成績

が担当教員の設定した修了条件を満たしていれ

ば担当教員名で修了証が発行される。

３．JMOOC配信講座の現状

JMOOCでは2014年４講座を開講してきまし

た。確定している公開講座は表３の通りですが、

今後拡大していくため、最新情報はJMOOC Web

サイトを参照して下さい(www.jmooc.jp)。また、

JMOOCで開講した最初の３講座についての受講

状況は表４の通りです。

JMOOC最初の講座受講登録開始から現在まで

の総登録者数は2014年10月25日現在で76,000

名を超える規模となっています。

このオンラインでの学習形態は前述のとおり共

通となっていますが、各講座独自の部分も出てい

ます。海外のMOOCと異なるJMOOC独自の取り

組み例としては、すべての講義映像に日本語字幕

を付与していることと、MOOC学習者を対象とし

た反転学習の実施です。以下に、その取り組みを

紹介します。

（１）日本語字幕
日本語字幕は、現在登録者が100名を超える規

模となっているJMOOCボランティアの協力も得

て付与していますが、聴覚障害者の方にも学習を

特　集

表３　JMOOC開講講座一覧

表４　JMOOC初期開講講座の状況
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可能とする、いわゆるユニバーサルアクセスの目的

以外に、健常者にとっても目と耳の両方からの学習

を可能とすることで学習効率が高まる、また課題

への対応時、講義ビデオを再確認する際に効率的

であること、また留学生、海外の学習者にとっての

利便など様々な利点が実際に報告されています。

（２）反転学習
東京大学の本郷教授の講座において、世界で初

のMOOCベースの反転学習を実施し、その成功体

験に基づき、これまでに４講座で実施されました。

講座の流れについては、通常コースと反転学習コ

ースの二つを図２に示します。また、本郷教授の

反転学習の履修状況は表４、対面授業のタイムテ

ーブルは表５の通りです。

特　集

図２　JMOOC講座の通常コースと
反転学習コースの流れ

（2014年9月3日教育改革ICT戦略大会　株式会社ＮＴＴドコモ）

表５　「日本中世の自由と平等」対面授業の
タイムテーブル

（2014年9月3日教育改革ICT戦略大会東京大学　本郷和人）

第1回対面授業 （2014.4.26.）
■ 配布資料

■ タイムテーブル（計120分）

■ タイムテーブル（計120分）

①事前資料

（あ） １．権門体制論　構造図

２．東国国家論　構造図

（い） 薪・大隅荘の争論　説明文

（う） １．征夷大将軍　任命の顛末　文章

２．伏見上皇の言葉

②当日資料

史料1、史料2、史料3

第２回対面授業 （2014.5.10.）
■事前準備

① 当日資料3点（それぞれA4で2枚）

②　前回と同じくランダムでグルーピング（全体で

91人、高校生23人）

③　当日の資料を冊子にする

④　名札も前回と同じにする

時間 活動および内容

13:00

~ 13:10

１. 講師・スタッフ紹介(5分)

２. 連絡：課題提出について

３. タイムテーブル

４. 授業中のお願い

13:10

~ 13:20

１. 各グループで自己紹介(10分)

13:20

~ 13:55

活動1

本郷先生から主旨説明(5 分)

１. 史料１（問１）と史料２（問２）につ

いて、小グループで議論(10分)

➙３グループから回答を共有＋本郷先　

生のコメント(10分)

２. 権門体制論と東国国家論の支持表

明：小グループ単位で挙手(10分)

13:55

~ 14:30

活動2

本郷先生から主旨説明(5分)

１. 提示資料（い）の事件について各論

の立場で小グループで議論（15分）

２. ディベート＋本郷先生のコメント

(15分)

14:30

~ 14:50

活動3

本郷先生から主旨説明(5分)

１. 史料３と（問３）提示資料（う）を考

え、小グループで問３に回答(10分)

➙数グループから回答の共有＋本郷先　

生のコメント(5分)

14:50

~ 15:00

本郷先生より総括

どちらの説が有効と考えるか、重ねて尋ねる

本郷先生から全体のまとめ、２つの解釈の

可能性をいう。加えて自身の意見を開陳す

る。このとき、ザインをつきつめると、律

令制虚構論へ行き着く、というところまで

言及する

所用時間 活動および内容

10分 導入トーク（2分）と本郷先生による当

日の概要（5分）

グループごとの自己紹介(3分)

35分 Task 1（戦国大名と信長）

１. 本郷先生による説明（3分）

２. 戦国大名の意識に関する資料の読

み込み（10分）



１）取り組みそのものについての評価は前年が

「非常によい」、「良い」を合わせ82%と高い数

値であったが、本年はさらに増加し、合わせて

87%となった (図３) 。

２）認知度については昨年「知らない」が93%

であったところ、本年は79%と大幅に下がって

はいるが、まだ「詳しく知っている」というより

「聞いたことがある」程度の増加である (図４)

３）MOOCを利用したことがある人は、前年が

1.4%であったのに対して本年は2.4%と微増し

ているが、まだ大多数の人々は利用経験がない。

その上で、今後の利用意向は昨年は「利用した

くない」の方が上回っていたが、今年は若干な

がら「利用したい」が増加している(図５)。

４）学習したい分野の全体平均としての結果は心

理学、歴史、音楽・映画、経済学・金融が他よ

りも多い傾向にあるが、特定分野が極端に多い

という傾向ではなく、教養系科目と実践系科目

に万遍なく希望が分散しており、多様なニーズ

が示されている(次ページ図６)。
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受講生の反応は、１回目の対面授業が学会で議

論するようなレベルであったため、「非常に難し

かった」との感想でしたが、事前のオンライン学

習で知識習得レベルがそろっていたことや、受講

者数が通常コースから大幅に絞りこまれ、意欲的

な受講生が参加していたことから、13歳から81

歳の幅広い年齢層ながら、年齢差に関係なく活発

な議論が展開され、最終的には「とても面白かっ

た」「受講してよかった」などの意見が寄せられ

ました（2014年９月３日教育改革ICT戦略大会講

演より）。

４．日本におけるMOOCへの期待

JMOOCでは、日本での本格的なMOOC開講に

先立ち、世の中の人々の意識調査を実施しました。

調査対象は10代から60代の各世代の男女それぞ

れ100名程度、計1,200名余り、NTTコムオンラ

イン マーケティング・ソリューション株式会社

の協力によるインターネットリサーチによって行

いました。

また、初回の調査から１年後の2014年９月に

同様の調査をMOOC提供の経験を反映した形で実

施しました。この２回の調査から以下のような結

果が明らかになりました。

特　集

３. 信長と戦国大名はどこが違うのか？

（15分）

４. 意見の引き出しと本郷先生からの

フィードバック（7分）

→天下統一＝公権力の確立の意識

35分 Task 2（朝廷と信長）

１. 本郷先生による説明（3分）

２. 朝廷と信長に関する資料の読み込

み（10分）

３. 信長と朝廷は両方とも公権力の違い

は何か？（15分）

４. 意見の引き出しと本郷先生からの

フィードバック（7分）

→ザインとゾレンの両方がある点

35分 Task 3（宗教と信長）

１. 本郷先生による説明（3分）

２. 一向宗と信長に関する資料の読み込

み（10分）

３. 信長はなぜ一向宗を嫌ったのか？

（15分）

４. 意見の引き出しと本郷先生からの

フィードバック（7分）

→リゾームの破壊

5分 総括

自由と平等と平和について

図３　MOOCへの評価

図４　MOOCの認知度

図５　MOOCの利用経験

0.9%

1.5%

0.5%

0.9%

45.2%

49.5%

53.4%

48.1%

2013 9

2014 9

MOOC
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５）性別世代別の希望分野について

性別世代別の希望分野については、男性では経

済学＆金融がすべての世代で６位以内、特に社会

人としてアクティブな20代から50代では２位 以

上となっている。ついでコンピュータサイエンス

がすべての世代で５位以内となっており、10代

では１位である。関連分野である情報、テクノロ

ジー＆デザインもすべての世代で７位以内であ

り、40代ではトップである。また歴史がすべて

の世代で８位以内、特に50代、60代では１位で

ある。昨今のビッグデータへの注目が集まってい

ることを反映してか、10代から40代で統計学＆

データ分析への関心が高い、特に20代では１位

となっている。

女性では栄養学、心理学、音楽・映画、芸術、

健康＆社会などへの関心が高い。特に心理学はす

べての世代で４位以内であり、40代、50代では

トップである。栄養学もすべての世代で10位以

内であり、20代、30代ではトップである。音楽

もすべての世代で８位以内であり、10代ではト

ップである。

６）職種別希望分野

職種別希望分野については、会社員や公務員、

自営業など職業をもっている人々には経済学＆金

融の人気が高く、学生、パート、主婦などには心

理学の人気が高い傾向にある。また、歴史はすべ

ての層で４位以内であり、職業を超えて人気が高

い（下の表６）。

７）学習に用いる端末については、パソコンが圧　

倒的に多数ではあるが、スマートフォン、タブ

レット端末で学習する人の割合も合わせて30%

おり、多様な環境での学習が始まっていること

がうかがわれる（図７）。

特　集

図６　受講希望分野

表６　職種別希望順位

図７ MOOC学習で利用した端末



８）JMOOCでは、最初の講座である東京大学本

郷教授の「日本中世の自由と平等」以来多くの

講座で反転学習を組み合わせた学習機会を提供

してきた。今回、反転学習が提供されている場

合は受けたいと回答した人の割合が70%弱と非

常に高い割合を示しており、その理由も積極的

に講師や他の受講生との交流を希望していると

いう結果が得られた (図８) 。

９）オンライン講座で不足しがちなコミュニケー

ションについて、特に質問・意見提示の場が必

要だとする回答が昨年も60%あったが、本年は

さらに増加し、65%という高い数値を示してい

る (図９) 。

５．今後の展望

2013年９月、2014年９月に実施した世論調査

結果からも継続学習への期待は高まっており、ま

た多様な分野への学習希望があることが明らかに

なりました。この広範なニーズに応えるためには、

多くの講座を開講する必要があります。そのため

早期に100講座以上の講座開設を実現したいと考

えています。MOOCの講義映像は大学での講義を

収録し、それを10分程度に単純分割しているの

ではなく、担当教員にあらかじめ10分程度の内

容を想定し、再構成を依頼した上でMOOC用に改

めて収録を行っています。そのため、一つの大学

から短期間で大量の講座を開設することは困難で

あることから、できるだけ多くの大学に参加して

もらうことが重要であると考えています。

また、大学にとってMOOCは、各大学の教員が

講座を配信することのみがその関与ではありませ

ん。教育の質の改善として注目されているアクテ

ィブ・ラーニングや反転学習についてもMOOCを

活用することにより、効果的、効率的に実践が可

能となります。2014年後期にJMOOC講座を対象

とした反転学習の実践が始まっています。具体的

には、慶應義塾大学村井純教授が提供した「イン

ターネット」の講義を東京工科大学においてコン

ピュータサイエンス学部２年次後期の「インター

ネット」科目（２クラス計400名）で活用します。

学生たちは、JMOOC公認サイトでの「インター

ネット」講座を利用して自分のペースで事前学習

（予習）を行い、教室ではディスカッション等の

主体的かつ発展的な授業によって学習効果を高め

る、「反転学習」の学びのスタイルを実践します。

このような形態はJMOOCでの提供講座の拡大に

伴い、今後広く活用されることが期待できると考

えています。

6．まとめ

本報告では、JMOOCでの講座提供の現状と今

後の可能性について、世論調査の内容と併せて述

べました。2014年４月に日本語での世界初の

MOOCを配信して以来７ヶ月を経過した段階であ

り、初期の実験的段階からようやく本格提供の段

階に入ったに過ぎません。世界でのMOOC登録者

数が1,500万人とも言われ、米国のみならずヨー

ロッパ各国からも多くのMOOC講座が配信される

状況となった現在、1日も早くこれら欧米での実

践と質量両面で同等レベルに到達することが重要

と考えています。それは、単に形式的に同等とい

うことではなく、大学および社会における継続学

習の実践が学習者にとって明確な価値を生ずる形

になってくるという観点から同等でなければなら

ないと考えます。そのためには大学のみならず、

今後とも産学の深い連携に加え、官についても効

果的な連携が図られることが望ましいことは言う

までもありません。また、アジアを中心とした海

外の学習者、企業、大学との連携を積極的に実現

することが必要と考えています。

JUCE Journal 2014年度 No.310

図８　反転学習の受講希望

図９　コミュニケーションの必要性
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特　集

２．JMOOCプレッシャー！
JMOOC講座は日本初の無料でのオンライン授

業で、今年の４月に東京大学の本郷和人教授によ

る中世史の授業を皮切りに、慶應義塾大学や早稲

田大学と他の大学が後に続きました。筆者が

2012年まで学長を務めた大手前大学でも、この

壮大な企画に挑戦することになり、さっそくお声

がかかりました。筆者が担当する「俳句－十七字
の世界－」は、今年の8月25日から４回分の授業
が開始されました。配信のプラットフォームは

gaccoが提供されました。

去年の暮れにこの授業のお話をいただいたと

き、筆者はもちろん未経験ながら、直感的に大変

なことを引き受けたという予感がありました。授

業の用語は日本語ですが、なにしろ無料で世界中

にネット配信されるわけだから、原理的には誰で

も見ることができます。大学の教室なら、学生は

多くてもせいぜい300人程度ですが、講座を見る

人はその何倍いるか、想像もつきません。

その準備には、ふだんの授業とはまったく別種

のプレッシャーがかかりました。実は、大手前大

学では何年も前からｅラーニングに大変力を注い

でおり、こうした教材の制作に精通した優秀なス

タッフがそろっています。筆者自身、同大学の通

信教育課程で開講されている「俳句と川柳」講座

を担当していますので、ｅラーニングの勝手はわ

かっていたつもりですが、JMOOC講座はあまり

にもオープンで規模が大きいため、かなり緊張し

ました。

そのため教材の制作にあたっては、内容や表現

の分かりやすさと簡潔さを目指して、シナリオ作

りに細心の注意を払い、スライドの構成や用語の

チェックにも念を入れました。草稿ができ上がる

ごとに様々な方々に見てもらい、呑み込みにくい

ところ、詳しすぎて退屈になりそうなところを片

端から修正しました（次ページ図１）。

結果として、何度原稿を書き換えたか分かりま

せんが、スタッフの皆さんが様々なアイデアを出

しながら、根気よく付き合ってくれました。

オープンな学びを提供するJMOOCの取り組み

JMOOC講座
「俳句－十七字の世界－」を担当して

１．はじめに
JMOOCの講座では、「俳句－十七字の世界－」

を担当しています。まず、ネットに出ているこの

講座の予告編（プロモーションビデオ）のナレー

ションは、以下のとおりです。

「俳句は575。ご存じのように、たった17音で

す。でも、その17音が実はどれほど短いか、考

えたことがありますか？たった17音で何かを言

うことが、どれほど大変なことか、いや、どれほ

ど変なことか、想像してみてください。

例えば、『ぞうさん』という歌がありますね。

歌ってみましょう。『ぞうさん、ぞうさん、おは

なが長いのね』これだけで、もう17字、俳句な

らもうおしまい。『上野発の夜行列車、降りたと

きから』、ここまでで18字、もう長すぎです。早

い話が、いま短い短いと言われるコミュニケーシ

ョンツール、ツイッターでさえ、140字もありま

す。俳句ならたっぷり8つも入りますね。

『閑(しずか)さや岩に浸(し)み入る蝉(せみ)の声』

ほとんど意味不明の片言に近いこのようなテクス

トが、どのようにして『詩』であり得るのか、な

ぜ複雑微妙な意味をはらんで、読者に深い感動を

与えるのか。この日本独特の『小さな』詩につい

ては、まだまだ知るべきこと、学ぶべきことがた

くさんありそうです。

芭蕉の数々の名句、現代の高校生の俳句、アメ

リカのハイクなどをじっくり読み味わいながら、

そうした俳句の不思議なしくみと働きを、ご一緒

に考えて見ましょう。

このコースでは、反転学習を行います。会場は

西宮市夙川（しゅくがわ）の大手前大学です。海

あり、山あり、川あり、四季とりどりに美しい表

情を見せるこのキャンパスに、どうぞ一度、脚を

お運びください。みなさんの受講をお待ちしてお

ります。」

このプロモーションビデオは、兵庫県西宮市夙

川にある大手前大学のキャンパスと、花盛りの夙

川べりで４月に撮影しました。

大手前大学名誉教授 川本　皓嗣



文体と意味の上で基底部と干渉部という二つの部

分に分かれ、誇張と矛盾という二つの基本的レト

リックの原理に支えられています。俳句が極度に

短く、しかも懐が深いのは、そのためです。

「俳句－十七字の世界－」で述べた筆者の俳句
論は、これまで行われてきた議論の枠からいった

ん外に出て、ひろく「詩」一般という見地から、

改めて俳句のめざましい特徴を明らかにしようと

試みたものです。詳しくは、拙著『日本詩歌の伝

統―七と五の詩学』(岩波書店、1991年)と、その

英語版The Poetics of Japanese Verse: Imagery,

Structure, Meter, trans. by Gustav Heldt, Kevin

Collins and Stephen Collington (The University of

Tokyo Press, 2000) や、中国語版『日本詩歌的伝

統―七与五的詩学』王暁平・雋雪艶・趙怡訳（南

京・訳林出版社、2004) などをご参照いただけれ

ば幸いです。

そうした議論の主な拠りどころとしては、東西

の様々な詩と詩論、芭蕉とその一門が残した俳句

と連句の作品、芭蕉が弟子たちと句作について交

わし合った様々な議論、そして芭蕉以後、現代ま

でに作られた主要な俳句の数々を挙げることがで

きます。

このように、詩の構造面から俳句にアプローチ

するやり方が、受講者に受け入れられるどうか、

また最後まで授業についてきてもらえるかどう

か、開講まで大いに心配しました。また、履修者

の皆さんが、想像以上の熱意と好感をもって授業

を受け入れ、何度も繰り返して講義動画を視聴し

て下さったようです（図２）。

４．「ディスカッション」と「反転授業」
gaccoには講座と並行して、「ディスカッション」

という共同の掲示板が設けられています（次ペー

ジ図３）。授業が進むにつれて、どんどん書き込

みが増えていきました。それを見たり質問に答え

したりしているうちに、受講生の学びに対する熱

意をひしひしと感じました。はっとさせられる議

論や意見とともに、嬉しく心強い感想もたくさん

ありました。ディスカッションで参考書を紹介す

ると、すぐに「図書館で借りてきた」「購入した」

という積極的な反応が返ってきました。

図２ 講義の１シーン
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３．なぜJMOOCで俳句を選んだのか
筆者は比較文学が専門です。東西の詩と詩学

――主としてフランス、イギリス、アメリカの詩、

漢詩、そして日本の古典詩（和歌、連句、俳句）

と近・現代の詩を勉強しています。そもそもこの

授業で、誰でも知っている（あるいはそのはずの）

俳句を取り上げたのには、理由があります。俳句

については、これまで数百年ものあいだ、膨大な

研究や評論が積み上げられてきましたが、それに

もかかわらず、そもそも俳句とはいったいどのよ

うな詩なのかという問題を、真正面から取り上げ、

論じたものはめったにないからです。

俳句について、例えば「わび」や「しおり」、

「かるみ」を語ったとしても、それは俳句の内容、

あるいは俳句で尊ばれることもある伝統的な美

学、美的な理念を指しているだけで、俳句という

言葉の遊び、ないし芸、ないし芸術の正体を説明

したことにはなりません。比較文学の視点から見

ると、そうした議論では、俳句がどれほどふしぎ

なものか、世界的に見て、どれほど風変わりで面

白い詩の形式であるかについては、ほとんど触れ

られていないようです。筆者がこのようなことを

考えるようになったのも、一つには、海外の学会で

（しかも英語で）連句や俳句を論じるたびに、い

ったいどう説明すればわかってもらえるかと、つ

くづく考え込まされることが多かったからです。

プロモーションビデオでご紹介した通り、俳句

はとんでもなく短い詩です。あらゆる俳句論はま

ず、その点に驚嘆することから始めなければいけ

ないでしょう。これほど短い言葉の切れ端が、人

に何かを訴えかけ、我々がそれを面白いと思い、

そこに深い意味を読み取るのは、誠に不思議なこ

とです。それはいったいなぜなのか。詩としての

俳句のしくみや働きは、どのようなものなのか。

筆者の考えでは、芭蕉の俳句は歴史的に見て、

和歌と連歌、そして俳諧連歌という三つの古典詩

の特徴を受け継ぎ、そのエッセンスを内蔵してい

ます。また芭蕉と芭蕉以後、現代までの俳句は、

特　集

図１ 修正中のスライド・シナリオ原稿
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またこの講座では、「反転授業」を実施しまし

た。「反転授業」とは、講師側から一方的に情報

を吹き込むふだんの授業とは逆に、学生側からの

発言や議論に重みを置く授業のことで、講師と受

講者が初めて（そして、場合によっては一度だけ）

じかに出会う場でもあります。この対面授業は、

９月20日に西宮の大手前大学で行いました。こ

ちらも初めての経験なので、夙川のキャンパスま

で受講者に来てもらえるか、またどうすれば活発

な発言や意見交換をしてもらえるかといった心配

があり、ティーチングアシスタントやスタッフと

何度も相談を重ねて、企画を練りました。

当日は福島、岐阜、東京、岡山など全国から履

修者が来られ、高校生特別募集枠から宮城県小牛

田（おごた）農林高等学校の文芸部の５名も参加

してくれました。

反転授業は、一組４～５人ずつの10グループ
に分かれて実施しました（写真１）。受講生は15

歳～79歳と幅広い年齢層で、これまで俳句に親
しんできた方、そうでない方など、様々な人々が

集まりました。受講生は、はじめ堅くなった様子

でしたが、授業前に設けた自己紹介の時間がうま

くいって、受講生の緊張が一挙に解けたようです。

自己紹介は、一人１分の自己紹介と残り１分で他

のメンバーが思い思いにインタビュー（質問）す

る方法としました。

授業では、二つのグループワークを行いました。

前半の部では、事前に提示しておいた芭蕉の２句

をめぐって、グループ内で意見を交換し合い、代

表者一人がその結果を発表しました。また後半の

部では、受講生が自分で作ってきた俳句をグルー

プ内で読み合い、それぞれに一句ずつを選んで、

代表者がその選考理由を発表しました。そうして

選び出されたすべての句をスクリーン上に映し出

し、各句の具体的な評価・添削を、ゲストにお招

きした大野鵠士氏にお願いしました。氏は知る人

ぞ知る岐阜・美濃派の俳人（俳誌『獅子吼（しし

く）』主宰）で、筆者の俳句論に大いに共鳴して、

句作の指導に取り入れて下さっている先生です。

大野氏の分かりやすく実践的なコメントは、受講

者の創作意欲を大いに掻き立てたようです。

全員が初対面同士のグループワークが果たして

盛り上がるかどうか、不安もありました。しかし、

そこは４週間のハードなコースをともに踏破した

同志といった感じで、時間が足りないほど熱い議

論が交わされていました。

５．レポートと相互採点
課題としては、各週のクイズ（10問）の他に、

最後の週にはレポートを課しました。最終レポー

トの課題は、芭蕉の俳句のうち、講義で扱ってい

ないものを１句選んで、論評せよというものです。

長く学窓を離れていた履修者にとっては、レポー

トを書くこと自体、不慣れな作業だったかもしれ

ません。その上、相互採点制を採用したので、そ

れぞれ他の５名の受講生のレポートも採点しなく

てはならず、大変なご苦労だったかと思います。

しかし結果として、1,400名の方々からレポート

の提出がありました。またその内容を見ると、課

題文には「基底部・干渉部」にかかわる特定の指

示がなかったにもかかわらず、きちんと二つのキ

ーワードを入れて書かれたレポートが多かったよ

うです。これは講義をしっかりと視聴された証拠

でしょう。10月１日に課題の締切りがあり、受

講生に修了証を送付しました。

６．おわりに
この科目には6,992人が登録し、合格者（68点以

上）は1,719名、修了パーセンテージは25%だと

うかがっています。海外のMOOCの修了率が約５%

だということなので、この修了率は、学びに対す

る日本人の強い意欲を感じさせる、誠に頼もしい

数字ではないでしょうか。研究者（教育者）の一

人として、この経験は大きな刺激になりました。

特　集

図３ 「ディスカッション」のページ

写真１ 大手前大学で行われた反転授業



式会社mokhaを選びました。TIESコンソーシアム

は、CHILOコミュニティとして日本で最古参のオ

ープン教育コミュニティとして実績がある団体で

す。こうしたパートナーとの協議を経てできあが

ったプラットフォームの基本概念を図１に示しま

す。まだパイロット段階にあるため仕様は固まっ

ていませんが、図１は2014年10月に終了した

CLASS 3当時のものです。

３．放送大学MOOCのコンテンツ

放送大学MOOCで提供している無償コースは、

2014年10月現在で２科目です。その一つは、岡

部洋一・放送大学長による「コンピュータのしく

み（日本語）」、もう一つは放送大学＋国際交流基

金コースチーム（主任：山田恒夫）による「にほ

んご　にゅうもんNIHONGO STARTER A1 Part 1

（英語）」です。

「コンピュータのしくみ」は、放送大学教養学

部の正規放送番組科目をベースに開発され、その

内容は同等です。15回のフルコースで、開始終了

とも受講者のタイミングで行うことができました。

「 に ほ ん ご 　 に ゅ う も ん 　 NIHONGO

STARTER A1 Part 1」は、もともとは留学生の渡

航前研修のために開発された、入門レベルの日本

語学習教材です。国際交流基金がヨーロッパ言語

参照枠（CEFR）をベースに開発したJF 日本語教

育スタンダードとそれに準拠したコースブック

図１　OUJ-MOOCプラットフォーム
システム基本構成　（CLASS 3当時）
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特　集

オープンな学びを提供するJMOOCの取り組み

放送大学MOOC「NIHONGO Starter
（にほんご　にゅうもん）」の開発

１．はじめに
放送大学は、放送局を有する通信制の大学・大

学院で、国から生涯学習のナショナルセンターの

役割を与えられた公開大学（open university）で

す。このため、公開教育（open education）の理

念を推進することが期待され、これまでも公開教

育資源（Open Educational Resources、OER）運

動にも積極的に関与してきました。そうした流れ

の中で、2012年北米にxMOOC（Coursera、Edx、

Udacity）が出現すると、新たな公開教育の持続

可能なモデルかどうか見極める必要が生じ、

MOOCのプラットフォームおよびコンテンツのプロ

バイダーとして実際にMOOCを立ちあげ、技術

的・ビジネス的課題を検討することになりました。

そこで、放送大学では、公開教育の手段として

のMOOCの可能性、そしてMOOCの公開大学に与

える影響を検証するため、MOOCのパイロットコ

ースを立ち上げることになりました。あわせて、

JMOOCに参加し、国内外のステークホルダーと

の連携を検討することになりました。

２．放送大学MOOCプラットフォームの
特徴

JMOOCでは、複数のプラットフォームを公認

していますが、放送大学は、OUJ-MOOC (1)を採用し、

以下を基本的な仕様とすることにしました。

１）技術的には、MOOCおよびSPOC（Small Private

Online Course、非公開の、場合によっては有償

のコース）のプラットフォームとしても利用で

きるMOC（Massive Online Course)プラットフ

ォームであること

２）既存のサービスを必要に応じて組み合わせる

（マッシュアップする）Joint型プラットフォー

ムであること

３）マルチメディア電子教科書と学習管理システ

ム（LMS)の組み合わせが基幹となっていること

４）ビッグデータ収集機能に重点をおいているこ

と、予算が限られているためスクラッチから開

発することはできませんが、途上国での利用形

態も考え、従来のLMSだけでは構成できないよ

うな仕様も組み込むこと

プラットフォーム開発のパートナーとして、特

定非営利活動法人TIESコンソーシアムおよび株

放送大学教養学部教授 山田　恒夫



という違った分布を示し、やはりユーザの属性は

コンテンツに依存することも明らかになりました。

大量に集積されたデータの解析はこれからです

が、こうしたデータの計測（Metrics）や解析

（Analytics）の共有再利用を含め研究を進め、コ

ースや教育システムの改善を活かす予定です。

注
(1)本プラットフォームの特徴は、CHiLOブック（TIES

コンソーシアム）に由来するところが多い。「コース

登録」は、FacebookやGooglePlayのアカウントをもっ

て自動的に、あるいはOUJ（放送大学）-MOOCの登

録サイトで行う。本コースのFacebookページには、電

子教科書CHiLO Book（EPUB版かiBook版、いずれも

無料）のダウンロード先が記載されていて、自分の

使用するデバイスやOS（iPhone/iPad/Android/PC）に

あわせて、電子ストアやクラウドサーバからダウン

ロードする。電子教科書ではクイズ（自習問題）や

自己評価をおこなうこともできるが、実際の処理は

バックエンドの学習管理システム（LMS）「Moodle」

でおこなう。講師に質問したり学習者同士で情報共

有する場合にはFacebookのグループやMoodleのフォ

ーラムを利用する。そして、基準に到達すると「バ

ッジ」（修了証に相当）が発行されるが、ここでは

Mozilla OpenBadgeを使用する。本プラットフォーム

の特徴の１つは、一からすべてを開発するのではな

く、すでに運用されているオープン／商用サービス

を組合わせる、マッシュアップ(mashup)という方法

がとられている点である。
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国
ユニーク
ユーザ数

メキシコ 1,286

日本 481

カンボジア 440

コロンビア 436

パナマ 405

ベネズエラ 226

ブラジル 192

セルビア 157

ベトナム 150

インドネシア 148
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『まるごと―日本のことばと文化―入門A１』（国

際交流基金、2013）に依拠するかたちで新規に

開発されました。10回のショートコース（「まる

ごと」A1レベルの約半分）で、開始終了とも受

講者のタイミングで行う「自由型」と１週間２回、

計５週間のペース配分で行う「期間設定型」のク

ラスが用意されました。１回分の想定学習時間は

45分ですが、非漢字圏の学習者ではもう少し時

間がかかるようです。

４．中間報告：「にほんご　にゅうもん　
NIHONGO STARTER A1 Part 1」

MOOCとして始めたコースでしたが、「大規模

性」という点で苦戦しています。xMOOCsや

JMOOCの他のプラットフォームでは、最低数千、

通常万単位の登録者があるといわれていますが、

本科目では１クラスあたり数百から千数百の登録

者です。このため、通常MOOCでは短期間で同一

内容のクラスを繰り返すことはしないのですが、

本科目の場合2014年度は数回クラスを開講する

ことにしており、2014年10月に終了したCLASS

3までの延べの登録者は2,700名程度（CLASS3終

了時点）です。

本科目は海外向けの英語版ですが、やはり

JMOOCや放送大学MOOCの海外での知名度はま

だまだで、MOOCと名付ければ登録者が集まるわ

けではなく、ブランド力を含めた広報戦略が不可

欠です。CLASS 3では、受講登録1,495名に対し

て、10回すべてを合格し修了証（Open Badgeの

「大バッジ」、希望により別途電子修了証も交付）

を取得したのは97名で、修了率は低めです。これ

はショートコースとはいえ10回分の内容をこな

すには相当の学習時間を割く必要があるからです

が、この間の動機づけの維持が今後の課題です。

これとは別に、コミュニケーションをとる手段

としてのFacebookでは、科目サポート用のページ

があり、そこでの掲示に関して「いいね」をフィ

ードバックできます。これは、日本語学習コミュ

ニティや関連するMOOCコミュニティからの支持

の程度を表していると考えられますが、こちらは

同じ時点で、「いいね」が6,200に達しています。

こうしたファン（「いいね」というポジティブな

フィードバックを返したユニークなユーザ数）は

世界数十か国に分布しますが、国別と言語別のト

ップ10を示したのが表１です。予想に反して英

語圏からのアクセスが少ない一方で、これまで潜

在的学習者に到達しにくいといわれていた国や地

域からのアクセスが多いのは注目すべき点で、

MOOCが日本語教育の普及に有効な手段になりう

るということを示すとともに、多言語化の必要性

を示唆するものといえます。また、一般に、

MOOCの学習者は、男性のほうが多く、若年層ばか

りでなく中年層にかけて広く分布するという結果

が多いのですが、本科目の場合若年の女子が多い

特　集

表１「いいね」を返したユニークユーザの数
（国別・言語別、2014年10月26日）

言語
ユニーク
ユーザ数

米語 1,981

スペイン語 1,957

英語 536

日本語 444

スペイン語（スペイン） 398

ポルトガル語（ブラジル） 165

ベトナム語 92

インドネシア語 88

フランス語（フランス） 82

アラビア語 71
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１．はじめに

理系学部における物理学は、その学部の専門教

育の基盤となる科目として位置づけられます。そ

のため、専門科目が開講される前の、低学年次に

配当されることが多くなります。一方で、高等学

校での理科の選択の自由度が高くなり、入学者が

履修してくる理科の科目が多様化しています。そ

の結果、たとえば工学部の入学者であっても、大

学で初めて物理を学ぶ者も含まれるような場合も

生じ、このような学生に対し、リメディアル教育

を実施する大学もあります。

本稿では、高等学校および受験の過程で理科の

学習履歴の多様化が著しく、物理の初学者と入試

科目として学習した者が、同じクラスで受講する

薬学部の１年次の物理学の講義の報告です。そこ

でのICTを活用した授業改善の実践例について、

この科目を筆者が担当してきた2005年度から、

2012年度の後期と2013年度の前期を除き、これ

まで10年間の状況を報告します。

２．講義科目について

（１）科目の位置づけ

本稿で紹介する講義科目は、薬学部の１年生を

対象に開講している科目です。よく知られている

ように、薬学部におけるカリキュラムは、「薬学

教育モデル・コアカリキュラム」[1]に沿って構成

されます。物理学については、「薬学準備教育ガ

イドライン」の「薬学の基礎としての物理」に定

義されています。一般目標は、「薬学を学ぶ上で

必要な物理学の基礎を身につけるために、物質お

よび物体間の相互作用などに関する基本的な知識

を修得する。」とされています。「薬学の基礎とし

ての物理」は基本概念、運動の法則、エネルギー、

波動、レーザー、電荷と電流、電場と磁場、量子

化学入門の８個の分野に分けられ、それぞれに到

達目標が設定されています。

講義は前期と後期に、毎週１コマ（90分）で

15週間ずつ開講されています。上記の内容のう

ち、前期に基本概念、運動の法則、エネルギー、

波動、後期にレーザー、電荷と電流、電場と磁場、

量子化学入門を取り上げています。過去には、前

期と後期ともに必修科目であった時期もありまし

たが、近年は、前期は必修科目で後期は選択科目

となっています。今年度（2014年度）は、後期

の履修登録者は前期の70%ほどでした。これは、

後に示すこの科目の授業アンケートの「この授業

に満足している」の問いに「あてはまる」と「や

やあてはまる」と答えた学生の割合とほぼ等しい

値となっています。

（２）受講生の特徴

次ページの図１に、この科目の受講生の高等学

校での理数系科目の履修状況を示します。この履

修状況の調査は、2005年度から2011年度の７年

間についての結果であり、積み上げグラフを採用

しているため、縦軸の目盛の最高値が毎年100%

の７年間の累積という意味で700%になっていま

す。この期間の入学者は、当時の旧課程の理科Ⅰ

B・Ⅱという課程であったものと、新課程の理科

Ⅰ・Ⅱとなっていたものが含まれているため、横

軸には「理科ⅠBまたは理科Ⅰ」という意味で

「物理Ⅰ(B)」などのような表記を用いています。

多様な学習履歴を持つ学生に対する
物理学教育

人材育成のための授業紹介・物理学

福岡大学
理学部教授 寺田　貢
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この調査は、毎年の講義の初回に受講者の協力に

より、実施しています。

これらの結果から、高校で「理科ⅠBまたはⅠ

と理科Ⅱ」を履修した者は、薬学部という専門性

も含め、化学が最も多く、生物が半分強、物理は

半分弱となっています。７年間の結果を平均する

と、この科目の受講生のうち、物理を46.1%、化

学を91.7%、生物を52.5%、地学を0.7%学んだ

者が含まれるということが分かります。これは、

半数以上の受講生は高校で物理を学んでおらず、

この科目で期待できる物理学に関する予備知識と

しては、中学校での理科の第一分野の知識までで

あることを示しています。

図２には、この科目の受講生の入学試験の受験

に際しての理数系科目の選択状況を示します。こ

のデータから、それぞれの科目を受験科目として

勉強した学生の状況が分かります。図１の履修状

況と同時に取得したデータで

あるため、７年間のデータと

なっています。

これらの結果から７年間の

「理科ⅠBまたはⅠと理科Ⅱ」

を受験科目として勉強した者

の数は、前述の履修状況と同

様に、化学、生物、物理の順

となっています。７年間の結

果を平均すると、この科目の

受講生の中には、受験科目と

して、物理を27.6%、化学を

73.9%、生物を33.3%、地学

を0.2%の者が選択している

ということが分かります。受講生の中には、国立

大学や医学部と併願した者も含まれているものと

考えられ、４分の１を超える学生は受験科目とし

て物理を学んだ経験を持つことが分かります。

上述の高等学校での理数系科目の履修状況や、

受験に際する理数系科目の選択状況のアンケート

調査に合わせて、物理に関する印象についても調

査しています。物理学に関する印象について、

「物理学や科学技術は興味深い」、「物理学や科学

技術はつまらない」、「科学技術の話題に関心があ

る」、「物理は数式を変形することが多く、数学の

問題を解いているような気がする」、「物理学は未

来を作る夢の科学技術の原点である」、「科学の進

歩により自然環境の破壊が進んだ」、「百数十年後

にはドラえもんが誕生する」、「コンピュータや携

帯電話を使うのが好きだ」、「物理は公式を暗記す

る科目である」、「試験や単位

に関係なければ物理学など勉

強したくない」の10項目に

ついて調査しています。「物

理は数式を変形することが多

く、数学の問題を解いている

ような気がする」、「物理は公

式を暗記する科目である」、

「試験や単位に関係なければ

物理学など勉強したくない」

の三つの項目は、物理学につ

いての受講生のもつ先入観を

図１　受講生の高等学校での理数系科目の履修状況

図２　受講生の入試での理数系科目の学習状況

人材育成のための授業紹介・物理学



調査するために設定しました。このうち、「試験

や単位に関係なければ物理学など勉強したくな

い」の項目について、７年間の変化を図３に示し

ます。

７年間の平均として、項目「物理は数式を変形

することが多く、数学の問題を解いているような

気がする」については、「そう思う」と「どちら

かといえばそう思う」の和は44.8%、「どちらか

といえばそう思わない」と「全くそう思わない」

の和は21.4%でした。項目「物理は公式を暗記す

る科目である」については、「そう思う」と「ど

ちらかといえばそう思う」の和も、「どちらかと

いえばそう思わない」と「全くそう思わない」の

和も31.4%でした。項目「試験や単位に関係なけ

れば物理学など勉強したくない」については、

「そう思う」と「どちらかといえばそう思う」の

和は35.2%、「どちらかといえばそう思わない」

と「全くそう思わない」の和は31.9%でした。

物理学と数学との区別や公式の暗記に関して、

受講者にある程度の先入観があるように考えられ

ますが、３分の１以上受講者には「物理学を勉強

したくない」という意識があることが分かります。

これらの受講者には、高校で物理を学習していな

いことから、不安感を抱いている者も含まれてい

ると考えられます。回収された調査用紙の自由記

述欄には、その旨が記入されているものもありま

した。一方、受験科目として物理を学習した者に

は、既に受験物理を極めたと考えて、今後の薬学

の学習との関連が少ないと考えられる物理学に興

味を示さない者も含まれていると考えられます。
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以上のことから、この講義

には、次のような問題点が考

えられます。受講生のうち、

半分以上は物理の初学者であ

る一方、４分の１以上は受験

科目として物理を学んでいる

ため、受講生の物理に関する

基礎知識に差があり、講義の

レベルの設定が困難です。さ

らに、薬学部に所属する受講

生にとって、物理学を学ぶこ

との意味が認識されにくく、

できれば物理学を学びたくな

いと考えている者が３分の１以上含まれています。

３．授業内容について

例年の受講生は、約120名で、これは薬学部の

１学年のほぼ半数に当たります。前述の通り、選

択科目となる後期は、必修科目である前期よりも

受講生は少なくなります。薬学部の学生の最終的

な目的は、国家試験に合格して薬剤師として社会

に巣立つことであり、それに対して物理学を学ぶ

ことの意味が理解されにくいということも考えら

れます。

このような受講者に対して、以下のように講義

を実施しています。講義は、液晶プロジェクター

とスクリーンの設置された教室において実施して

いています。持ち込んだパーソナルコンピュータ

ーを接続して、PowerPointのスライドと物理学の

学習内容について解説したビデオを提示して講義

を行っています。

教科書としては、2005年度から2007年度まで

は「薬学系の基礎物理学」[2]、2008年度からは「薬

学の基礎としての物理」[3]を採用しています。

PowerPointのスライドは、解説内容を548枚製

作し、講義の際に印刷したものを受講者に配布し

ています。さらに、物理学の内容について解説し

たビデオ教材としては、「リメディアル☆フィジ

ックス」を用いています [4]。

2005年度の前期・後期および2006年度の前期

は、教科書とPowerPointでの講義を行いました。

2006年度の後期からビデオ教材を取り入れた講

義に切り替えました。さらに、2008年度から講

人材育成のための授業紹介・物理学

図３　項目「試験や単位に関係なければ物理学など勉強したくない」への回答
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義終了15分前ほどから、演習問題を出題するよ

うにしました。

教科書の掲載順に従って、講義を行っています。

講義を教科書通りに進めることにより、初学者の

受講者に対しては安心感を与えることができると

考えています。また、受験物理を極めたと考えて

いる受講者は、入試問題を解くテクニックを熟知

しているかもしれませんが、実験をすることや現

象を見る機会は少なかったと考えられます。ビデ

オ教材では、実験や現象を映像化している部分が

多いため、これらの受講生に対しても興味を喚起

できると考えています。

講義終了の15分前から、その日の講義内容に

関する演習問題を出題し、授業内容を確認させて

います。その解答は、本学の総合情報処理センタ

ーのサーバ上に構築されたMoodleにアップし、

講義終了後に学内・学外を問わず、受講者が閲覧

可能とし、ファイルをダウンロードできるように、

公開しています。さらに、このMoodleには、各

巻100ライセンスずつ購入してあるビデオ教材も

アップし、受講者が視聴可能としています。受講

生はこれらを利用して、事前・事後の学習を行う

ことができます。

以上のように、この講義では、ICT機材・環境

として、ノート型パーソナルコンピューター、ビ

デオ教材、548枚のPowerPointスライド、Moodle、

教室に設置されたプロジェクターとスクリーンを

使っています。

４．教育効果について

前述のような受講生に対し

て、講義を実施した結果につ

いて、授業アンケートの結果

から評価します。授業アンケ

ートは、15回の講義のうち、

12回目または13回目の講義

に実施されます。2008年度

までは、前期開講科目のみの

調査でしたが、2009年度か

ら後期開講科目についても実

施されるようになりました。

受講生は「授業は興味や関心

を引くものだった」、「授業は理解しやすかった」、

「教師の熱意を感じた」、「教師の話し方や声は聞

き取りやすかった」、「板書や視聴覚機器(プロジ

ェクタなど)の使用は適切だった」、「教材(教科

書・資料・実習教材など)は適切だった」、「教師

の学生に対する態度は適切だった」、「授業の開始

時間、終了時間が守られていた」、「学習する雰囲

気を妨げる行動に対して、適切な対応が行われて

いた」、「この授業に満足している」の10項目に

ついて「あてはまる・ややあてはまる・どちらと

もいえない・ややあてはまらない・あてはまらな

い」の5段階で回答します。また、「シラバス通り

にやってほしい」、「授業の目標をはっきりさせて

ほしい」、「授業内容をもっとやさしくしてほし

い」、「授業の進行をゆっくりしてほしい」、「授業

のレベルをもっと上げてほしい」、「板書を工夫し

てほしい」、「マイクを使ってほしい」、「受講人数

が多すぎるので少なくしてほしい」の８項目につ

いて「Yes・No」で回答します。

図４に、項目「この授業に満足している」に関

するそれぞれの年度の前期のアンケート結果を示

します。

図４からわかるように、ビデオ教材を導入する

前の2005～2006年度と2007年度以降では、傾
向が異なっています。この項目以外でも、2005

～2006年度は否定的な回答が多いのに対し、
2007年度以降は肯定的な回答が増えています。

項目「授業は興味や関心を引くものだった」では、

肯定的な回答（「あてはまる」と「ややあてはま

人材育成のための授業紹介・物理学

図４　項目「この授業に満足している」への回答



る」の和）は、2005～2006
年度の平均は13.9%で2007

年度以降の平均は51.0%であ

り、否定的な回答（「あては

まらない」と「ややあてはま

らない」の和）は、2005～
2006年度は42.8%で2007年

度以降は14.2%でした。項目

「授業は理解しやすかった」

では、肯定的な回答は、

2005～2006年度の平均は
16.5%で2007年度以降の平

均は54.8%であり、否定的な

回は、2005～2006年度は
48 .4%で2007年度以降は

11.8%でした。項目「この授業に満足している」

では、肯定的な回答は、2005～2006年度の平均
は21.7%で2007年度以降の平均は58.2%であり、

否定的な回答は、2005～2006年度は40.2%で

2007年度以降は8.6%でした。

このように、物理学に関する予備知識に違いが

あり、３分の１以上の受講者が物理学の学習に対

して消極的な考え方をもつ学生に対して講義を行

った結果、40%以上の受講者の興味・関心を引出

し、半数以上の受講生が理解しやすいと感じた講

義を実施し、60%に近い受講者に満足感を提供で

きています。

５．今後の課題について

多くの受講生に対して、興味・関心を喚起し、

理解しやすい講義により、受講生に満足感を与え

ることはできましたが、「授業内容をもっとやさ

しくしてほしい」、「授業の進行をゆっくりしてほ

しい」、「授業のレベルをもっと上げてほしい」の

三つの項目については、図５のような結果が得ら

れました。

項目「授業内容をもっとやさしくしてほしい」

の結果から、物理の初学者にとっては、授業内容

がまだ難しいと感じているものと考えられます。

また、項目「授業の進行をゆっくりしてほしい」

については、物理学の力学、熱、波動、電磁気、

量子力学のすべての分野を30回の講義で取り扱

うため、進度が速いと感じる受講生もいることが

分かります。一方で、講義内容のレベルアップを

望む受講生もいることが、項目「授業のレベルを

もっと上げてほしい」の結果から見ることができ

ます。

今後、このような受講生の希望にどのように対

応していくかということについて、検討する必要

があるものと考えています。

６．おわりに

本稿で紹介したビデオ教材の提示を組み込んだ

講義により、受講生の興味・関心の喚起、理解度

および満足感の向上を図れたことを、アンケート

結果が示しています。薬学部における物理学の講

義での結果ですが、同様な効果は他の分野の学部

における異なる科目についても、適用可能な手法

になるのではないかと考えています。

参考文献および関連URL

[1](公社)日本薬学会：薬学教育モデル・コアカリキュ

ラム

http://www.pharm.or.jp/kyoiku/

[2]大林康二, 天野卓治, 廣岡秀明, 崔東学: 薬学系のため

の基礎物理学. 共立出版.

[3]大林康二,廣岡秀明, 崔東学, 古川裕之, 吉村玲子: 薬学

の基礎としての物理.学術図書出版.

[4]メディア教育開発センター: リメディアル☆フィジ

ックス, Disk 1～4, 丸善.
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「とても好き」から「とても嫌い」の５段階で聞

いても、最も多い回答は「とても嫌い」である。

60%の学生は物理が嫌いなのである。教員として

は絶望感に苛まれるところであるが、大きな伸び

しろがある、とポジティブに捉えることにしてい

る。

３．ICTを積極的に活用した授業

（１）クリッカーとピア・インストラクション
学生が授業に能動的に取り組むようになるため

に重要なのは、学生に自分の頭で考えさせること、

それにはまず学生に問いかけることである。中等

教育では当たり前のことであるが、大学ではなか

なか難しい面がある。問いかけて「分かった人は

手を挙げて」と促しても手を挙げる学生はいない。

選択肢の問題にすればおそるおそる挙手する者が

増えるが、全員が同じ答になってしまうことがよ

くある。教室の前方にはまじめな学生が座ってい

るため、後ろの学生はそのまじめな学生たちの意

見に引きずられてしまうからだ。

物理は好きか？（始） 2013～2014年度

とても好き 1%

少し好き 9%

どちらとも言えない 29%

少し嫌い 21%

とても嫌い 40%

１．はじめに

東京女子医科大学医学部（以下本学）は1990

年よりPBLテュートリアル、統合カリキュラムな

ど、学生の自主的な学習を促し、思考力を鍛える

カリキュラムを取り入れてきた。低学年の学生に

対する自然科学のカリキュラムも、物理学、化学、

生物学といった既存の体系によらず、テーマ別の

統合科目の中で講義を行っている。物理では、

「人体の成り立ち」、「生体画像の基本」などの統

合科目の中で１～２年合わせて70分10コマの講
義を行っている。１年生の初めから基礎医学の科

目に取り組むため、高校で履修してこなかった科

目の知識不足を緩和する目的で、「物理基礎」「化

学基礎」「生物基礎」と言ったリメディアル科目

を選択必修として課している。本稿は、2013～
2014年度の「物理基礎」に関する報告である。

２．科目の概要

高校での物理非履修者を対象として、「物理基

礎」を開講している。70分授業12コマで、力学

３、電磁気４、波３、小テスト２という時間配分

である。科目がスタートしたのは、2001年から

であるが、時間数は増減があり、2011年からこ

の時間数で行っている。内容は高校物理Ⅰの内容

に物理Ⅱの内容を少し加えた程度である。

最近の受講者数は表１の通りである。学生は全

員女子である。高校での物理履修状況を調べてみ

ると、60%は全くなし、37%が物理Ⅰまで、4%

が物理Ⅱまで、となっている。

最初の授業の冒頭に「物理は好きですか？」と

いう質問をしている。その結果は衝撃的なものだ。

「物理がとても嫌い」な学生に対する
リメディアル教育

人材育成のための授業紹介・物理学

東京女子医科大学
医学部准教授 木下　順二

表１　受講者数と開始時アンケート結果

物理基礎 2013年度 2014年度

受講者数 84名 58名
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この問題を解決してくれるのがクリッカーと呼

ばれる端末（写真１）である。５択とか10択で

質問に回答させることができ、瞬時に集計できる。

本学では、レスポンスアナライザー[1]と称する製

品が予め各教室に設置されている。座席に固定さ

れた端末に、ICカードである学生証を載せて使う

ため、自動的に出席データが取得でき、質問に対

して５択で応答することができる。また、集計結

果は教室前方のディスプレイに表示させることが

できる。このような端末を用いることで、問いか

けに対して学生一人ひとりが本当はどう考えてい

るかを知ることができる。挙手させるのとは違っ

て、端末で回答させると必ず意見が分かれるよう

になった。本学のシステムでは教師用の画面が別

にあるため、学生に集計結果を見せるかどうかも

選択することができる。

単に問いかけるだけだと、学生はクイズ的に答

を知っているかどうか、当てずっぽうに答える者

も多い。学生に自分の頭で考えさせるための仕掛

けが、Mazurによって開発されたピア・インスト

ラクション[2]という手法である。ピア・インスト

ラクションでは、与えた選択肢問題についてまず

学生一人ひとりに端末から回答させ、その後で周

囲の学生を自分の意見で説得するように討論を促

す。２～３分討論したら、同じ問題について再度
端末から回答させる。その上で、２回の集計結果

を見せながら、教員が正解を示して解説すること

になる。初めから教員が説明するより、身近な友

人から説得される方が学生にとってずっと理解し

やすいのである。期待されることは、学生たちが

討論によって正解に近づくことであるが、常にそ

うなるとは限らない。強力な素朴概念を学生たち

が持っている場合、討論すればするほど、正解者

が少なくなるような設問も存在する。そのような

場合でも、正解を演示実験によって示すことがで

きれば、学生にとって非常に印象的な解決となる

ようである。ピア・インストラクションで誤答の

多い設問例を表２に示す。例１は正解の学生も多

いが、例２になるとＡと言う誤答が非常に多い。

どちらも実際に実験をやって見せてから説明する

と、納得するようである。

現在のところ、この授業ではピア・インストラ

クションを行うのは１回の授業につき１回に止

め、その他にもクリッカーを用いて２～３回の質
問をして、それは教員がすぐ正解を説明するよう

にして使っている。Mazurの本では、学生に予習

を課し、講義はあまり行わずにすべてピア・イン

ストラクションで進める方法が示されているが、

しっかり予習をさせるのはなかなか難しいので、

講義をある程度行い、重要な概念を問うときだけ

ピア・インストラクションを使うようにしてい

る。このように、ピア・インストラクションは教

室で行われる講義の中で、部分的に導入すること

が容易であるという特徴がある。

クリッカーを使うことの効果については、学生

のアンケートの中から自由記述の例（回答者58

名）を示す（次ページ表３）。ポジティブな評価

が非常に多く、学生の意欲を引き出すと同時に能

動的に参加することを促している様子が分かる。

ネガティブな意見も１名あったが、80%の学生は

ポジティブに捉えていた。女子学生の場合、友人

と話し合うことに積極的で、討論によって納得す

ることが多いようである。

表２　ピア・インストラクションの設問例

人材育成のための授業紹介・物理学

写真１　本学のクリッカー

例 設問 選択肢

1 重い物体と軽い物体を同

時に自由落下させたら、

どちらが速く落下するか

Ａ重い物体、Ｂ軽い物体、

Ｃどちらも同じ、Ｄどち

らとも言えない

2 同じ電球２個を直列にし

てコンセントにつないだ

ときと、並列にしてつな

いだときとでは、どちら

が明るく点灯するか

Ａ直列の方が明るい、Ｂ

並列の方が明るい、Ｃど

ちらも同じ明るさ、Ｄつ

なぐたびに結果は異なる
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（２）ポータルサイトで情報提供
大学の学生向けポータルサイトというと、掲示

板や呼び出しなどの情報が中心で、講義はスケジ

ュールのみを表示するものが一般的である。本学

の学生向けポータルサイトはそれとはコンセプト

が全く異なる。毎週毎週のスケジュール表から各

講義にリンクが貼られ、講義１コマ１コマについ

て、必要な予備知識、学習内容のキーワード、配

布プリントや提示スライド、参考文献など、さま

ざまな情報が教員によって提供される。まじめな

学生はそれを見て予習・復習をしっかり行うこと

ができる。学生に自己学習を促すための仕組みと

なっている（図１）。

（３）オンライン問題演習
定量的な扱いに慣れるためには、問題演習に取

り組むことが物理では効果的である。授業時間だ

けでは問題演習の時間がほとんど取れないため、

宿題を課すことにした。オンラインで出題し、自

動採点を行うソフトウェアStarQuiz[3]を利用して

いる。毎回、復習問題として選択肢問題と計算問

題を出題しているが、計算問題の答を整数か小数

で入力してもらう必要があるという使いにくさは

あるものの、ソフトが自動的に採点してくれるの

は大変ありがたい。

宿題として問題演習を課すことで、学生の負担

は確実に増えるわけだが、表４に示す学生のアン

ケートで見る限り、「役に立つ」と考えている学

生は95%にもおよび、概ね好評である。また、

2014年からは簡単な予習も課すようにした。学

習する基本概念に結びつくような日常的な疑問に

ついて予め考えて来ることで、学生同士の討論へ

の準備としている。

４．手作り感のある授業

（１）板書とプリント
ICTの活用はよいが、それだけに頼りす

ぎるのは良くないと考えている。古典的

な媒体である、黒板や印刷物も有効に活

用する必要があるのではないか。この科

目では、ノートを取ることを学生に奨励

している。ノートを取ることで基本的な

用語に親しませ、板書に図をなるべく取

り入れることで概念の理解を助けるよう

にしている。

配布プリントは、冒頭に「この時間の

人材育成のための授業紹介・物理学

表４　復習問題のアンケート結果

図１　学生向けポータルサイトの画面例

復習問題について 2013～2014年度

とても役に立つ 68%

少し役に立つ 27%

普通 4%

あまり役に立たない 0%

全く役に立たない 0%

クリッカーについて 人数

楽しかった、よかった、面白かった 25名

人の答を知ることができてよい、挙手より回答

率がよい
4名

みんなで話し合うのが楽しい、能動的に参加し

ている感じ
15名

眠くならなくてよい、集中できる 6名

どうしても好きになれなかった 1名

表３　クリッカーのアンケート結果



目標」と「理解すべきキーワード」を明示し、Ａ４

用紙裏表で簡潔にまとめるようにしている。もち

ろん、クリッカーでの質問事項も入れてある。中

にはノートをあまり取らずに、このプリントの余

白にメモを取る学生もいるが、最低限それでもよ

いと考えている。

（２）演示実験
ビデオを見せたり、シミュレーションをしたり

することも概念を理解する上で役に立つが、実物

に勝る教材はない。この科目で取り上げる初等的

な分野では、身近なものを使った演示実験がいろ

いろあるので[4]、毎回少なくとも一つは演示実験

を見せるようにしている。演示実験もただ見せる

だけでは、必ずしも学生の記憶には残らない。ク

リッカーを使って、実験結果を予想させ、その後

で実際に演示を行って正解を示すと、学生に強く

印象づけられる。特に、自分たちの予想と全く異

なる結果が出た場合は、非常に強く印象づけられ

ることが分かった。

５．まとめ

講義の最後に同じ質問をした。「物理は好きで

すか？」に対する回答では「とても嫌い」が大き

く減少し、「少し好き」がだいぶ増えた（表５）。

５段階に直しての平均点では2.1から2.8と大幅に

向上している。中央の3.0を上回れなかったが、

それだけ物理への拒否反応が強かったということ

であろう。

ここまでに示したアンケートはすべて記名式の

ものであったが、最終回には無記名のアンケート

も行っている。2013年と2014年でアンケート項

目を変更しているため、2014年のもの（回答者

58名）を図２に示す。

講義の理解度という点では、５段階で点数化し

て平均3.5であり、レベルとしては予定通りであ

る。興味を持てたか、という点でも平均3.8でま

ずまずの数値である。総合的な評価は平均4.4と

言うことで、これも悪くない数値になっている。

この他に、１回の講義ごとにどのくらい理解でき

たかを５段階でたずねてレベルを確認し、理解度

がよくない講義は翌年に内容を見直すようにして

いる。授業の改善をする上で、学生の反応を内容

にフィードバックしていくことは重要だと考えて

いる。　

参考文献および関連URL
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図２　講義評価のアンケート結果

表５　終了時アンケート結果

物理は好きか？（終） 2013～2014年度

とても好き5 5%

少し好き4 27%

どちらとも言えない3 26%

少し嫌い2 27%

とても嫌い1 17%
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１．はじめに

学力に広がりがある集団に講義で情報伝達を行

おうとすると、どのレベルに調整したとしても、

ちょうどよいレベルで受講している履修生の割合

は過半数を大きく下回る結果になります。レベル

のあった少数の学生にとっては幸運ですが、自分

の理解度に対して授業のレベルが高すぎると感じ

る学生は、早い時期に理解することをあきらめる

傾向があり、逆に自分の理解度に対して授業がや

さしいと思うと、力を抜いて他の活動に時間を向

けてしまう傾向があります。結果として、授業外

でも熱心に学びに取り組む学生が大変少ない閉塞

状態を経験し続けてきました。つまり、通常、教

育者側が最初に目指す「わかりやすい」授業改善

は、実は現代の学生達に学ぶきっかけを与える手

段としては適切ではないことが見えてきたと言え

ます。

そこで、その問題解決のために教育界の実践を

探ってみますと、その効果が明らか

になってきたアクティブ・ラーニン

グの手法[1-3]が複数あります。これま

で情報伝達に使われていた授業時間

を学生が授業に参加し、彼らの各自

の理解を中心に据えた授業を展開し

ているのです。

筆者の担当する「物理学入門」で

は、授業にそのような取り組みを複

数組み合わせて、教員－学生間およ
び、学生－学生間の相互討論の中で
学ぶ環境の実現を目指しました。

２．物理学入門の位置づけ

「物理学入門」(２単位)は立教大学の全学共通

カリキュラム（以下、全カリと略称）のうち、総

合教育科目の領域別Ａ科目に分類される科目で

す。立教大学の全カリは、多様な分野の学びを学

生が自分で計画して学年を問わずに選択可能にす

る、新たな教養教育を強力に進めていくための母

体です。言語教育科目と総合教育科目からなる全

カリ科目群のうち、総合教育科目を分類したもの

を表１に示します。領域別Ａは 2012 年度から導

入されたいわゆるディシプリン科目で専門領域の

枠を超えて、人間としての深い認識や価値観、総

合的な判断力を養っていくために用意された科目

群として位置づけられています。したがって、専

門分野以外の科目履修が目的のため、専任教員の

所属学部の学生が履修できないシステムになって

います。理系学部を理学部しか持たない立教大学

においては、文系学生のみが履修する物理の科目

ICT利用の授業外学習を活用した
文系向け物理学授業の試み

人材育成のための授業紹介・物理学

立教大学
理学部教授 栗田　和好

表１　全学共通カリキュラム総合教育科目群の分類
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になりました。

受講生は１年生から４年生まですべての学年が

含まれますが、１年生が半数程で学年が上がるに

したがって履修者数が減少していく分布です。そ

れは、卒業に必要な全カリ科目を早めに取ってお

きたいという学生の履修特性が影響しているため

だと思います。講義科目である「物理学入門」の

定員は200名なのですが、文系学生に理系科目履

修を強制しないシステムのため、実際の履修者数

は初年度が８名、２年目が25名、３年目が40名

と、思いの他低調な履修者数です。しかし、文系

学生への物理教育の可能性を探る授業としてはほ

ぼ理想に近い学生数で、10年に一度あるかない

かの好機に出会ったと思っています。また、理系

の学生がいないことで誰もが平等であると思える

環境ができたことも幸運だったと思います。

３．授業内容

（１）予習

ICTが最も活躍するのは予習の段階です。中学

理科の基礎知識で読み進められる教科書[4]の予習

ページを毎回指定して読ませて、LMS上の小テス

トに解答させて理解を試すという宿題です。問題

は毎回３問あり、２問が教科書の範囲を読んで理

解すると答えられる簡単な概念問題と計算問題

で、最後の問は疑問に思ったところを書き出すと

いう記述式問題です。

図１にその解答例を示します。Web宿題の締切

を授業前日の昼に設定することにより、教員が学

生の疑問点を事前に知ることができ、授業中に重

点を置くべきところを直前で変えられるなど、よ

り学生のニーズに合った授業にできる点が大変有

用です。全体の15%の点数が宿題で加点されるの

で、単位取得を目指す学生はほぼ欠かさず予習を

行っています。

（２）授業

授業内では極力学生実験、演示実験を行ったり

映像を見せることにより、経験不足のためにイメ

ージしにくい部分を体験させることを心掛けてい

ます。それに関連して議論を巻き起こす問いかけ

を行い、４人のグループでお互いに議論をし合うと

ともに、意味の共有を図るように促しました[5-8]。

グループ分けは、まず前回の出席者リストをエ

クセルの乱数（関数）を利用してランダムに並べ

替えて、毎回ランダムな組を作っています。この

方式は知り合い同士の慣れ合いを防止する意味

と、クラス全体がいつでもチームメートになる可

能性があることを示唆して、クラス全体を学びの

仲間として意識させる工夫です。また、この方式

では欠席をすると、次回のチーム分けの際にクラ

スで浮いた状態を一時的に経験するため、それを

避けようとする学生には継続的な出席を促す効果

もあると考えています。最初に４名の間で「司会」、

「書記」、「発表」、「盛上げ」の役割を決めること

で、話し合いがスムーズに始まるようにしていま

す。役割分担を確認するために、書

記に渡すチームメモシートの上部に

役割リストをつけ、その横に参加者

氏名を書いてもらうようにしていま

す。

議論の進め方は例えば、予習で多

くの学生が疑問に思った点を授業中

の教員からの問いかけとして紹介

し、各グループで自分の理解を他者

に伝える形で議論を促します。その

中で、物理の素養がある学生は説明

する側に回り、苦手意識の強い学生

は教えてもらう側になります。どち図１　LMS上の小テスト（記述式問題）解答例
予習確認テストで想像を超える学生の困難に出会った例

人材育成のための授業紹介・物理学
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らの学生も理解の意味づけを再評価する機会を得

て、より深い理解に達することができるのです。

まさに、各自が各自のハードルを設定して、その

ハードルを越える作業が同じ場で行われているの

が感じられます。

議論の後には各チームの発表役に、問いに対す

る答えとその理由についてクラス全体に報告して

もらいます。教員側は黒板に答えと理由を書き出

して、意見の分布を学生全員と共有します。最後

に問いの正解を学生全員に向かって教員が解説し

ますが、その際に、たとえ答えが間違っていても

途中の議論の優れた点を指摘して、議論の内容が

重要であることを意識してもらうようにしていま

す。なお、発表者が言い残したことも、授業後に

チームメモ（書記作成）を回収してすくい取るこ

とが可能です。

（３）評価

評価の配点は、上記のように予習が15%、積極

的授業参加（平常点）が20%、復習小テストが15%、

そして期末試験が50%です。予習得点はLMS上の

事前テストの点数を使いますが、積極的参加度と

復習問題はリアクションペーパーとして、授業の

最後15分に同時に回答してもらいます。

学生は授業が進むにしたがって、LMSに表示さ

れる宿題とリアクションペーパーの点数をにらみ

つつ履修を続けます。点数がよい学生は継続意欲

を維持できますが、既に点数が低迷してしまって

いる学生の意欲は落ちていくことが懸念材料で

す。そのため、答案に詳細な記述をする学生の頑

張りを認め、ボーナス点を与えることにしていま

す。よくできている学生にもボーナス点を与える

と満点を超える可能性がありますが、その場合は

点数が満点で頭打ちになることを説明しておく

と、混乱はありません。

最後に期末試験は、主として授業で扱った実験、

映像、トピックをもとに、概念理解を問う問題を

出題します。一部計算問題も含みますが、理由付

けがしっかりできているかという点に重点を置い

て採点しており、考え方が合っていれば、最終的

数値が正解でなくても８割程度点数をあげること

にしています。ほとんどが記述式の問のため全体

的には７割を超える平均点ですが、定量問題では

正答率はおおよそ20〜30%程度です。

４．ICT環境

立教大学では日立公共システムのIT’s class.

（立教での愛称：CHORUS）とBlackboardの二つ

のLMS（Learning Management System）が運用さ

れています。CHORUSは2004年度からの運用で、

使い方もシンプルなため教員の間でも利用率が高

く（2013年度60.0%の普及率）、文系学生もおそ

らく以前利用したことがあると考えられるシステ

ムです。一方、Blackboardは2009年度導入で多く

の機能を備えていますが、操作が複雑で扱いにく

いという印象を持つ人が多く、教員への普及率は

2013年時点で32.6% にとどまっています。個人

的には一斉メールや紙媒体の小テストの点数を

Webテストと同列に手入力できる機能などを持つ

Blackboardに魅力を感じています。

「物理学入門」では文系学生との親和性から、

予習問題を CHORUS上で行っています。配点は

15%ですが、成績に関わるテストに不慣れなシス

テムを使うのは、学生に精神的プレッシャーを与

えやすいという配慮からです。なお、授業内で行

うリアクションペーパーの点数は、Blackboardの

手入力機能を利用して、中間成績ファイルを PC

上に作成することなく記録しています。このよう

な方法にすれば、成績入力をしばしば行ったとし

ても、最終集計以外は PCに成績情報をコピーす

ることなく作業が進められるため、誤って成績情

報が混入したノート PCや USBメモリーを置き

忘れるなどの問題を避けることができます。

学生は予習確認テストの点数とリアクションペ

ーパーの点数を総合するには、二つのシステムに

ログインしなければならず、負担を強いているの

が現状です。その点は今後の学生へのBlackboard

の普及率の向上に合わせてBlackboardに統一でき

ればと考えています

５．教育効果

毎回行うLMS上の予習問題と授業内で行うリア

人材育成のための授業紹介・物理学



クションペーパーには、疑問や感想を書く欄があ

り、そこにはさまざまなコメントが記されました。

また、大学の公式の授業評価アンケートにもいく

つかのコメントが寄せられたので、それをもとに

授業の効果を確認することにします。

最も多かったコメントは、過去にあれだけ苦手

意識をもっていた物理学が身近に感じられ、興味

を抱くことができたという驚きが混じった感想で

した。高校で文系選択を済ませた生徒の興味は一

般に物理から遠のいてしまいますが、物理現象そ

のものに興味を失っているのではないことが読み

取れます。高校または中学の物理分野では、数式

を使って定量的な答えを出すことを強調するあま

り、物理の本質が見えにくくなっているのではな

いかと危惧します。

また授業終了後のアンケートにおいて、この授

業から何が得られたかとの問いに対して、一部の

学生は他の学生に自分の理解を伝えることができ

たことが自信につながったと述べています。一方、

他の学生は周りの学生に説明を受けることによっ

て、これまで理解できなかったことが理解できる

ようになり、楽しく感じたという感想でした。理

解のレベルに差がある学生たちがグループディス

カッションを行うことによって、各自の学習目標

をそれぞれに追求し得るということが窺えます。

全般的に文系学生に不人気の物理学に対し、多

くの学生が予想外に一生懸命取り組んでくれたと

感じています。実験や映像を通して、さまざまな

レベルの学生が各レベルにおいて、物理的意味を

共有する場になっていたと言えると思います。何

れにしても多くの学生に楽しんでもらえた点は、

最初の一歩としては成功していると評価できるの

ではないでしょうか。

物理学は基礎的な共通法則の上に、より細かな

条件で成り立つ法則が存在しているピラミッド型

の体系を有しています。通常の物理教育において

は、その体系性を理解させることが目的になるこ

とが多いのですが、この授業において重要視した

ことは、その体系の中の一部を切り取ってきたも

のでもよいので、それを物理の問題解決の考え方

や学び方を学ぶ例として取り上げました。今後学

習成果の評価精度を上げていく試みの中で、物理

学の全体系をカバーしないことが目標とする学び

の大きな妨げになっていないことを確認していく

必要があります。

６．今後の課題

学生たちのグループワークの様子から、お互い

に話し合うことで互いに活性化しているのが感じ

られます。講義による情報注入が主体である大学

授業の中で、他者の意見を聞いたり、自分の言葉

で説明を試みたりする際、自分の頭だけで考えて

いたときには気づかなかった知識の構造や不足し

ている部分に気づき、頭の中が整理された気持ち

になるのではないかと考えています。相互の議論

の効果の客観的評価を確立することが今後の大切

な課題です。
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聖徳大学におけるICTを活用した

教育・学修支援

１．はじめに
学校法人東京聖徳学園は、川並香順・孝子両先

生によって、1933年４月10日、東京市大森区

（現大田区）新井宿４丁目に聖徳家政学院と新井

宿幼稚園を開設したことがはじまりです。1965

年には、千葉県松戸市に聖徳学園短期大学（現聖

徳大学短期大学部）が設置され、現在では、同地

に大学と大学院を併設しており、短期大学部は保

育科、総合文化学科の２学科、大学は児童学部、

心理・福祉学部２学科、文学部、人間栄養学部、

看護学部、音楽学部２学科の計６学部８学科、大

学院は６研究科を設置して

おり、それぞれ短期大学・

大学・大学院に通信教育課

程を開設しています。また、

研究施設として児童学研究

所を始め、言語文化、生涯

学習の３研究所と心理教育

相談所を設置しています。

附属校には、幼稚園（７園）、

小学校、中学校（各２校）、

高等学校（２校）、専門学

校（幼児教育専門学校）を擁

する総合学園になっています。

本学は、聖徳太子が制定した十七条憲法第一条

「和ヲ以テ貴シト為ス」の「和」の理念を建学の

精神とし、他人と協調し、他人を尊敬し、敬愛し

あう心を養う「人間教育」（聖徳教育）を推進す

るとともに、現代社会に求められている自立性を

備えた女性の育成を目指しています。

２．カリキュラム
学生が機能的かつ体系的に学修できるように、

科目区分を「全学共通科目」（「聖徳教育科目」、

「教養科目」、「専門基礎科目」「外国語科目」「健

康教育科目」「情報活用科目」）と「専門教育科目」

で構成し、それぞれ関連する科目をバランスよく

配置することで、４年一貫の連携のとれた体系的

な教育課程を編成しています。

全学共通科目では、専門性にとらわれない幅広

い視野と豊かな人格形成の基本を形成する教育課

程となっており、専門教育科目では、それぞれの

学科の教育目標に合わせ、理論と実践を体系的に

学ぶ段階的カリキュラムを編成しています。

また本学では、初年次教育、キャリア教育、お

よび専門教育において学びの質の向上を次の３点

より実践しています。

第一に、本学では、人間教育、並びに学びの自

己管理能力、基礎学力（文章構成力・数的処理能

力）およびキャリア形成を中核とする基礎的な能

力の育成のためのプログラム

を聖徳教育として位置づけ、

教育内容の体系化とその充実

を図っています。

第二に、すべての授業にお

いて学びの自己管理能力を育

成するとともに主体的な学習

力を向上させるためにアクテ

ィブラーニングの導入を図っ

ています。

第三に、特に学びの自己管

理能力を初年次から育成するために学修ポートフ

ォリオを導入し、学生一人ひとりの学びのデザイ

ンをクラス担任とともに定期的に行っています。

３．学びの支援
（１）聖徳教育
全学共通科目である聖徳教育は、「聖徳教育

Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ」の三つに分けられます。

「聖徳教育 Ⅰ」では、著名人による文化講演会

や、海外各国の著名なオーケストラをはじめ、世

界的な演奏家、バレエや日本の伝統古典芸能等を

招き、本学講堂にて鑑賞する「聖徳学園シリーズ

コンサート」を行い、様々なジャンルにおける本

物の芸術を鑑賞することができ、幅広く深い教養

を身につけ、豊かな感性を養うことを目的として

います。

教育・学修支援への取り組み
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（２）聖徳ラーニングデザインセンター
全学生を対象とした学びの場である「聖徳ラー

ニングデザインセンター」は、入学前教育から初

年次教育、専門教育、およびキャリア教育にあた

って、学びのデザインを学生一人ひとりに対して

個別に支援するために、常駐の教員・スタッフを

配置し、最適な個別支援を実現する組織的な学習

支援体制を構築しています。特に、聖徳教育（初

年次教育、２年次教育）で習得する聖徳基礎力に

ついては、授業と一体となって、学生一人ひとり

の学習を支援しています。また、直接的な指導だ

けでなく、よりよい学習環境を整えるための総合

的なデータ分析、調査を行っています（写真２）。

聖徳ラーニングデザインセンターの主な目的

は、次の通りです。

１）学生の学習活動に対する支援

２）学生への個別学習指導

３）学生の学習に関する相談の受付

４）全学園に関わる学習支援プログラムの開発

と企画及び実施

５）全学園の教育及び関連領域に関する調査や

研究

（３）語学教育センター
英語教育に関する理論とその応用・実践の研究

「聖徳教育 Ⅱ」では、本学の建学の精神である

「和」に基づく調和的な人間形成を実践するため、

豊かな人間性教育と社会人として必要な基礎能力

の向上教育を体系的に構築し、これらの教育を通

じ就業力・仕事力を備えた女性の育成を目指すキ

ャリア実践教育や、新入生歓迎フレンドシップ・

ツアー（ＦＴ）、「学外研修 Ⅰ」（志賀高原）を実

施し、集団生活の中で社会人となるための規則正

しい団体生活を理解し、自制心を養い、他人に対

する思いやりの気持ちを涵養することを目的とし

ています。特に、学外研修 Ⅱでは海外研修を行

うことで、学科、コースに関連する諸外国の教

育、文化、生活を実地に体験することによって、

その後の修学に役立てています。

「聖徳教育 Ⅲ」では、「文章構成力育成演習」

と「数的処理能力育成演習」を行うことで、大学

生になったことを自覚させ、節度ある生活態度と

主体的な学習態度を育成し、思考力と文章表現力

等の育成を図って、専門教育への基礎的導入を果

たすことを目的としています。

（２）夢実現プロジェクト
夢実現プロジェクトは聖徳基礎力の育成を重視

しており、内容として、１）自己管理能力、２）

基礎学力（文章構成力、数的処理能力）、３）キ

ャリアデザイン力、４）学びの技法から編成され

ています。そのうち、基礎学力育成については、

「聖徳教育Ⅲ」の文章構成力育成演習と数的処理

能力育成演習により、また、キャリアデザイン力

については「聖徳教育Ⅱ」のキャリア実践演習に

より取り組まれます。

４．特色ある教育施設や設備
（１）新１号館
2009年に地下２階、地上８階の川並記念図書

館（現川並弘昭記念図書館）、教育・研究棟から

なる新１号館を竣工しました。教育・研究棟にお

いては、実践授業を中心とした人間栄養学部の教

育施設が充実しており、キッチンスタジオ、視聴

覚教室、コンピュータ演習室が設置され、キッチ

ンスタジオと視聴覚教室は、マルチメディア環境で

連携しており、大勢の学生が学ぶことができます。

また、メディアパークでは約50台のPCや貸し

出し用ノートPC、音声処理や画像・動画処理が

可能なワークステーションを備え、図書館資料と

連携して論文やレポート作成、グループワークの

学生で常ににぎわっています（写真１）。

教育・学修支援への取り組み
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を行っており、一般英語について各学部の専門に

特化した教材開発、能力別の学習や本学園の学生、

生徒、児童、園児等に対する英語教育及び本学園

の英語担当教員等の資質向上を図るなど、全学的

に活動を行っています。また、平行して、学生一

人ひとりの理解を深める個別指導を随時行ってお

り、検定試験のサポートも計画的に実施し、新た

に発足した保育英検の指導に実績を上げていま

す。その他に英語に慣れ親しむ各種のイベントを

実施し、多数の学生が参加しています。

また、マルチメディア語学学習支援システムを

用いて、英会話や英文法の授業を中心としたイン

タラクティブな学習環境を利用することで、相乗

効果によりTOEIC成績向上に貢献しています（写

真３）。

（４）教職実践センター
教職に関する総合的な調査研究を進めると同時

に、教職志望者の能力開発と教職採用に向けた多

様な取り組みを実施しています。特に、各自治体

が行う教員採用試験の合格に向けて、論作文、面

接指導（個別・集団）を含めたサポートを、教育

経験豊富な教授陣が対象学生に支援を行い、教職

志望者の資質向上を図っています。

５．具体的なICT活用
（１）Seitoku Campus Card （学生証）
2005年より、ＩＣカードの一種であるFelicaを

利用し、学生証、プリペイドカード、図書館利用

カードの３枚を１枚に集約し、ＩＣカード化を行

って、学生情報システム「ＳＥＩＣＡ」の運用を

開始しました。「ＳＥＩＣＡ」は、各種証明書発

行、各種申請や申請時の決済、図書館利用、特定

の授業では出席管理にも利用されていて、学生の

利便性を図っています（写真４）。

（２）管理栄養士国家試験　自習室
人間栄養学部では、管理栄養士国家試験受験対

策として、e-Learningシステム「管理栄養士国家

試験 自習室」を構築しています。自習室には、

本学独自に作成した模擬試験や過去問題の解答解

説が登録されており、学習したいキーワードの検

索も可能で、インターネットを利用しているため、

いつでもどこでも自分の学習進度に合わせて学習

できることから、学生にも好評で国家試験合格に

大きく貢献しています。

（３）修学ポートフォリオ
夢実現プロジェクトの実践ツールとして、修学

ポートフォリオである「Seitoku Design Chart」

（以下「SDChart」） を通じ、「聖徳教育Ⅱ」のキ

ャリア実践演習、「聖徳教育Ⅲ」の文章構成力育

成演習と数的処理能力育成演習における授業理解

度を項目ごとに入力し、自動的にグラフ化される

ことで、学修成果が可視化できるようになってお

り、様々な角度からの評価を可能にして、「結果

（成績）」から「マイナス」を探すものではなく、

「（学習の）プロセス」から「プラス」を見出すこ

とができます。

SDChartは、次の三つの要素から構成されます。

１）自己評価調査

入学時と前期終了時、後期終了時に自己評

価調査を行います。これを通して、学生の成

長や学習意欲をクラス担任が確認し、充実し

た学生生活がデザインできるよう、組織的な

サポートを展開します。また、本学の満足度

を把握し、改善に役立てます。

２）文章構成力

文章構成力では、自己紹介からはじまり小

論文の書き方まで、大学生に必須な文章を構

成する基礎を、各自の学習進度に応じて、徹

底的に修得することを目標としています。

３）数的処理能力

数的処理能力では、日常の生活において、

教育・学修支援への取り組み

写真３　CALLシステム

写真４ 学生証（左）、チャージ機（中央）、学生情報端末（右）



論理的に判断し、数的データを用いた解釈や

説明ができるようになるために必要な基礎的

な数的処理能力を徹底的にトレーニングする

ことを目標としています。

学生は、各Stepを学生自らがどのように省察

（自己点検）しているかを、Stepごとに、授業で

学んだこと、新しく発見したこと、新たな課題に

ついてSDChartに記入します。また、クラス担任

教員の所見により、学修成果を客観的に判断する

ことができます。SDChartは、クラス担任の教員

と、学生一人ひとりが自己の学びについてデザイ

ンしていくための資料となります。

特定の授業においては、リフレクションシート

（授業の振り返り）を毎時間後に作成し、授業担

当教員が確認することにより、授業理解度を確認

できます。

入学時にはプレースメントテストを実施しま

す。その結果をもとにクラス分けを行い、前期末

にアチーブメントテストを実施します。未達成者

は後期に聖徳ラーニングデザインセンターを活用

し、学生一人ひとりの学びを確実に力にして基礎

学力を修得します。学生は、SDChartを活用し、

学生一人ひとりが自己評価と客観的な達成度評価

に基づいて自己の新たな学びと成長を管理するこ

とができ、学びの成果を振り返ることにより、伸

びてゆく方向性（到達目標）に照らして、自分が

獲得してきたことと、これから獲得すること、す

なわち今後の目標を心に刻み、自己の成長と“夢”

実現につなげていきます。

これらをわかりやすく視覚化したのが、図１と

図２であり、各要素・STEP毎に達成度と目標値

がレーダーチャートで表示され、到達度を瞬時に

理解するとともに、自己の成長を具体的に把握す

ることができます。

６．今後の課題
ICTを活用した教育・学修支援の試行的な取り

組みはまだ始まったばかりであり、ＰＤＣＡサイ

クルを廻しながら改善を図っていくことが必要と

なります。

なお、情報教育における当面の課題としては、

１）担当教員毎に温度差があり、同じ学科でも

内容が大きく異なる場合があること。

２）高等学校における教科情報は、大学受験科

目ではないため、進学中心校と就職中心校の

差など教科に対する温度差や学生の実力の差

が比較的大きいこと。

３）ICTの活用授業拡大による情報設備不足が

予想されるため、一般教室への無線LANエリ

アの拡充検討を行うこと。

があげられます。

※SDChartは、株式会社電翔のActiveAcademyの一部を

カスタマイズしたものです。

文責：聖徳大学　児童学部児童学科専任講師　　

岡本　尚志

図１　自己評価とプレースメントテストの結果分析

図２　文章構成力と数的処理能力の
ステップアッププラン
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学生収容定員
視聴コンテンツ

26年度分のみ 25年度分のみ 24年度分のみ 26年度と25年度

7,000人以下

10,000人以下

10,001人以上

32,400円

43,200円

54,000円

3,240円 ０円

4,320円 ０円

5,400円 ０円

35,640円

47,520円

59,400円

視聴コンテンツ

26年度分のみ 25年度分のみ 24年度分のみ 26年度と25年度

43,200円 4,320円 ０円 47,520円

当協会では、教育改善のための教育方法、教

材開発、教育支援へのICT活用に関する様々な

会議、発表会等を開催し、講演、実践事例の紹

介などを行っていますが、これをデジタルアー

カイブし、大学教職員の方々にファカルティ・

ディベロップメント（FD）、スタッフ・ディベ

ロップメント（SD）の研究資料として活用い

ただくため、オンデマンドで配信しております。

大学では、教員の教育力向上と職員の教育・学

習支援として、また、賛助会員企業では、大学

での教育ICT活用と教育環境の整備を理解する

ための情報収集として、ぜひお役立て下さい。

詳細は本ページ末のURLよりご覧下さい。

●内容

当協会で実施した会議、発表会等の講演・事

例紹介のVTRにプレゼンテーションのスライド

を同期させたコンテンツおよびレジュメで、配

信の許諾が得られたものです。ただし、質疑応

答、討議、本協会の活動紹介などは除きます。

＜対象とする会議、発表会等＞

ICT利用による教育改善研究発表会、教育改

革FD/ICT理事長学長等会議、教育改革ICT戦略

大会、短期大学教育改革ICT戦略会議、教育改

革事務部門管理者会議、大学情報セキュリティ研

究講習会です。

●コンテンツ数
平成26年度：169件

平成25年度：141件

平成24年度：144件　

●申込単位と利用者
●正会員（学校法人）、賛助会員（企業）

●加盟大学・短期大学の教職員および賛助会

員企業の社員で、利用者数の制限はありま

せん（学生は対象外とします）。

●申し込みと配信期限

参加申し込み受付：随時受け付けます。

配信期間　　　　：平成26年12月1日〜平成27

年11月30日

（継続配信は再度、お申し込み

いただきます）

●配信分担金

申込み日から平成27年11月30日までの金額

となります。

●利用環境
追加アドオンソフト（Microsoft Office Animation

Runtime)がインストールされていること。

●問い合わせ
公益社団法人私立大学情報教育協会

TEL：03-3261-2798　FAX：03-3261-5473

E-mail:info@juce.jp

http://www.juce.jp/ondemand/

※学生収容定員の算定方法は、正会員設置の加盟大学・短

期大学の学生収容定員の合計とします。

○正会員

○賛助会員（一律の金額）

オンデマンド配信 視聴参加の募集について

講演・発表会等アーカイブの

募 集

サンプルコンテンツを上記サイトから

ご覧いただけます。
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オンデマンドの画面イメージ      

【分野別インデックス】

【カテゴリー別インデックス】

【コンテンツ例】

募 集

【カテゴリー別インデックス】



賛助会員：本協会の事業を賛助する法人または団体で本協
会理事会で入会を認められたもの。

１．調査及び研究、公表・促進
１）人文・社会・自然科学の分野別に求められる学士力を

策定し、学士力を実現するための教育改善モデルの提言

を公表しています。また、教育の質的転換に向けた教育

改善を促進するため、ICTを活用した能動的学修（アク

ティブ・ラーニング）への取り組み方策等について分野

別に研究し、必要に応じて教員有志による対話集会を開

催し、理解の促進を図ることにしています。

２）教育の質的転換に向けて教育改善に対する教員の受け

止め方を把握するため「私立大学教員の授業改善調査」

を実施、分析、公表しています。

３）人文・社会・自然科学の30分野で高度情報社会を主体

的・自律的に行動できる情報活用能力の到達目標、教育

学習方法、学習成果の評価についてガイドラインを公表

しています。また、分野共通の情報リテラシーの目標、

教育内容・方法のガイドライン、情報専門人材教育の目

標等学士力のガイドライン、分野別情報教育の目標等ガ

イドラインを公表しています。その他、ガイドラインに

基づく実践的な取り組み方策について研究します。

４）大学に共通する情報システムの課題を年次ごとに研究

し、公表しています。（現在は学修ポートフォリオを対

象に研究しています。）

５）高度情報化補助金活用調査による財政支援の提案

２．大学連携、産学連携による教育支援の振興及び推進
１）インターネットによる電子著作物（教育研究コンテン

ツ）の相互利用の仲介・促進を図っています。

２）情報系専門人材分野を対象とした産学連携人材ニーズ

交流会と大学教員の企業現場研修の支援及びICTの重要

性を学生に気づかせる「社会スタディの場」を設定し、

実施しています。

３）ｅラーニングによる教育支援の構想作り

正会員：本協会の目的に賛同して入会した私立の大学、短
期大学を設置する学校法人で、本協会理事会で入会を認め

られたもの。

本協会は、私立の大学、短期大学を設置する学校法人

（正会員）をもって組織していますが、その他に本協会の

事業に賛同して支援いただく関係企業による賛助会員組織

があります。

本協会は、私立の大学・短期大学における教育の質の

向上を図るため、情報通信技術の可能性と限界を踏まえ

て、望ましい教育改善モデルの探求、高度な情報環境の

整備促進、大学連携・産学連携による教育支援の推進、

教職員の職能開発などの事業を通じて、社会の信頼に応

えられる人材育成に寄与することを目的に、平成23年４

月１日に認定された新公益法人の団体です。　

本法人の淵源は、昭和52年に社団法人日本私立大学連

盟、日本私立大学協会、私立大学懇話会の三団体を母体

に創立した私立大学等情報処理教育連絡協議会で、その

後、平成４年に文部省において社団法人私立大学情報教

育協会の設立が許可されました。

正会員は249法人（267大学、87短期大学）となっており、

賛助会員65社が加盟しています（会員数は平成26年12月

１日現在のものです）。会員については本誌の最後に掲載

しています。

３．大学教員の職能開発及び大学教員の表彰
１）情報通信技術を活用したレフリー付きの教育改善の研

究発表

２）教育指導能力開発のための情報通信技術の研究講習

３）教育改革に必要な教育政策及び情報通信技術の活用方

法と対策の探求

４）短期大学教育を強化するための情報通信技術を活用し

た短期大学間による連携等の研究

５）情報セキュリティの危機管理能力の強化を図るセミナー

６）ICTを駆使して業務改善に取り組める職員の能力開発

の研究講習

４．法人の事業に対する理解の普及
１）機関誌「大学教育と情報」の発行とWebによる公表

２）地域別事業報告交流会の実施

５．会員を対象としたその他の事業
１）情報化投資額の費用対効果の解析評価と各大学への

フィードバック

２）「大学間情報交流システム」による教育情報の交流

３）情報通信技術の活用、教育・学修支援、財政援助の

有効活用などの相談・助言

４）大学連携による授業支援、教材共有化、ｅラーニン

グ専門人材の育成、ｅラーニング推進の拠点校に対す

るマネージメント等の協力・支援、「日本オープンオン

ライン教育促進協議会（JMOOC)」への支援

５）報道機関コンテンツの教育への再利用と問題への対応

６）情報通信技術の紹介コンテンツ（ｅポートフォリオ、

電子カルテ等）の収集・閲覧

７）教育改革FD/ICT理事長・学長等会議、教育改革事務

部門管理者会議の開催

８）教職員の知識・理解を拡大するためのビデオ・オン

デマンドの配信
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入会案内



37JUCE Journal 2014年度 No.3

本協会では私立大学における職員の職務能力の

開発・強化を支援するため、主体的な学びを促す

教育環境の工夫等、情報通信技術（ICT）を活用

した大学改革の基盤づくりについて認識を深める

ことを目的として、基礎講習コースと応用コース

の講習会を実施している。

本年度の基礎講習コースは、参加者がICT活用

の可能性や工夫について基礎的な理解を深め、大

学の経営戦略や教育活動の充実に向けて主体的に

取り組む考察力の獲得を目指して、７月16日～
18日の３日間、加盟校・非加盟校合わせて73の

大学・短期大学から139名（昨年度比15％増）の

参加者を集め、静岡県浜松市の浜名湖ロイヤルホ

テルにて開催した。

参加者の内訳としては、所属部門別では、学

事・教務部門が30％、情報センター部門が22％

と、この２部門で過半数を占めるが、学生、総務、

就職、会計経理、企画、人事、図書館、広報、財

務、管財と、大学における業務の全部門に亘って

いる（図１）。在職年数別では３年以下が74％、

また、年齢別では20歳代が80％を占めており、

本講習会を職員の初年次研修に組み込んでいる大

学もあり、ICT系を中心に経験者採用された方々

の参加が多いことも特徴である。また、50歳代

高年齢層の参加者が３％を占めていたことも昨年

度までにはなかった傾向であると言える（図２）。

本講習会は、開会時間前から参加者間にて、積

極的に挨拶や名刺交換が盛んに行われ、講義形式、

グループ討議による研修に加えて、他大学職員と

の交流の場として活用されている。

また、本講習会のねらいを達成するために、全

体研修とグループ討議の２部構成にて実施した。

基礎講習コースのねらい

・ICTの活用が大学の管理運営、教育活動の充実

に果たしている役割を認識する。

・自己の業務の改善や職場における課題解決に、

ICTの活用を考え、提案できるようにする。

1．事前研修

大学を取り巻く環境、社会が大学に求めること、

ICTを活用した学修環境など、Webサイト上のコ

ンテンツや昨年度の本講習会におけるグループ討

議の成果等により、参加にあたり事前に把握いた

だきたい基礎的な情報について、理解を深めた。

それに加えて、自大学の本年度の事業計画書に目

を通すとともに、現場の問題点を捉え、大学改革

及びICT利活用のキーワード等についても、事前

に学習した。

2．全体研修

研修を進めるにあたり必要となる、大学を取り

巻く環境、大学改革や大学教育の質的転換の必要

性、情報通信技術（ICT）活用の意義などについ

て、基礎的知識や情報を提供するとともに、事前

平成26年度 大学職員情報化研究講習会 
（基礎講習コース）開催報告

1
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図１　参加者の所属部門別構成

30%

22%11%

6%

5%

4%

4%

4%

3%

2%

2%

2% 1%

4%

25
48%

26 29
32%

30
17%

40
0%

50
3%

図２　参加者の年齢別構成比



38 JUCE Journal 2014年度 No.3

研修の成果を確認しつつ、課題を共有することに

より、課題に対する理解を深めることができた。

（１）イントロダクション

「研究講習会での学びについて」

説明者：木村　増夫氏（学校法人上智学院理事長
付主幹、大学職員情報化研究講習会運営
委員会委員長）

大学の経営戦略や教育活動の充実に向け、大学

を取り巻く環境や大学教育への社会的要請を踏ま

え、課題解決に向けて大学職員の果たすべき役割

と求められる能力について説明があった。

はじめに、「開催の趣旨、ねらい」について確

認するため、大学を取り巻く環境の変化や、参加

者の基本的な姿勢について説明があった。

文部科学省から平成24年６月５日付で報告の

あった「大学改革実行プラン（社会の変革のエン

ジンとなる大学づくり）」について紹介と、我が

国が直面する課題、将来想定される状況から、我

が国が目指すべき社会や求められる人材像・目指

すべき新しい大学像についての説明があり、激し

く変化する社会における大学の機能の再構築、大

学の機能の再構築のための大学ガバナンスの充

実・強化についての説明が加えられた。

続いて、平成25年６月14日付で閣議決定した

「第２期教育振興基本計画」についても紹介があ

り、教育行政の四つの基本的方向性、１）社会を

行き抜く力の養成、２）未来への飛躍を実現する

人材の育成、３）学びのセーフティネット、４）

絆づくりと活力のあるコミュニティの形成 につ

いて説明があった。

大学職員に求められる能力（職員力）について、

「私立学校法一部改正の概要」「最近の文部科学省

の動向」「学校教育法の改正」「国立大学法人法の

改正」等を資料として、職員一人ひとりが自律的

に取り組み「情報」を収集・分析し、それに基づ

き解決策を考え行動に移す「情報活用能力」と

「実行力」が重要であるとした。

（２）情報提供

事前学修の成果を確認しつつ、解説を加えて課

題を共通し、課題に対する理解を深めた。また、

グループ討議で参考にしていただきたい三つの

ICT活用事例について、次の通り紹介があった。

「ICTの活用と課題」

講師：濱谷　英次氏（武庫川女子大学共通教育部
長、外国語教育推進室長）

大学の業務改革、教育改革におけるICT活用の

現状を紹介し、今後考えるべき情報システム（IR、

ポートフォリオなど）及び支援体制について、武庫

川女子大学における導入事例を交えて解説された。

ICTは、従来までのネットワークやマルチメデ

ィアをはじめとする環境整備ツールから、教育改

革・大学改革のためのツールに変革している。中

央教育審議会等の動向や背景からも、この20年

間で教育の質保証が鋭く問われており、大学の社

会的責任の明確化、自己点検・自己評価（第三者

評価）、組織としてのガバナンス確立が求められ

ている。

ICTの利活用を考えるには、大学としてのポリ

シーに沿っていることが前提であり、そのポリシ

ーの原点には「建学の精神や理念」があることを

再度認識して置く必要がある。これらを受けて、

教育・研究・管理運営の改善や向上に寄与するこ

とが必要とされている。

それには、１）導入目的は何か、２）期待する

成果や効果は何か、３）成果や効果は何をもって

評価するのか、４）責任ある組織体制は確立して

いるのか等、事前の課題分析が重要である。特に、

計画から具体化の過程段階では、ハードウェアや

ソフトウェアの耐用年数後の計画や費用対効果等

についても、視野に入れることが求められる。さ

らには、当該ICT利活用に関わる取り組みの全般

を評価する仕組みを確立し、従来型の「使う」か

ら「使いこなす」ことを忘れてはならない。

「使いこなし」が活用される一事例として、ポ

ートフォリオがあげられている。ポートフォリオ

という言葉は、「自らの持つ様々な情報をひとま

とめにして一覧にできるようにしたもの」といっ

た意味合いで使われていることが多く、大学にお

いては教育の質向上や学修の実質化の議論と関連

して良く用いられている。中央教育審議会答申の

「学士課程教育の構築に向けて（平成20年12月

24日）」において、「学生が、自ら学修成果の達

成状況について整理・点検するとともに、これを

大学が活用し、多面的に評価する仕組み（いわゆ

る学修ポートフォリオ）の導入と活用を検討す

る」、「授業改善に向けた様々な努力や成果を適切

に評価する観点から、教員が教育業績の記録を整

理・活用する仕組み（いわゆるティーチング・ポ

ートフォリオ）の導入・活用を積極的に検討する」

が背景となり、現在特に注目を浴びている。

続いて、課題に関する情報収集・分析を行い、

解決方策を大学に提供するためのツールとして活

用が期待されている大学ポートレートや自己点

事業活動報告
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検・自己評価に必要不可欠とされるIRについて

も、その必要性等についての紹介もあった。

「クラウドコンピューティング入門」

講師：鈴木　浩充氏（東洋大学情報システム部情
報システム課長、大学職員情報化研究講習
会運営委員会委員）

コスト削減や災害対策、人的負担の軽減が求め

られる中、クラウドのメリットや課題、留意点、

利用形態など導入の判断基準を確認するととも

に、東洋大学における事例を通じてクラウド基礎

について解説された。

大学は、教育研究の社会的責任を果たすために

自前で情報システムを整備してきたが、提供する

システム、迅速な対応、セキュリティ、コスト、

人員等の面から最適な情報システムを検討する必

要が生じている。その際、検討すべき選択肢の一

つとして、クラウドサービスの導入が有益である

ことが話題とされている。このサービスは、数多

くの大学で電子メールサービスなどを中心に導入

されており、サーバ等の設備を保有せずに短時間

でシステムの構築ができることや、運用に伴う負

担削減に加えて、新たに大学連携、産学連携など

により教育機能の高度化を可能にするなど、新た

な付加価値の創造が期待されている。

一方、大学情報システムの大きな課題として、

情報の保管場所や管理内容などのセキュリティ面

や、災害時、障害時などに最適な対応がとれるよ

うな備えを準備しておくことが課題となっている。

導入のメリットとして、学修支援、大学での生

活支援などの充実向上、教育、研究、経営機能の

情報環境整備が計画段階から導入まで短期間で行

うことができ、計算・蓄積・ソフト等資源の所有

を最小限に留められることから、情報化投資や運

用経費削減が可能になること、またインターネッ

トを経由して何処からでもアクセスすることがで

きるため、学生や教職員の利便性が向上すること、

大学連携、産学連携、高大連携などに利用するこ

とで、新たな教育機能の付加価値の創出をもたら

すことが可能となり、学内の環境負荷の軽減が図

れること等があげられている。

反面、課題としては、データ保管場所によって

はその国の法律が適用されるため、日本基準の情

報保護と異なるリスクがあり評価基準の整備が急

がれること、障害の生じた際の原因追究が困難で

あり、自ら復旧することができないため、業務に

支障が生じることがあること、過度にクラウドに

依存することで、学内の運用能力や実装能力、事

故対応能力が低下すること、標準化された機能に

限定されるため、教育課程のカリキュラム編成な

どの変化に対応する改編ができないことが多いこ

と、また利用者数、利用時間、利用機能の拡大に

よっては、自前の設備よりコスト高になる可能性

があり、インターネットに障害発生するとシステ

ムが利用できなくなるリスクを考慮しておく必要

があること等がある。

これらの導入のメリットや課題等を念頭に置

き、東洋大学のPCクライアント（教育系・事務

系）構成、プライベートクラウド（学内運用）及

びパブリッククラウド（学外資源）の側面につい

て、導入事例を用いて紹介された。

「事前・事後学修をICTで強化する取り組

み」

講師：高木　功氏（創価大学日本語・日本文化教
育センター長、経済学部教授）

教室外での学修時間の確保と知識理解の定着を

図るための予習・復習をネット上で構築し、学生

の学修行動を支援する取り組みについて、創価大

学における事例について解説された。

自律的、能動的な学修者の育成は、大学教育の

重要な目標の一つである。学生と学生が互いに討

論する機会の意識的な創出と大学カリキュラムへ

の効果的編入は、問題意識の涵養、能動的な学修

姿勢の喚起、コミュニケーション能力、人間関係

形成力の育成に、必須と考えられる。しかし、

「討論（話し合い）」をクラスの中で実施すること

に、特に大規模なクラスにおいては困難である。

LTD（Learning Through Discussion）は、討論の

ための予習、実施のステップと枠組みが体系化さ

れており、参加する学生はスムースに話し合いの

スキルの修得と喜びを感じられるよう工夫されて

いる。LTD法は、演習のような少人数クラスには

もちろん、むしろ大規模クラスには非常に有効な

協同学修法と評価され、あわせて学修支援ポータ

ルサイトを併用することによって、さらに効果的

となる。また、単位の実質化のためには予習・復

習という各学生個人の個別学修時間を確保するこ

とが必要である。

創価大学では、学修支援ポータルシステム

（PLAS）を既に導入しており、このシステムの多

様な機能、例えば、シラバス、レポートボックス、

小テスト、授業アンケート、講義連絡、成績評価

等の管理機能を活用することによって、LTDを含

む講義による成果の確認や改善が可能となってい

る。高木氏の担当科目においても、このPLASを
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活用してほぼ毎回、授業アンケートを取っており、

また、頻繁に授業の前にキーワードを課題として

PLASを通じて課し、調べた課題をPLASのレポー

トボックスに提出させている。アンケートの内容

は同じく、このPLASを講義に活用している。

（３）全体討議

全体討議は、冒頭に30分ほどのミニグループ

討議の時間を設け、グループごとに情報提供に対

する情報交換を行い、その上で情報提供者に対す

る質問事項をまとめ、それに対する回答・補足を

情報提供者から説明をする形で進めた。

グループごとで情報交換することにより質問事

項や疑問点等も共有することができ、活性化した

討議に繋がり、能動的に討議を進めることで、さ

らに理解を深めることができた。

本報告の冒頭に掲げた、本講習会のねらいを再

確認した上で、グループ討議でも念頭に置いて意

見を交わし、成果を持ち帰っていただきたいと全

体討議は締めくくられた。

３．グループ討議

グループ討議では、自らがどのように教育改革

や大学改革に関与すべきか、対話と議論により望

ましい改善案の提言作りを通じて、主体的な考察

力、イノベーションに取り組む姿勢の獲得を目指

した。７〜８名を１グループとして18グループ

に分かれ、討議のサポート役として、３グループ

に１名、研修運営委員を配置した。本年度は、昨

年度とは異なり３グループを１部屋（全６部屋）

に配置することが可能だったため、より密度の濃

い討議ができる環境を用意することができたと言

える。また、「グループ討議『見える化』シート」

により討議のポイント明示することで、限られた

時間内で効率よく、実施的な討議が交わされるよ

う配慮した。参加者に修得していただきたいスキ

ル（能力）について６項目を設定し、３段階の自

己評価により到達度の確認を図った。

（１）課題発見能力
大学が抱える諸問題について、その本質的な課

題を探るため、多様な観点から事象を分析しよう

とする態度を持つ。

（２）創造的思考力
課題解決を図るため、積極的にアイデアや意見

を述べて、創造的な議論を、促そうとする態度を

持つ。

（３）コミュニケーション能力
他のメンバーの意見やアイデアを尊重し、議論

を発展させるためにお互いに協調しようとする態

度を持つ。

（４）スキルを使う姿勢と態度
討議を通じて学んだ成果を認識し、これを常に

磨きながら、自身の大学の教育改善に使おうとす

る態度を持つ。

（５）プレゼンテーション能力
グループでの討議内容を他のグループに分かり

やすく伝えるため、相互に協力しながらスライド

を作成する。

（６）発展的思考力
質疑応答や他グループの発表から、新たな着眼

点や改善点を発見して、それを相互のブラッシュ

アップにつなげようとする態度を持つ。

＜グループ討議の流れ＞

「ステップ１：気づき、発見の時間」
第１部（事前研修、イントロダクション〜全体

討議）より、大学改革の必要性、職員に求められ

る能力、ICT を活用して教育改革及び業務改革に

関与することの重要性と主体的な取り組み姿勢に

ついて、各自がどのような“気づき”を得ること

ができたか、グループ内で発表し、共有した。

「ステップ２：討議と成果のまとめ」
大学改革や主体的な学修環境を構築するにあた

り、職員各自が果たすべき役割や、それを実現す

る手段としてICT を活用する意義、重要性につい

て確認、共有し、教育活動や大学の管理運営のイ

ノベーションの実現に向けてICT を活用した望ま

しい改善策の構想作り等について、以下のステッ

プを踏んで議論を行った。

１）テーマ設定

２）問題点の深堀り

３）解決策の検討

４）討議結果のまとめ

５）発表準備

「ステップ３：発表会と意見交換」
グループ討議の成果発表、グループ間での相互

評価、意見交換を行った。

「ステップ４：省察（アンケート記入）」
グループ討議、発表会・意見交換会を踏まえて、

各自、省察を行った。

グループ討議の進捗や成果は、それぞれのグル

ープにより異なるが、その一部を以下に紹介する。

事業活動報告
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「守破離（しゅはり）～個性ある学生を育てるた
めに～」
守破離は、日本での茶道、武道、芸術等におけ

る師弟関係のあり方の一つである。日本の文化が

発展、進化してきた創造的な過程のベースとなっ

ている思想でもある。

まずは師匠に言われたこと、型を「守る」とこ

ろから修行が始まる。その後、その型を自分と照

らし合わせて研究することにより、自分に合った、

より良いと思われる型をつくることにより既存の

型を「破る」。

最終的には師匠の型、そして自分自身が造り出

した型の上に立脚した個人は、自分自身と技につ

いてよく理解しているため、型から自由になり、

型から「離れて」自在になることができる。

以上をまとめると、

「守」：指導者の教えを忠実に守り、聞き、模倣

する段階（イミテーション）

「破」：指導者の教えを守るだけでなく、自分の

考えや工夫を模索し、試みる段階（シュ

ミレーション）

「離」：指導者から離れ、自分自身の方を作る段

階（イノベーション）

この思想を学生の成長モデルと照らし合わせ

て、個性ある学生を育成するための提案がなされ

た。提案内容には、コミュニケーション力を確保

するための方策、電子ポートフォリオや e-

Learning等のICT活用が盛り込まれており、また

ICT活用だけでなく、運用で対応できること等に

ついても、積極的に討議された。

４．まとめ

本年度の基礎講習コースは、全体研修では大学

を取り巻く環境、ICTを活用した大学改革や大学

教育の質的転換の重要性、クラウドコンピューテ

ィング及び授業改善の一方策などに関する情報提

供がなされた。また、グループ討議では、参加者

自らが大学改革の課題を発見し、その解決につい

て討議し、大学のイノベーションの提案、ICTの

活用についてまとめた。「大学の役割」について

論じた結果として、「次代を担う人材育成」が全

グループの共通の見解であった。

具体的な改善の対象としては、学生支援を扱う

グループと、授業改善や教育の仕組みに対する改

善といった、教員、大学へのアプローチについて

議論したグループに分かれた。

研修という限られた時間の中で、すべての課題

を網羅することができた訳ではないが、様々な大

学の、様々な部門の職員が集まり、多角的視点か

ら大学改革に関する議論がなされたものと推察し

ている。

研修終了後、討議のまとめと発表内容をもとに、

グループとしてのレポートと発表スライドを提出

いただいた。限られた時間の中では議論を尽くせ

なかったこと、相互評価や質疑応答から気づいた

こと、発表までにはまとめきれなかった部分等に

ついて、電子メール等による討議により洗練度が

上げられており、合宿研修の成果を職場に戻って

振り返り、改めて報告書としてまとめることで、

成果をより着実に自身のものにされた方も多いと

思われる。

事後のアンケート結果から、入職から日の浅い

者にとっては情報提供の内容や課題が難しかった

とのコメントも見受けられたが、問題に気づき・

発見し、課題を洗い出し、解決策を考えるという

日常では経験できない研修は、大学職員として一

段の飛躍につながり、日常業務でも実践していき

たいという前向きなコメントも寄せられていた。

また、同アンケート結果には、スケジュール設

定や運営体制側への要望や改善事項等も寄せられ

おり、今後より良い運営体制で講習を進めるため、

運営委員会等で問題を整理し、改善を図ることに

した。

２泊３日の研修の場でできることは限られてい

るが、研修で得たことを各自が実践し、自大学内

に広めることで、自己と大学全体の職員力の向上

に繋げていただければと願っている。

文責：大学職員情報化研究講習会運営委員会

図３　グループ討議発表スライド（抜粋）

事業活動報告



42 JUCE Journal 2014年度 No.3

大学、短期大学には、「教育」、「研究」、「組織運

営」という三つの柱があり、それぞれにおいてIT環

境の情報セキュリティという観点では、「信頼性の

高いインフラの提供」、「情報資産の保護」、「安全

性・継続性のある運用体制の醸成」が重要である。

その一方で、大学の教育・研究現場でも不正アク

セス事件や情報流出事件が繰り返し発生していると

いう現状である。さらには、今年度はオンラインバ

ンクにおける不正送金問題が社会問題となり、今後

は大学の法人部門もその大きなリスクに晒されてい

くことになる。また、特に大学では近い将来想定さ

れる大規模災害などのリスクへの対応が難しく進ん

でいない点も看過できない。

上記の現状を受け、本協会では、情報セキュリテ

ィの危機管理能力の強化を目指して、標的型攻撃な

どのサイバー攻撃全般への対策と、情報資産の保全

及び業務継続に向けたガバナンス強化の指針を提示

する講習会を8月19（火）〜8月20日（水）に東海

大学高輪キャンパスで開催した。本協会の加盟・非

加盟の大学・短期大学から参加を募集し、58名

（43大学）の参加があった。

本講習会では、全体会としてセキュリティ専門家

による講演会、および演習としてディスカッション

や技術実習を行うコースを設けた。

さらに、最終セッションでは、新たに、全受講者

が共同でインシデント対応を行う演習を設置して、

大学としての総合的な対応方法について理解を深め

た。

全体会は、「サイバー攻撃の最新傾向とその対策」

を主眼に据えた構成とした。そのアプローチとして

は、標的型攻撃を中心とした最新のサイバー攻撃パ

ターンの理解、サイバー攻撃防御のための組織内啓

蒙活動の実務的側面、さらに、標的型攻撃の事例収

集から判明した攻撃側の戦術を示すことにした。

まず、第一の最新のサイバー攻撃の類型の理解に

ついては、高倉弘喜氏（名古屋大学教授）より

「サイバー攻撃の脅威と最新攻撃パターン」と題し

て講演いただいた。

この講演では、サイバー攻撃として標的型攻撃に

注目し、その脅威がマルウェアの組織内拡散による

情報漏洩および情報データ破壊にあることが説明さ

れた。続いて、その防御対策としては、海外でも

「インシデント分析」のみならず「インシデントの

封じ込め」が重要視される方向性であることが報告

された。封じ込めの実現には、攻撃を受けにくいネ

ットワークの構築を目的に、細かいVLANの設定と

監視が必須であり、将来的にはネットワークの自動

設計へと進むべき指針が示された。

また、昨今、私立大学でも活用の広がっているク

ラウドに対しては、監視ポイントを一つに絞ること

ができるネットワークの設計が留意点になることが

示された。その上で、仮想環境でファイル・ディレ

クトリの世代別保存を行うスナップショット機能を

有効活用して、迅速な復旧や侵入者ツールのrootkit

などの監視・影響排除につなげることが防御対策の

要になることを主張された。

さらに、最新の危機として、様々な機器がネット

ワークに接続されていることに注意喚起がなされ

た。具体的には、インターネットに接続された複合

機を経由した機密情報データの漏洩や大学を含むビ

ル設備制御システムの脆弱性情報がインターネット

公開されている問題について紹介された。

最後に、これらの脅威に効果的な対応をするため

には、新たな大学間連携の枠組みとして、SINETを

活用した監視体制の設置、および大学CSIRT（イン

シデント調査対応組織）や運用委託企業との連携が

必要であろうとの展望を述べて講演は終了した。

次に、「メールの添付ファイルによる攻撃の防御

訓練を実践している広島県庁の事例」と題して、サ

イバー攻撃防御のための組織内啓蒙活動の実務的側

面について、広島県庁総務局の西田寛史氏から事例

を紹介いただいた。広島県庁では４月に標的型攻撃

を受けたが、幸い重大事には至らなかった。しかし、

平成26年度 大学情報セキュリティ研究講習会
開催報告

2

２．全体会

１．概要
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る様が生々しく報告された。また、一度でも標的型

攻撃メールに返信する会社があった場合、その後暫

くしてその会社の属している業界全体にも同様の攻

撃がなされることも判明した。

つまり、現段階では、攻撃者側も単なる自動的な

メール送信だけではなく、返信メールに対応する人

的資源まで配置しており、ターゲットにしている業

界内に取りこぼしのないよう広範に継続的な攻撃を

仕掛けてきていることが判明したのである。

本講演により、大学でも標的型攻撃メールを含め

サイバー攻撃情報の共有体制の確立が必要となるこ

とが示唆された。

本コースでは、標的型攻撃等発生時のインシデン

ト対応について、組織として対応するための技術と

管理の体制において、技術担当者には、関係する技

術および最新の動向等を講義および実習を交えて行

い、管理責任者に状況等を的確に報告できるよう素

養を習得することを目的とした。

はじめに標的型攻撃の手法、マルウェア感染の痕

跡調査の解説および実習を行い、その後最新の技術

によるマルウェアの監視、マルウェア諜報活動によ

る内部拡散防御に向けたネットワーク設計について

習得する。そして、総合演習では、マネージメント

コースの管理責任者とともにインシデント発生時の

対応を机上で模擬した。

さらに、本コース２日間の概要について、標的型

攻撃の現状とその確認を含め大学としての脅威、事

故発生時に「被害を最小限に抑える」ための体制の

必要性等の意識付けを行った。

（１）典型的な標的型攻撃手法の紹介と実習
標的型攻撃の流れ（７段階）のうち、

３段階目：初期潜入、

４段階目：侵入後の基盤整備、

５段階目：内部侵入調査

に焦点を絞って演習を行った。

具体的には、

・初期潜入におけるマルウェア感染のメカニズムの

解説と実際のマルウェアを用いた感染体験

・侵入後の基盤整備で使用される遠隔操作ツール

（RAT）を仮想環境上の攻撃端末と感染端末間に

構築し、操作する実習

・内部侵入調査で頻繁に悪用される、パスワード認

証を迂回するハッキングテクニック「Pass the

これを重く見た広島県庁総務局では情報システム全

体のセキュリティ改善のみならず、人的セキュリテ

ィ向上のための対策に乗り出した。具体的には、標

的型攻撃メールを模した訓練メール配信の実施であ

る。この取り組みみの優れた点は、運用SEやサポー

トダイヤルの契約の範囲内で独自に訓練メール送信

やその開封者調査・分析を行っている点である。

講演では、実際の訓練メールの形式や開封率、お

よび訓練継続による効果について具体的に提示さ

れ、受講者にも大変好評であった。また、各種研修

での啓発内容についても開示され、メールの題名、

発信者、アドレス、発信時間といった標的型攻撃メ

ールを見分ける基本的な着眼点とその対処方法につ

いて共有されていることが発表された。

セキュリティ対策として、セキュリティポリシー

（基本方針）の策定やセキュリティプロシージャ

（手順）の配布はある程度徹底されているが、今回

の講演内容のような訓練の実施は、全国的に見ても

珍しいと思われる。私立大学でのセキュリティ向上

のための手法として大変参考になる講演であった。

最後に、「標的型攻撃への具体的な対処法を考察

するための組織連携による情報共有」と題して、標

的型攻撃の事例収集から判明した攻撃側の戦術につ

いて、独立行政法人情報処理推進機構（以下、IPA）

の松坂志氏から講演いただいた。松坂氏は、官民連

携によるサーバー攻撃に関する情報共有の取り組み

「Initiative for Cyber Security Information sharing

Partnership of Japan」（以下、J-CSIPと表記）を推進

している。

今回は、J-CSIPの参加企業の標的型攻撃メール情

報を全て時系列に並べ、その状態遷移を俯瞰して検

証することにより浮かび上がってきた攻撃者の実態

について説明された。関連資料は、下記のURLに掲

載されている。

・サイバー情報共有イニシアティブ（J-CSIP）

2013年度活動レポート

〜「やり取り型」攻撃に関する分析情報の共有事

例〜

http://www.ipa.go.jp/files/000039231.pdf 

・「やり取り型」攻撃に関する分析図

http://www.ipa.go.jp/files/000039233.pdf

今回の講演では、攻撃者は初め偵察用のメールを

送信してきており、その偽装内容が徐々に真に迫っ

ていくとともに、返信を行うとその返信内容に即し

た対応、すなわち「やりとり型」の攻撃を行ってく

事業活動報告

３．テクニカルコース
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Hash攻撃」の解説と実習

を行った。

また、通常ネットワークに接続されていない端末

等環境へのマルウェア感染の手法としてUSBデバイ

スでのショートカットを悪用した手口の実習も行わ

れ、攻撃の容易さと脅威を実感することができた。

（２）標的型攻撃の最新傾向と痕跡調査
セキュリティ調査会社の専門家に、標的型攻撃の

最新傾向と実際に感染した端末での痕跡調査方法の

解説いただき、実習も担当いただいた。

標的型攻撃は、攻撃対象・目的が明確になってい

る。この攻撃のために作成されるマルウェア、およ

び隠蔽処理が行われるため、ウイルス対策ソフトで

の検知が難しい。

最初のメールにマルウェアを添付するものではな

く、繰り返しの送受信メールから標的ユーザへの安

心感や先入観を巧妙に利用する。また、攻撃から情

報搾取の目的達成まで長い時間をかける。このため

同一業者単位等でのインシデント詳細情報の共有体

制が必要であることも理解された。

実際の痕跡調査の実習としては、感染端末のハー

ドディスクイメージの取得、アクセスインデックス

のPFファイルによる実行ファイルの特定、感染端末

のメモリ上プロセスのチェックなどを行った。

（３）標的型攻撃に強いネットワークの設計
入口対策も重要であるが、これをすり抜け内部端

末に侵入するマルウェアがあることを前提とした出

口対策および内部拡散防止対策が必要である。

ここでは、IPAが提供している「標的型メール攻

撃対策に向けたシステム設計ガイド」に基づき、内

部ネットワークの監視強化と防衛遮断策の解説を行

い、さらにその知識を応用して、攻撃別の具体的対

策をまとめたマトリックスシートを作成すること

で、標的型攻撃に強いネットワークの設計を行っ

た。

（４）標的型攻撃に強いネットワークソリューショ
ン

マルウェアの感染経路、感染後の調査、復旧、対

策のための証跡機能を持ったソリューションいつい

て、賛助会員の企業より紹介いただいた。

ウイルス対策ソフトは、既知ウイルスに対し感染

を防御することができるが、脆弱性を修復すること

はできない。

感染した端末のフォレンジック（証拠保全）は、

専門家の高い技術が必要とされる。しかし、本ソリ

ューションは、各種ファイルを改変確認技術である

ハッシュ値の計算を行って記録し、マルウェアの感

染・活動について時間を遡って検出した上で、感染

原因の情報を可視化、さらには感染方法を特定して

再感染を防止する。また、通信記録をもとに拡散状

況を可視化し、内部拡散の防止対策に活用できる機

能等が実習を交え、紹介された。

本コースでは、大学の教育・研究・経営に関する

情報資産を守り、大学の事業を継続していくために

情報セキュリティをマネジメントという観点から捉

え、災害時における大学の業務の復旧及び継続を実

現するための大学間や地域での連携の在り方と、大

学におけるインシデント情報共有の活用方法と連携

体制の仕組みづくりをテーマに取り上げた。

講習では、災害時等を想定した大学の情報基盤運

用の業務復旧・継続を実現するための対策・体制、

私立大学間における情報セキュリティに関するイン

シデント情報共有の仕組みづくりについて講演、情

報提供及びグループ討議を通して検討し、大学間で

の連携、情報共有の必要性・有効性を確認し、それ

らの体制構築への取り組みが重要となっていること

を共有した。また、講演では、インターネット・バ

ンキング攻撃を取り上げ、急速に被害が拡大してお

り、もはや大学の法人部門も大きな脅威に晒されつ

つあることを確認した。

講習を通して、情報セキュリティの対応・対策に

おいて、今後、大学間でさまざまな分野での連携･

協力体制の構築がより一層求められることを共有す

る講習となった。

コースには23名が参加し、所属は約８割が情報シ

ステム部門であり、他には教務部門、法人部門、教

員等であった。役職は、管理職もしくは教員が約７

割以上を占めた。

（１）災害など非常時における情報基盤運用の業務
継続性に関する検討

情報セキュリティ対応の基本として、情報漏洩事

故対応や個人情報保護法の知識などを交えて情報紛

失及び情報断絶のリスク分析と大学の業務継続の条

件や対策について情報提供した。また、大学間連携

による情報基盤BCPの実現として、情報システム基

盤運用における大学間連携の事例から大学間での相

互協力の条件などについて情報提供を行った。

事業活動報告

４．マネージメントコース
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グループ討議では、各大学における情報管理の体

制がどうなっているのかを意見交換し、短期間で大

学の事業復旧・継続を実現するための体制や対策に

ついて、検討を行った。グループ討議の成果は模造

紙にまとめ、掲示し、グループ間の共通点や相違点

などを確認し、共有した。

（２）サイバー攻撃を含むインシデント情報の紹介
及び情報共有の活用と連携体制の検討

一般社団法人全国銀行協会からインターネット･

バンキングへの攻撃手口と考えられる対応策、全国

銀行協会でのインシデント情報の共有に関する取り

組みについて講演をいただき、教育・研究部門のみ

ならず、財務部門等の法人部門においても身近なと

ころで情報セキュリティに関する攻撃の危機に晒さ

れていることを認識するとともに、インシデント情

報の共有に向けた取り組みの必要性を共有した。

また、情報セキュリティ研究講習会運営委員会で

の大学インシデントを共有する取り組みの中間報告

として、私立大学を中心に大学で起きたインシデン

ト情報を共有し、対策の参考及びガバナンスへの危

機意識醸成の素材することを目的とする仕組みづく

りの提案に向けた情報提供を行った。

これらの講演及び情報提供を受けて、大学間でイ

ンシデント情報を共有するために求められる条件、

仕組み及び体制について、ワールド・カフェ手法に

よるグループ討議で「どうしたらできるか」を検討

した。大学間でのインシデント情報共有体制の必要

性・有効性を共有するとともに、そのためには先ず

学内での情報共有から実現していくことが重要であ

るとの意見が多くうかがえた。

（３）まとめ
今回の研究講習会では、講習日程が２日間となり、

マネジメントコースでは情報セキュリティに関して

「業務継続への連携対応」と「インシデント情報共

有」という二つのテーマを取り上げることができた。

このテーマは共に情報セキュリティ研究講習会運営

委員会で今年度から調査・取りまとめの取り組みを

行っており、中間報告ではあるが、その成果を反映

させることができた。

グループ討議では、時間が短いとの意見もあった

が、ワールド･カフェ方式を取り入れるなどで、よ

り多くの受講者と討論し、情報を共有できる機会を

提供することができた。今回、大学間での連携・情

報共有の実現に向けて、先ず各大学内での連携・情

報共有に早急に取り組む必要があることを共有でき

たことは今後に向けての成果と考える。

また、大学における情報セキュリティに関しては、

従来、教育・研究分野に視点が向く傾向にあったが、

インターネット・バンキングへの攻撃を取り上げる

ことで法人部門においても大きな脅威になっている

ことの啓蒙にもつなげることができた。しかしなが

ら、法人部門からの受講者数を増やすことにはつな

がらず、今後、研究講習会の周知や開催時期などを

含めて検討していく必要がある。

２日間の講習の仕上げとして、テクニカルとマネ

ジメントの受講者と合同でインシデントの机上模擬

対応演習を行った。総合研修は、両コースの枠を越

えた今年度の新たな取り組みであった。

具体的には、技術担当者と管理責任者に役割を分

け、例題標的型攻撃のストーリを題材に「検知・初

期対応」フェーズで行う「想定被害のリストアップ」、

「初期対応の準備と対応」、さらに対応内容の検証を

グループディスカッション形式で実施した。目標と

しては、グループ別の情報セキュリティ事故最終報

告書の作成とした。

これにより、情報セキュリティに関わる技術担当

者、管理責任者それぞれ双方の役割や動きを共有す

ることができ、万一に備えた卓上演習という新たな

取り組みとして成果があった。

また、グループワークによって、両コースの受講

者間で交流が図れたことも成果として挙げられる。

一方、想定の一つではあったが、ディスカッショ

ン時間の短さを指摘する内容が多く、時間配分など

の課題もみえ、改善していく余地を残した。

今後も、テクニカルとマネジメントの両コースで

情報セキュリティに関する対応を一丸となって進め

ていくことは、実際に行われる対応環境に即してお

り、研究講習会の効果をより高めることにつながる

と考える。

最後に、ここ数年講習会参加者の減少が続いてお

り、講義中心ではなく、実習・体験を中心とした内

容、およびその内容をわかりやく表現した案内等を

今後の課題としたい。

文責：情報セキュリティ研究講習会運営委員会

事業活動報告
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を体験することができるようにした。その結果、

中級中国語を引き続き学ぶ学生や中国への留学を

希望する学生が格段に増加傾向にある。

A-3　Moodleを用いた事後学修を伴うスペ
イン語初級授業について

東海大学　結城　健太郎

第二外国語学習においては十分な事後学修を行

わず、教育目標を達成することが困難であった。

教員も授業外での学修状況を把握することが難し

く改善にも障害があった。そのため、授業準拠の

ｅラーニング教材を開発・使用して、学修時間の

確保と学修状況と成績分析による指導改善を図っ

た。教科書に準拠したスペイン語ｅラーニング教

材を開発してMoodle上で事後学修での使用を指

示し、教員は利用記録をもとに指導を行った。そ

の結果、事後学修時間は増加し学修効果が得られ

ている。

A-4　e-Learningシステムを利用した初修
外国語教育（独・仏・中）の成果と展開　

日本大学　柳　武司

平成20年度にカリキュラム改訂が行われた際、

外国語科目として英語科目のみが必修化され、初

修外国語科目は選択科目となった。履修者数が激

減して多様な異文化に接する手段や能力、興味も

失われてしまうことが懸念された。語学教育の実

質化を図るため各言語でe-Learningシステムを構

築し、外部機関による認証を得てその実質化を示

すこととした。その結果、基本的な語彙の定着と

リスニング能力の向上が認められ、外部試験合格

者も増加している。

A-5　Moodleを用いた反転型個別化日本語
教育の試み

東京理科大学　平澤　洋一

プレースメントテストにより多様なレベルの留

学生が混在し、かつ受講目的に大差があることが

判明したので、反転型個別化授業に変更して学習

集団ごとの目標値の設定と教材補完を行った。１）

聴解・発音面の基礎能力を養う集団、２）文法・

語彙力のレベルアップをはかる集団、３）大学院

平成26年度 ICT利用による教育改善研究発表会  
開催報告

本発表会は、全国の国公私立大学・短期大学教

員を対象に、教育改善のためのICT活用によるFD

活動の振興普及を促進・奨励し、その成果の公表

を通じて大学教育の質的向上をはかることを目的

としている。今年度は平成26年８月８日（金）

に東京理科大学（森戸記念館）において開催した。

一般参加者は112名（65大学、７短大、賛助会員

１社）で、発表会は第１次選考も兼ねて46件の

研究発表が行われた。当日の発表内容は以下の通

りである。

その後、第２次選考を10月４日（土）に実施

し、11月25日（火）の本協会の第11回臨時総会

冒頭に表彰式を行った（詳細は次号に掲載）。

※以下の発表者名は発表代表者のみ掲載。

Ａグループ

A-1　英語集中コースにおけるCriterion
（自動採点・分析ソフト）の効果的な活
用方法　

甲南大学　津田　信男　　　　　　　　　　　

英語の集中学修を通じた留学するための語学力

アップを目的として、「留学のための英語集中コ

ース」を設置した。ライティングセクションの

Independent Essayでスコアが４程度になるように

目標設定した。Criterionの活用による迅速な評価

とコメントを行い、ビデオやスピーキングなどの

方法も活用して学習者にインプットさせ、ライテ

ィング力の向上をはかり効果を上げている。

A-2　中国語文法をドラスティックにデザイン
するICT利用による体験型音楽語学教
材の開発とその教育効果　

長崎外国語大学　山田　留里子

中国語教育を双方向的授業にすることを目指

し、文法知識の理解を楽しみながら深めることに

よって、語学力・コミュニケーション力・人間力

を高めることを目標とした。事前事後学修として

音楽CDを配布してリズム感のある中国語の発音

を五感でとらえる準備を行い、教室ではWeb黒板

やPPTの利用によって、ライブ的学習環境で学び
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ら脱皮して「教員と全受講生全員参加型講義、協

働学修」を実現している。

A-10   地域と連携したICTを導入した実習授
業への展開　

実践女子短期大学　白尾　美佳　　　　　　　　　　　

地域のNPOが運営するホームページのサイトで

公開されている保育所、学校等の給食を教材とし

て利用した。学生はサイトの情報から食品栄養学

的特徴を理解し、自分の意見等を当該サイトに書

き込む。これによって、学生は子どもの栄養や食

事に関する知識を広げることができ、また献立作

成能力も向上させることができている。

A-11   タブレット端末および電子ホワイト
ボードを活用した器械運動　

東京学芸大学　水島　宏一

体育実技学修にICTを導入・活用して、学生の

主体的・積極的学修の促進を目指した。運動を覚

える際には、視覚を介して運動の形、スピード、

流れなど体を動かすために必要な情報を収集する

ことが重要になる。学生の実技をICTによって情

報化し、それを教材として使用することによって、

学修効果が格段に上がっている。

A-12  発表辞退

A-13   ICT利用による授業時間外教育サポー
トの成果と今後の課題　

立教大学　三田　知実

「社会調査演習」と「応用調査実習」の授業に

おいて、対面のコミュニケーションを必要とする

議論と解説に極力特化し、学生の課題提出、課題

へのコメント、報告書・論文執筆の添削、論文の

執筆技法などは大学の授業支援システムを用いて

授業時間外に行うようにした結果、実践的な研究

指導ができ、大きな成果が得られている。

A-14   発表辞退

A-15   学生のスマートフォン利用を前提と
した双方向重視の講義の有効性に関す
る研究

東海大学　小泉　眞人

大規模クラスによる双方向型講義実現を目指

し、１）積極的に講義に参加させ、２）講義のラ

イブ感覚を高め、３）講義中学生の理解度などを

リアルタイムに把握するという三つの目標を達成

するため、スマートフォン向けサービスを開発し

「広報広告論」の授業で活用したところ、学生た

進学希望者群に分け、それぞれ別のMoodle教材

を用い、画像・映像・音声を多用して並行・個別

化授業を実施した。漢字圏の中上級レベルの学生

については当初目標を達成できた。

A-6　韓国語学修における相互交流講義の実践
別府大学　西村　靖史

韓国文化や社会に対する興味を喚起することに

よって、韓国語学修の活性化を行った。授業内に

インターネットビデオ会議システムを利用して、

韓国の大学で日本語を学修する学生と相互にテキ

ストの内容を利用する学修を行い、自己紹介や学

生生活、地域の紹介などを相手の言語で行った。

その後、研修旅行として韓国を訪問し、実際に同

じ授業を経験した学生と直接会って韓国内でグル

ープ活動を行った。その結果、ICTの利用による

相互交流授業により、効果的な経験や関心を与え

ることができている。

A-7　e-mailとテレビ会議システムを利用した
長期英語圏留学における生活及び学習
支援授業の実践　

同志社女子大学　飯田　毅

ICTを利用して留学中の学生指導を行ったとこ

ろ、海外の留学先で学修・生活する学生に対して

きめ細かい指導ができるようになり、その結果、

学生は安心して学業に専念できた。留学期間にテ

レビ会議システムを使って、中間発表を実施して

いる。

A-8　LTD（話し合い学習）の活用と双方向授業
の展開による読解力・解釈力向上の試み

創価大学　山中　正樹　　　　　　　　　　　

伝統的な文学教育の授業は、概ね教授者が一方

的に作品の解説を行うものがほとんどであった。

そこで、話し合い学習の活動を有効に機能させる

ために、事前学習の徹底と受講生自身の参加態度

及び学びの「振り返り」においてICTを活用した。

特に、学内ポータルサイトを利用して授業後に各

グループでの討議の内容を共有化することによっ

て、さらに発展的な学習が実践可能になっている。

A-9   音楽系大学通信教育におけるICTを活用
した視点拡大型自己探究コロキウム導入
による学習効果　

大阪芸術大学　泉川　秀文

自宅学習とスクーリングから成る授業におい

て、ICTを活用した「音楽DBコロキウム」（討

論・意見交換会）をスクーリングに導入した。こ

れにより、従来の「一方向型講義、個人学修」か
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B-4 自発的能動学習を涵養するためのブレ
ンディド・ラーニング

近畿大学　木村　隆良　　　　　　　　　　　

理学科化学コースにおいて、化学を物理数学的

な論理視点で学ばせるために新たな自発的能動学

習の手法を展開した。予習・復習を促すための学

習管理システム（LMS）、復習用のビデオオンデ

マンド等のICT活用に加え、グループ学習を個別

対応型とするためには、既習済みの上級生をファ

シリテータとして育成することの重要性を確認し

ている。

B-5 医用工学における音と振動を利用した双
方向授業の試み

埼玉医科大学　田邊　一郎　　　　　　　　　　　

講義では理解が難しいため試験の成績が悪く、

学生の評価も良くなかった医療技術系学部の医用

音響工学に、授業方法としてMITのLewinの手法、

教材にムービークリップを導入し、興味深い事例

の提示からその基礎的内容まで、能動学習に重点

を置いて遡及させるアウトカムベースの学習法の

導入を試み、学習効果を高めている。

B-6 薬学部におけるPBLを用いた症例提示
による薬物治療の習得と医療従事者と
しての倫理観の醸成　

日本大学　鈴木　孝

薬学部における臨床実習前の科目「医薬品の開

発と生産」及び「テーラーメイド薬物治療を目指

して」にスモールグループディスカッションと、

LMSを導入し、症例や関連資料の提示と討論中心

の授業形態による事前の能動学修推進効果に加え

て、LMSの特性を活かした学習成果の開示や振り

返りを可能としている。

B-7 小児科講義におけるクリッカー（レスポ
ンスカード）を利用したTBLの実際　

近畿大学　杉本　圭相

医学部4年生の臨床前教育（小児科講義）に

TBLを導入し、レスポンスアナライザーを活用し

て能動学習にもとづいた授業を実践した。さらに、

その成果にもとづいて「ディスカッションしやす

い環境設定と雰囲気作り」、及び「年ごとに変化

する学生のキャラクターや全体の雰囲気を考慮し

た講義形態の選択」の重要性を指摘している。

B-8 初年次におけるICTを用いた学生主体の
学習体制への取り組み

日本大学　三澤　麻衣子

歯学部第１学年後期の「医療史」に、学生が自

ちの集中力が伸び高い教育効果が得られている。

A-16   統計基礎学修のためのブレンディッド
ラーニングの取り組み

青山学院大学　小泉　大城

ICT を援用した統計基礎学修の質向上を目指し

た取り組みとして、LMSでの予習と授業終了後の

復習、教員によるスライドを用いた演習室での対

面式講義、表計算ソフトによる実習を組み合わせ

たブレンディッドラーニングを行った結果、記述

統計学と推測統計学の両方を体験的に学ぶことが

でき、学習意欲が相対的に高い様子がうかがえる。

Ｂグループ

B-1　Webアンケートシステムを用いた授業
支援と効果測定について

日本大学　戸塚　英臣　　　　

物理学科の１、２年生向け工学基礎数学の授業

支援システムを携帯端末からも利用可能とし、定

期的な小テストを受験させ、問題の正答率の向上

への影響を検証した。小テスト受験者と非受験者

の正答率の差を検定したが、問題の性質に依存す

る面があり、必ずしもこのシステムの利用が正答

率の違いの要因として結論づけられないと思われる。

B-2 ICT利用の授業外学習と参加者間の相互
作用を重視した文系向け物理学授業の
試み

立教大学　栗田　和好

文系学部学生向けの物理学入門を従来とは異な

る取り組みにより活性化しようと試みた。知識伝

達をWeb宿題で予習させ、授業中はプレゼン、フ

ィードバックを90分間に３～４回繰り返す方法
とした。苦手意識を持っていた学生から物理学を

楽しむことができたとのコメントがあり、試みが

活性化の第一歩につながった感触を得られている。

B-3 全学統一のｅラーニング環境による教育
改善　
静岡理工科大学　ジェンキンズ　アダム

学内に個別のｅラーニングシステムが複数存在

することの不便さを解消するために、Moodleベ

ースの一元化システムを導入し、利用の抵抗感を

少なくするためのヘルプデスクを設置し、全学生

が利用するまでになった。教員は３分の１の90

名が授業に利用しており、教育環境の改善の出発

点となっている。

事業活動報告
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様をビデオオンデマンドで配信することで振り返

り学習に有効であることを示している。

B-13    グループウェアによる実践的なプロ
ジェクト管理を適用した組込み分野
の教育プログラム

福岡工業大学　松原　裕之

応用能力、デザイン能力、論理的な思考と記述

能力、プレゼンテーション能力を身につけること

を目的とした「情報処理工学実験」において、

「メーカの開発プロセス」を適用した組込み分野

の学生実験を実施し、開発プロセスマネジメント

にグループウェア等のICTを活用したことによっ

て教育効果が得られている。

B-14    学修成果の蓄積とパフォーマンス評価
を実現した学修システム群の構築　

大手前大学　芦原　直哉

知識偏重教育から自律的な能力開発型教育への

転換を目指し、３つの基盤能力と10のコンピテ

ンシーによる能力体系を構築し、全学的なLMSと

ｅポートフォリオを開発・導入した。これらの現

状認識と成長を確認する４年間蓄積型の授業支援

の仕組みと、学生・教員・外部の教育ボランティ

アによる評価モデルを確立している。

B-15    提出課題管理ソフトとコピペ判定ソフ
トの組み合わせによるレポート・卒業
論文等の指導　

近畿大学　浜田　太郎

「国際法 II」の授業において、提出されたレポ

ート相互間のコピペ判定を行い、講義で講評を加

えることで、他人のレポート・教科書の丸写しや

丸暗記でなく、能動的に意味を考えながらレポー

トを作成することが法的分析能力の向上に不可欠

な学修方法であるという認識を学生に持たせてい

る。

B-16    データベース演習における演習支援
システムの開発と適用　

近畿大学　大木　優

データベース演習において学生が自分の力で問

題を解くような演習環境を構築するため、外部か

らコピーできないエディタと、キー入力の文字数

評価により受講態度を推定するソフトウェアを開

発し導入したところ、４年間の筆記試験の平均点

が上がり、低い得点の学生が減っていることが確

認できている。

B-17  発表辞退
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主的に課題に取り組む意欲を向上させるための方

略として、タブレット端末とWebサイトを活用し

た「学生が授業後すぐに学んだことを自主的に探

求する姿勢を、即座に教員が評価できる環境」を

構築し、復習・授業内容の振り返りの促進によっ

て到達度を向上させている。

B-9 知識型学習内容（患者問題解決能力）に
おける ICTを活用したPBL,TBL形式教
育の効果　

近畿大学　小竹　武

薬学部5学年の実務実習事前学習において臨床

薬学学習用電子教材を用いたユビキタス学習環境

及びPBL/TBLを組み合わせ、患者病態の理解及

び適切な薬物療法の提案能力の獲得を図った。そ

の結果、講義形式の授業であっても実習に類似し

た教育効果を期待できる可能性を示唆している。

B-10    成績不振学生の基礎知識を補強する
ための自己学習支援システムの構築
とその活用　

名城大学　飯田　耕太郎

薬学部の5学年の実務実習期間における実習時

間以外について、成績不振学生の多い傾向がある

学術コースの学生に対してｅラーニングを主体と

した基礎領域の補強学習を11週間実施した。こ

の試みによって、成績不振学生の学力の底上が実

現したことを示す結果が得られている。

B-11   アクティブラーニングにおける学習効果
の視覚化と教育改善への取り組み

北海道医療大学　二瓶　裕之

薬学部5学年実務実習の振り返りシート記載の

テキストマイニングによって、アクティブラーニ

ングにおける学習効果の視覚化及び効果検証を試

みた。この試みによって明確となった問題点に対

してスマートフォンを活用した薬品の基本知識修

得システムを開発・導入して改善を図り、好結果

を得ている。

B-12    ICT利用によるプレゼンテーション報
告会の取り組み　～学習活動「協調学習、
相互評価、VOD」の実践～

山口東京理科大学　亀田　真澄

物理・化学実験の学習後に、そのレポート報告

を、3学科合同グループ・プレゼンテーションの

場で実施してきた。これにより、プレゼンテーシ

ョン能力の向上を視覚的に確認した。また、グル

ープ・プレゼンテーションの評価を数段階のネッ

ト投票で行い、最優秀グループを選抜し、その模



Ｃグループ

C-1　知識移転型授業におけるスマートフォン
を用いたソーシャルラーニング実験と
考察　

フェリス女学院大学　春木　良且

基礎教養科目等の知識移転型授業では、大人数

教育のためにアクティブラーニングが難しいこと

から、スマホを利用するラーニングツールを開発

して学習実態と効果を調査した。進捗状況を視覚

化することで、メンバー間で学習効果を高めよう

とする効果があったとしている。

C-2　コラボレーションサイトを活用した双方
向的教育と協働学習の評価

東京工科大学　飯沼　瑞穂

個人課題とグループ課題における協働学習を支

援するためにグループウェアを使用したところ、

表計算ソフトとプレゼンテーションソフトに関す

るPCスキルの向上とPC操作に対する自信が大き

く改善されたことが判明したとしている。

C-3 ムービー教材による技能教育の効率化
と学び合いによる情報倫理教育の強化

桜美林大学　笠見　直子

ムービー教材を作成し、レポートや講習会資料

の作成効率を上げて、情報倫理の理解を学生同士

で互いに深めるように授業改善を行った。アンケ

ート調査によれば、90%を超す学生が肯定的な回

答を寄せたとしている。

C-4 ソフトウェア開発技術者のためのアンプ
ラグドコンピュータサイエンスの活用　

芝浦工業大学　松浦　佐江子　　　　　　　　　　　

プログラミングに関する知識のない学生に対し

て、アルゴリズムの概念を身につけさせるために

コンピュータを使わない教育を試みている。「戦

艦ゲーム」を題材にして、探索問題のアルゴリズ

ムを紙ベースとWebベースで3時間程度の実習を

通して考えさせたところ、85%の学生から楽しみ

ながら考えられたとのアンケートによる回答を得

ている。

C-5 PBLにおけるICTを活用した形成的評価
のデザイン

青山学院大学　湯浅　且敏

学生がPBLに取り組む場合、グループでの情報

共有を含む役割分担は教員が行う必要があり、そ

のためには随時学習状況を把握する形成的評価が

必要となる。SAにLMS上で学生の活動を評価・

支援させたところ、各グループの活動が活発にな

り、多くの振り返り活動が行われていることを確

認している。

C-6 ライティング科目でのLMS活用を通じ
た教育改善の試み　～ラーニング・コミ
ュニティ形成の観点から～

関西学院大学　内田　啓太郎

問題解決能力の一つとしてライティング能力を

育成するために、LMSを利用して教育改善を行っ

た。教材コンテンツはHTML/CSSベースで作成し、

学習者同士でピアレビューさせることでコミュニ

ケーションを促進したところ、7割以上の学生が

「仲間意識」を感じているとの回答を得ている。

C-7　導入教育におけるタブレット端末を活用
した全学反転授業　～事前ビデオ視聴と
リアルタイム評価による効果～

大阪女学院大学　小松　泰信　　　　　　　　

従来授業内で行ってきたレクチャー部分をビデ

オ映像化し、授業前に学生に配布されたタブレッ

ト端末を用いて視聴してくること義務付けた反転

授業の報告である。授業の構成は、確認テスト、

テストの集計結果による弱点部分の補足説明、応

用演習、振り返とそのポートフォリオへの登録な

どからなっている。学生アンケート結果報告に加

えてビデオ視聴率、アクセス回数と成績分布の間

に中程度の相関があることなどが示している。

C-8　自修時間を支援するユビキタスな学習
環境 ～授業外でのプログラミング学習の
支援と評価～

名城大学　旭　健作　　　　　　　　　　　

教室外の学生のコンピュータに対して、大学と

同じコンピュータ環境を提供することにより、授

業外でのプログラミング学習を支援した授業の報

告である。このシステム環境は、大学外での17

時以降のシステム利用件数の増加から授業外学習

に貢献していることが示された。さらに科目の成

績とシステム利用時間数の分析から、利用時間が

長いほど科目成績が向上する傾向であると結論し

ている。

C-9　「教えない」という教育法を用いたプロ
グラミング授業の試みと成果について

東海大学　田中　真　　　　　　　　　　　

Ｃ言語によるプログラミング授業において手取

足取り方針を採った年度の授業と、「教えない」

という方針を取った年度の授業の教育効果を比較

した報告である。「教えない」方針の授業とは、
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LMSにより常時課題提出を可能とし、提出締め切

りを厳守させる仕組みを導入する一方で印刷物の

配布、電子教材の配信を止め、その代替として教

員がプログラミングのゴールを学生に繰り返し伝

える内容の授業である。その結果として成績の上

位が増加し、単位の取れない学生の割合が減少し

たことが報告されている。

C-10 卒業・研究論文作成のための学生の
内発的動機づけを引き出す工夫

跡見学園女子大学　花岡　照明

多人数学生を対象とした卒業・研究論文作成に

関する授業において、学生の内発的学習意欲の喚

起及び学生個々に対する作成指導をICT利用によ

り実現した報告である。従来、研究論文の作成指

導法として提案した自己評価制約5段階評価法及

び学生間相互評価法を実施し、その評価結果をネ

ット上から提出させる授業である。学生の評価が

回を重ねるたびに現実に近いものに変化し、集中

度が増したと結論している。

C-11 ICT技術を活用した初年時数学教育
の一取り組み

静岡理工科大学　松田　健

初年次生が履修する線形代数の授業において、

多様なレベルの学生が混在するクラスでそれぞれ

の学生に適切な指導を行うことを目的に実施した

授業報告である。予習・復習用Webページの公開、

オンラインでの質問や授業要望の受け付け、

TA・チューターの導入を行い、その教育効果が

分析されている。線形代数の各項目についてテス

ト結果と学生の理解度が示され、ベイズ推定によ

る能動的学生のラベル付け結果が報告された。

C-12 情報リテラシー科目でのPBL法による
アカデミックスキル教育の評価

京都女子大学　水野　義之　　　　　　　　　　　

情報リテラシー教育をアカデミックスキル教育

として位置づけ直し、PBL法の援用、e-Learning

教材による復習の機会提供などを併用した授業の

報告である。教育効果測定としてWeb上の共通試

験を前後期に2回実施し、また他の二大学と試験

成績を比較検討した分析結果が報告された。主な

結論として成績下位層のWeb試験の伸び幅が大き

いこと、平時の学習活動の違いがWeb試験の成績

に関連していることが示された。

C-13 視覚障がい学生のための自習可能な
CUIによるネットワーク管理作業環
境の構築

岡山理科大学　須藤　清一　　　　　　　　　　　

視覚に障がいのある学生が、ネットワーク管理

の授業を受講することになり、講義ノート参照の

ためのスクリーンリーダーがある「支援室」の

PCから、実習用の閉じたネットワークにアクセ

スする必要が生じた。Linux上に音声読み上げシ

ステムを構築し、NATルーターを経由してSPICE

サーバーに接続する方式により、当面の問題は解

決できた。

C-14 ICTを用いた協働自律学習プロセス
の可視化がPBL成果のクオリティ向
上に及ぼす効果

東京電機大学　木村　敦　　　　　　　　　　　

PBLの学習効果を向上させるには、個々のメン

バーの自主学習を班全体の成果に統合するための

集団マネジメントが必要であることから、ICTを

利用してメンバーの学習状況を可視化し共有する

システムを導入した。その結果、システム導入前

と比較して、PBLによる学習の効果や成果発表の

クオリティにおいて有意な向上が見られた。

C-15 画像処理を用いた簡便な双方向シス
テムの研究開発と一斉授業での実践

金沢工業大学　鎌田　洋　　　　　　　　　　　

一斉授業で学生の能動学習を実現するために、

画像処理技術を用いた簡便な双方向システムを開

発した。教員からの問いに対して学生が色カード

を挙げて回答すると、高い検出率で即座に自動集

計され、学生にフィードバックされる。対面性が

保持できる点にも特色があり、学生からは「役立

つ」という反応が多く得られた。

C-16 他大学とのコラボレーションによる
ネットワークスキル向上への取り組み

帝塚山大学　日置　慎治　　　　　　　　　　　

ルーターやスイッチによるネットワークの設

計・構築・管理の知識や手法の習得において、学

生の学習に対するモチベーションを維持し高める

ために、他大学とのコラボレーションによるコン

テストを実施している。他大学と競いながら学習

成果を確認し、学生どうしの交流も促進するイベ

ントは、学生主体で運営されることで教育効果を

あげている。

文責：ICT利用教育改善発表会運営委員会
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第１日目（９月３日）

全体会
【産業界からみた教育改革】

グローバル人材育成に向けた課題
経済同友会 学校と経営者の交流活動推進委員会委

員長、DIC株式会社取締役会長　　杉江　和男　氏

冒頭で札幌農学校の米人教員ホイ

ラーによる日本の教育への評価「日

本人は欧米人に比べ、向学心も成績

も負けないが、卒業後の進歩は劣る。

日本の学問は記憶中心で模倣に長け

るが、自ら考え想像する力が養われ

ていない。理論を理解し応用する実践能力を養う教

育が必要だ」を紹介され、現状はどうであるかとの

問いかけの後、日本の現状について述べられた。

日本の国際競争力は1992年の第１位から以後26位

まで下がり、2014年に21位となった。製品の世界シ

ェアは、かつて独占状態のDRAMが現在14%だが、内

視鏡等の先端製品のシェアは高い。さらに、イノベ

ーション、ビジネスの洗練度などでは先進国平均よ

り高いが、対欧米産業競争力は低下した。日本の強

さは、ロボット、温水便座、複写機、宅配便、「おも

てなし」の精神などにある。

国民性や気質等が違う日本と欧米は、互いの優れ

た所を取り入れていくというダイバーシティの考え

方が重要になる。

国際化に向け、日本には「安全・安心・正確」、「創

意工夫力」、「洗練性（おもてなし）」、「先端商品の開

発力」等の資源がある一方、「低い経済成長率」、「非

効率的な国家運営」、「サービス業などの低い生産性」、

「経済効果の低いイノベーション」などが課題だが、

グローバル化、ダイバーシティが改革手段となる。

企業の役割は、「世界の環境変化を知って、住みや

すい社会を作る」ことであり、杉江氏の会社では

「物」中心の発想から価値という「事」に注目し、製

品も多様化した。

経済同友会のアンケートでは、「高等教育（大学・

大学院）に対して期待すること」の上位三つは、「対

国は平成29年度までの５年間を「大学改革実行集

中期間」と位置付け、教育の質的転換を国家的な課

題として取り組むことを提言しており、国・大学・

社会が一体となって教育改革に取り組むことが課題

とされている。このような状況を踏まえて、今年度

の大会は、主体的・能動的な力の育成や、グローバ

ルな視点で世界・地域社会に関与できる力の育成を

目指して、大学のこれまでの取り組みを振り返ると

ともに、新たな改革行動に向けた戦略を探究するた

め、講演、事例紹介、討議を実施した。

平成26年９月３日から５日までの３日間、アルカ

ディア市ヶ谷（東京、私学会館）で、「改革行動の展

開に向けて」を開催テーマとして実施。３日間の参

加者総数は、371名（154大学、10短期大学、賛助会

員14社）となった。

初日の全体会では、向殿政男会長（明治大学）の

開会挨拶の後、産業界から見た教育改革、卒業生か

らみた教育改善、学生の主体性を育む工夫、アクテ

ィブ・ラーニングに必要な学修環境、ICTを活用した

新しい学び、主体性を引き出すための大学組織の課

題などに関する講演・事例紹介を行い、大学教育の

質的転換を図るための課題や提案、具体的な手法に

ついて情報の共有化を図った。

２日目は分科会形式によるテーマ別自由討議を実

施した。初日の理解をより深めるために、教育現場

個別の課題として「アクティブ・ラーニング実施に

伴う課題の考察」、「多機能端末の活用と電子教科書導

入による教育実践」、「学修支援の仕組みと支援者の養

成」、「ラーニングコモンズの発展的な活用」の４テー

マを設定して参加者を交えた討議を行い、課題の共

有とその解決策の模索を行った。また、分科会終了

後に参加者のコミュニケーションの場として情報交

流会も行った。

３日目はＡ～Ｅの五つの会場で、教育や支援環境
へのICT活用について92件の公募による発表を同時進

行で進めた。また、２日目の午後から３日目まで、

大学・企業共同のICT導入・活用の紹介として、賛助

会員の企業と導入大学によるポスターセッションを

実施した。

平成26年度 教育改革ICT戦略大会 開催報告

4
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人コミュニケーション能力の養成」、「論理的思考能力

や問題解決能力の養成」、「専門的な学問教育」である。

最後に、社会が期待する人間像としてCommunication

（恊働する心）、Diversity（他人を理解し認める）、

Global（世界の要請を視野に）、Identity（自分の専門

分野を持つ）、Personality（信頼される人格を養う）

の五つが示された。

【卒業生からみた教育改善】

大学教育に対する卒業生からの改善要望
入社３〜４年目の社会人３名から、「大学で学んだ

ことが役立っているか」「大学教育に望むことは何か」

について紹介された。まず、大学で学んで役に立っ

たことでは、英語、教職課程、ICTスキル、ゼミ、一

般教養科目、ソフトウェア工学と生産管理（大学院）

などであったが、比重としてあまり重く置かれてお

らず、学生時代に取り組んだ自主的活動を通じて得

たものが大きいとのことであった。自主的活動は、

就職内定後に行った経験を伝えるための就職支援活

動、大学院時代のソフト開発プロジェクト、４年間

続けたアルバイト経験などであった。また、３名か

ら「もう一度大学で学びたい」という発言があり、

その内容は大学に出向いて、意見交換、ディスカッ

ション、ディベートを取り入れたものであった。

大学教育に望むことについては、３名ともグル

ープワークなどを取り入れた実践形式での学びの機

会を強調された。また、授業以外の活動支援を拡大

して欲しいこと、学生が何を学びたいか、何のため

に学ぶのかを考えさせるために、卒業生や社会人と

の対話や接触する機会が増やしてほしいとのことで

あった。このことに関連して、学部４年次に６ヵ月

間という長期インターンシップを経験したことを踏

まえて、学問と実務を結びつけるのがインターンシ

ップであるので、

こうした機会を大

学がもっと後押し

をして欲しいとの

コメントがあった。

【学生の主体性を育む工夫】

アクティブ・ラーニングの試み
長崎大学 経済学部教授　  西村　宣彦　氏

北海道大学 理学部教授　  鈴木　久男　氏

まず、長崎大学でのアクティブ・ラーニングの取

り組みについて、講師の実務者としての長年の経験

および、会社から博士研究員として派遣されたイギ

リスのインペルアルカレッジでの経験を踏まえて紹

介された。講師がアクティブ・ラーニングを始めよ

うと思ったきっかけは、留学時代に経験した講義科

目のほとんどがグループ学修を主体

とした講義であったことと、実務者

時代に接した経済系・経営系の卒業

生がほぼ全員、学生時代にもっと勉

強しておけば良かったと述べていた

ことである。経営に関する講義の成

果は、得た知識を将来それが必要になる状況で活用

できるか否かで判断されるため、アクティブ・ラー

ニングが不可欠である。アクティブ・ラーニングの

講義設計と実施において重要なのは、学生の気づき

を誘発するための一連の適切な「問い」の設計であ

る。また、経営系学部のような大人数授業では、コ

ミュニケーションが苦手な学生がいるチームなどがで

きてしまうので、議論を活発にするにはSA（ステュー

デント・アシスタント）が必要であることが分かった。

次に、北海道大学の「ゼロから始

める科学力養成講座Ⅰ、Ⅱ」で実践

されている大規模授業でのICTを用い

たアクティブ・ラーニングの取り組

みが紹介された。クリッカーを使っ

て授業に双方向性を持たせることか

らスタートし、現在では動画も取り入れ、講義の中

にグループ討議とその結果のプレゼンテーションを

講義の中にちりばめた形で行っている。アクティ

ブ・ラーニングで重要なことは、いかに学生に自主

的に学修させるかであるが、この点についてもLMS

を用いて小テストができるようにした結果、学生た

ちの事前事後の学修時間が飛躍的に向上したとの報

告があった。現状の問題点や課題は、大規模授業で

も学生のディスカッションや考えを評価するには、

レポートの提出が不可欠であるが、教育・研究以外

にもさまざまな仕事がある日本の教員にとっては、

大人数のレポートを丁寧に見ることは負担が大きい

こと、また、アクティブ・ラーニングを実践するに

は教える範囲を狭める必要があることがあげられた。

【アクティブ・ラーニングに必要な学修環境】

ラーニングコモンズの活用とファシリテータに
よる学修支援
創価大学 総合学習教育センター副センター長

山﨑めぐみ 氏

関西大学 教育推進部副部長　　 山本　敏幸　氏

創価大学の取り組みでは、一方通

行の講義ではなく、学生の能動的な

学びや主体的な学びを促すことを目

的として設立された総合学習支援セ

ンターと、その学びの場としてのラ

ーニングコモンズについて紹介があ

った。2013年にオープンした約2,000平方メートル
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習コースが用意された。通常コースは、ビデオの講

義、ディスカッションボードによる質問・議論で４

週から６週間程度を無料で実施したのに対し、反転

学習コースでは、通常コースに加え、２週目と４週

目にいわゆる対面学習、反転学習を取り入れ、受講

は有料とした。

東京大学本郷和人氏の「日本の中

世史」の講義では、受講者を４人の

グループに分け、事前に出された答

えのない課題を理解しているかをグ

ループディスカッションで確認させ、

グループごとの答えを議論しまとめ

させた。次にグループ間での議論を行い、なぜその

結論に至ったのかをディベートする形で講義が進め

られた。取り組みを通じて、反転授業は、答えが一

つではない文学や哲学などの人文系の教育に非常に

適していることが分かった。

【主体性を引き出すための大学組織としての取り組み】

日本再生のための大学改革　
～求められる改革行動とは～
中央教育審議会会長

独立行政法人日本学術振興会理事長

安西　祐一郎　氏

世界の流れは、グローバル化と多

極化に向かっている中で、日本の大

学生は内向きであるといわれて久し

い。これからの時代に社会が大学生

に要求する質とは、コミュニケーシ

ョンの質と速さ、グローバル社会・

地域社会への関与、背景の異なる多様な人々とのコ

ミュニケーション能力、協働する中で知識・技能の

活用力、情報を吟味する力・合理的思考力、予想外

の変化に即座に対応する臨機応変力、自分の目標を

自分で見出し実践する「主体性」である。現在の大

学は、多様性と協働性に満ちた学びの場を提供して

おらず、その結果、主体性をもって答えのない問題

を解決できる力を持った学生が育っていない。さら

に、学生が能動的に学修できるような、講義や環境

の整備が急務であるにもかかわらず、大学の改革の

進みは牛歩のごとく遅いのが現実である。

大学生が「主体性」を身につけるには、社会性に

満ちた教育の場を提供する必要があるとの考えから、

複数の大学と企業が連携して、学生に学ぶことの重

要性を体験させるFuture Skills Project（FSP）研究会

が2011年に開始された。４年間のFSP研究会の実践

により明らかになったことは、学びの原動力は結局

は主体性であり、学生が主体性をもってやろうとい

う気にならない限り、何を外から与えようと効果は

のラーニングコモンズには、協同学修・語学学修・

PC・学修相談エリア、日本語・英語ライティング支

援・図書館サービスなど多くの機能を凝縮させてい

る。学生数約8,000名で平日の利用者は2,000名を超

えている。学生が好んで使っているエリアは、個別

の自習エリアよりも協同学修エリアの利用率が圧倒

的に高かった。また、利用率を上げるために１年生

の基礎ゼミに使用させるなどの努力をした結果、経

営学部と文学部で定期利用者の数が伸びた。しかし、

このような努力をしても、学部の建物とラーニング

コモンズの距離が物理的に離れている場合、定期利

用者数を増やすのは難しいということも分かった。

次に関西大学の取り組みでは、ア

クティブ・ラーニングとラーニング

コモンズの活用およびラーニングア

シスタントについて紹介があった。

「考動力」をミッションとし、この

「考動力」をつけるために、全学共通

科目のアカデミック・スキル群の中にスタディ・ス

キルゼミの科目群が設けられている。この科目群は、

「課題探究」、「パソコンで学ぶ」「ディベート」等の八

つの下位分類科目で構成されている。これらスタデ

ィ・スキルゼミの授業では、身近なロールモデルとし

てのラーニングアシスタントが配置され、ファシリテ

ータの役割を果たしている。さらに、クループ学修で

は、学部・学科・学年が異なる学生がチームを構成

し、様々な専門分野の視点から意見や見解を交わす

ことで知見を広め深める試みを行っている。事前事

後学修の場として根幹をなすラーニングコモンズは、

キャンパスの中心部に位置し、使用目的に合わせ、

ライティングエリア、グローバルエリア、ICTエリア

などの六つの特化したエリアが設けられ、PCの貸し

出しや、各エリアの利用相談に応じるコンセルジュ

が常駐している。またラーニング・カフェでは、留

学生が講師となった外国語会話交流会なども立ち上

げ、アカデミックな学修環境の構築を目指している。

【ICTを活用した新しい学び】

反転授業の実践イメージと環境づくり
東京大学　史料編纂所教授　本郷　和人　氏

株式会社 ＮＴＴドコモ       伊能美和子   氏

株式会社NTTドコモと東京大学で

行っている共同研究プロジェクトに

ついての紹介があった。まず、株式

会社NTTドコモにより、JMOOCと連

動した反転授業のシステムの説明と、

システムで最初に開講された東京大

学本郷和人氏の「日本の中世史」の実施例が紹介さ

れた。「日本の中世史」では、通常のコースと反転学
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ない。さらに、このような授業を行うには１年生の

春学期が最適で、かつ単位が取れる授業であること

が重要である。教員が留意すべき点は、教えすぎな

いことである。授業を提供する大学側としては、大

学と企業の関係者間の信頼関係、目標の共有、風通

しのよいコミュニケーションが必須である。これら

のことが満足できれば、大学の設置形態、分野によ

らず、「主体性」を育む授業の実施が可能である。講

師自身も試行錯誤しながら、いくつかの大学で「主

体性」育む授業を試みていることであった。

第２日目（９月４日）

テーマ別自由討議
分科会Ａ：アクティブ・ラーニング実施に伴う

課題の考察
＜課題提起＞

創価大学　栗山　直樹 氏（経営学部長）

山梨大学　森澤　正之 氏（工学部教授）

本分科会では、アクティブ・ラーニングを実践す

ることで得られる効果について、授業を行う側から

の視点と学生側の反応、成果分析の結果と今後の課

題など実践事例を踏まえて考察した。

創価大学からは「アクティブ・ラ

ーニングの姿勢の持続と深い学びへ

のリンク」および「それを実現する

アセスメントの在り方」について紹

介があった。

経営学部ではこの10年間、アクテ

ィブ・ラーニングとして、「予習を中心とした話し合

い学修（Learning Through Discussion : LTD）」、「プレ

ゼンテーションを中心としたPBL（Project Based

Learning）」、「LTDとPBLをつなぐTBL（Team Based

Learning）」、「海外体験学修」、「高次のアクティブ・

ラーニングを目指した専門科目のクラスター化」等

を実践してきた。こうした取り組みが学内で受容さ

れ導入科目も増加する中で、問題意識として上って

きた課題がアクティブ・ラーニングの質である。よ

り深い学びへつなげるには一時的な達成ではなく、

持続的な成長を目標に置く学修が必要で、そのため

には、学修成果を可視化するための評価ルーブリッ

クの作成と、それを共有する学生教員相互の評価文

化の醸成が必要である。具体的には、初年次教育で

は基本的学修態度、共通教育では自他ともに学び高

まる力、専門教育では自立的学修者を評価するワー

クシートの開発が必要で、ｅポートフォリオへの学

修成果・アセスメントの蓄積により、学生と教員の

PDCAサイクルを同時並行的に実施すべきである。
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一方で、学修の重複と学生への過重を防ぐための

科目間・教員間の調整、教員の質向上、ピア・サポ

ートの充実も課題である。

山梨大学では富士ゼロックス株式

会社と共同で、アクティブ・ラーニ

ングの反転授業を含む教育改善のプ

ロジェクトを立ち上げた。本分科会

では、工学部の知識習得型の科目に

対してアクティブ・ラーニング導入

をどのように進めたのかについて紹介された。まず、

学生が主体的に学修に取り組むために反転授業の導

入を考え、そこでスクリーンキャストシステムを使

うことを決断した。授業中はアクティブ・ラーニン

グの実施が可能であり、しかも総合的に授業量が減

っていないことが重要である。また、スクリーンキ

ャストでの動画収録は完璧でなくても、資料作成上

での誤りや不具合は対面授業中での修正で十分なた

め、事前学修としてこのシステムを利用することは

極めて有効である。一方で、反転授業だけではなく、

アクティブ・ラーニングを同時展開しながら継続的

な取り組みをすることで、導入効果が顕著になると

いう経年の成績分析結果と、学生側からの授業評価

の結果が出ている。このように、アクティブ・ラー

ニングの授業設計をしっかりと考えることで、反転

授業の効果も期待できる。

なお、参加者との質疑から、学生は授業で聞いて

いるだけでは分からないことも、自分が話すことで

理解できる場合も多く、さらにグループで議論する

と一層理解は進むことが多いことが確認された。

以上の実践事例と質疑応答を通じて、ICTなど機器

の対応にだけ時間をかける授業から抜け出し、それ

ぞれの学年、授業科目に応じた基本的学修から専門

教育での自立学修に至るまでの学生成長戦略が大学

の教育計画に明示されていることが重要であること、

その中で、学生同士のコミュニケーションの広がり

や個々の学生の成績評価の客観性、個々の学生の主

体性の定着度の評価などについても慎重に取り組む

必要があること、その上で、様々な視点からの課題

克服、問題解決などへの取り組みについて学生と意

見交換することの重要性が確認できた。

分科会Ｂ：多機能端末の活用と電子教科書導入
による教育実践

＜課題提起＞

名古屋文理大学

図書情報センター　　　 長谷川　旭　氏 

図書情報センター長　　 山住　富也　氏

青山学院 大学経済学部長　宮原　勝一　氏 

本分科会では、様々な教育に活用している多機能

事業活動報告

森澤氏

栗山氏



端末の導入と、企業と連携した電子教科書の導入の

背景、目的、実施に伴う課題について、事例を踏ま

えて考察した。

まず、名古屋文理大学からは、多

機能端末の活用と電子書籍導入によ

る教育実践について事例が紹介され

た。将来の入学対象者となる初等中

等教育段階の学校にかかわる国策等

の概要、近隣の小学校や中学校にお

ける実例などの紹介が行なわれた。その後、タブレ

ット端末（iPad）を配布した経緯、英語学修における

多読、美術教育、計算過程の記録など、教育での活

用例が紹介された。

また、教材のデジタル化や資料配布の概要を説明

された後で学生のアンケート結果を踏まえ、学生の

９割近くが便利であると感じていること、タブレッ

ト端末は、パソコン、紙、携帯電話などの代わりで

はなく、新しい情報端末と考えるべきであるとの見

解が示された。さらに、情報端末を利用することに

より、５割以上が学生同士のコミュニケーションの

機会が増えたと感じていること、SNS（Social

Networking Service）の果たす役割が大きいことが示

された。

電子書籍の利用については、メリットは、学生は

iPad１台で済むことや検索のしやすさ、低コストでの

出版、デメリットは紙媒体よりも一見してすぐに何が

あるかがわかりにくいこと、電池切れの可能性、機能

によりメモ書きができないことなどが整理された。

続いて、青山学院大学経済学部に

おける電子教科書導入実験の経緯や

内容の紹介が行われた。2013年度に

は、経済学部現代経済デザイン学科

１年生（約140名）を対象とし、学

科の学びの基本書となる必修科目

「公共経済学Ⅰ」の教科書を電子化し、タブレット端

末（iPad miniとNexus 7）を貸し出しが行われた。

2014年度には、経済学部１年生（約500名）に学科

ごとに選書した学びの基本書で、４年間参考書とし

て利用可能なものが選んだことなどが紹介された。

そして、2013年９月～2014年１月に利用された後、
端末返却時に、約50名にアンケートを実施したとこ

ろ、８割が満足したと回答し、講義日の利用が多か

ったこと、自宅での利用が多かったこと、復習や試

験勉強のための利用が多かったことなどが紹介され

た。

次に、青山学院大学の実験に協力した東洋経済新

報社、京セラ丸善システムインテグレーションの担

当者も加わり参加者との質疑応答を行い、より詳細

な仕組みや仕掛けの紹介、電子書籍化、タブレット
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端末の管理など、所属機関における利用を想定した

活発な質疑応答が行われた。

事例や質疑応答を通じて、電子教科書導入の際に

は、成績の向上、教育インフラの整備、知識の定着

化、積極的な授業の変革など何を選択するのか目的

を明確にした上で、電子教科書を使わせる仕掛けづ

くり、補助教材や講義資料との連携、端末で利用で

きるコンテンツの充実が重要であることが確認された。

分科会Ｃ：学修支援の仕組みと支援者の養成
＜課題提起＞

早稲田大学 国際学術院教授　佐渡島紗織　氏

大阪大学 全学教育推進機構准教授　　　

堀　　一成　氏

FD推進・教育改革では、ICTの活用だけではなくき

めこまやかな学修支援が必要となるが、その実現に

は多くの作業と労力が必要となる。この場合に、教

員だけの努力と責任に委ねるだけでは限界があり、

支援体制の整備が必要となる。このような観点から

本分科会では、学修支援の仕組みと支援者の養成に

ついて考察すべく、先進的な事例として２大学から

取り組みの紹介があった。

最初に、早稲田大学からは、大学

院生が学術的文章作成の指導にあた

る学修支援の仕組みとして、アカデ

ミック・ライティング・プログラム

の紹介があった。このプログラムは

二つあり、一つは初年次生向けに正

規授業として開かれる「学術的文章の作成」（８回１

単位で年間4,500人の履修者）であり、もう一つは学

部生・院生・教員向けに支援機関として開かれてい

る「ライティング・センター」（利用セッション数と

して年間3,900件）である。指導にあたるのは、「学

術的文章の作成とその指導」の授業を履修した大学

院生で、その中から前者には60名の指導員、後者に

は25名のチューターが登録されている。このような

プログラムが始まるまでの経緯、受講生の授業評価

や感想、指導員とチューターへの研修なども紹介さ

れた。

次に、大阪大学からは、従来のTA

業務を見直し、業務内容を明確にし

て効率的な新しいクラス化TA制度へ

と移行した経緯と状況、課題、TA活

用の広がりの可能性、活用の効果な

どが紹介された。

両大学において、チューターやTAとして学生指導

に携わった大学院生は、指導することに難しさの知

るとともに、自分自身の成長に大きく役立ったこと

を一様に感じていることが報告された。

事業活動報告

宮原氏

長谷川氏

佐渡島氏

堀 氏



究科、政策科学部、政策科学研究科、テクノロジー

マネジメント研究科、経営管理研究科という多様な

分野の学部および研究科が設置されている。このキ

ャンパスでの「コモンズ」は、学部、大学院、学年、

専攻分野、さらには社会人や地域住民までも含めた

さまざまなバックグラウンドを持つ人々がアクセス

できる共有空間という位置づけである。そのような

パブリックスペースの活用実験を始めたところであ

る。

事例を踏まえて、ラーニングコモンズを発展的に

活用していく課題として、大学の教育目標の達成を

見据えたラーニングコモンズの位置づけ・機能の明

確化、他の教育支援組織との綿密な連携、全学的な

教学ＩＲに関連づけたラーニングコモンズ利用の評

価方法の確立、利用に伴う教員間連携の仕組みづく

り、学修支援スタッフ育成プログラムの点検などが

確認された。

第３日目（９月５日）

大会発表
※以下の発表者名は発表代表者のみ掲載。

A− 1 外部開発教材を活用した経済学部・推薦入学

生に対する入学前ｅラーニング教育

東洋大学　児玉　俊介

推薦入学者を対象に、学部入学後に必要となる知

識の再確認と学修習慣をつけさせる目的でｅラーニ

ングによる入学前教育を実施している。自主学修で

学修成果を確認しているが、教員が学生へ直接指導

することで、一層効果が期待できると感じている。

A− 2 入学前教育及び初年次教育学習結果の学生指

導への活用

近畿大学　岩崎　光伸

早期入試合格者への入学前教育、初年次教育にお

いてｅラーニングで成果をあげることを目標として

いる。課題への取り組み方、学習習慣は入学後の学

修にも直接大きく影響しており、習熟度別の入学前

ｅラーニングで一層の効果が期待できる。

A− 3　 初年次教育における新入生のLMS対応能力の

調査及びLMS導入教育の支援方式の検討

広島国際大学　出木原　裕順

ICT活用による初年次教育のため、LMS による学修

支援システムの構築を目指している。支援組織がICT

環境に不慣れな学生・教員への支援を効果的に行う

には、全学レベルでの人的システムが必須である。
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分科会Ｄ：ラーニングコモンズの発展的な活用
＜課題提起＞

同志社大学 学習支援・教育開発センター事務長

井上　真琴　氏　 　

立命館大学 総合企画室副室長

経営学部教授　　　 八重樫　文　氏

本分科会では、いわゆるラーニングコモンズの機

能、設計、運用について、２大学から取り組みを通

じた紹介があった。

同志社大学のラーニングコモンズ

は、国内最大級の2,500平方メートル

の面積で構築し、文系学部を対象に

したものである。運営は学習支援・

教育開発センターが行い、柔軟性の

ある設備として、可変性のある空間、

組み合わせの机、持ち運び可能なホワイトボードが

設置されている。これに加えて、インストラクター

（教員）、コーディネーター（職員）、学習支援アシス

タント（学部生）ラーニングアシスタント（大学院

生）、さらには情報検索や留学のためのアシスタント

やＩＴサポートスタッフなど人的資源が配備されて

いる。ラーニングコモンズの目的は、正規の授業外

学修を担保しかつその質の向上を図ること、および

学びの身体技能を覚える共有空間を提供することと

している。従来の図書館が提供するラーニングコモ

ンズは、書籍資料の配置との連動を主とする「ロジ

スティクス型」であって、これだけでは、知識獲得

のためのノウハウを身につけさせるのが難しいとい

う観点から、設計されたものである。「さまざまな形

の情報をいかに整理して知識化するか」というノウ

ハウを身につけさせるのが、ラーニングコモンズの

最終的な狙いである。

立命館大学の事例では、１）図書

館に付属する従来型ラーニングコモ

ンズでの学修支援、２）研究科を超

えた学びを実現する大学院リサーチ

コモンズ、３）大阪いばらぎキャン

パス（OIC）におけるコモンズと学修

支援体制の三つの事例が報告された。

１）では、ＩＴ機器利用支援や情報検索支援に加

え、初年次教育科目と連動した日本語ライティング

支援や理系基礎科目の学修支援なども支援対象とし

ているのが特徴である。２）では、「大学院の共同研

究施設とは何か」に立ち返って設置されたものであ

る。これまでの個人研究の空間から、論文執筆の過

程でのう院生同士のディスカッションや発表も場を

設けることにより、多様な研究スタイルを提供する

のがその特徴である。３）のOICは新キャンパスであ

り、現在進行中の設備である。経営学部、経営学研

事業活動報告

井上氏

八重樫氏
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甲子園大学　梶木　克則

2011年度の初年次教養演習Iの講義形式の授業で、

学生個人の学修成果をワークブックへ記載させるだ

けでなく、ｅポートフォリオ（ePF）を併用し、その

学修成果蓄積を教員が毎週評価し、コメントを返却

していた。しかし、学生・教員ともに負担が大きい

ため、ワークブックへの記入を重視することにして

いる。

A− 10　主体性形成を志向したキャリア教育のため

のICT活用

北海学園大学　大石　雅也

学生によるビジネスキャリア形成への主体的な取

り組みを目指してICTを活用したところ、学生による

評価アンケートからは、主体性形成の面でのプログ

ラム改善の余地が示されており、SNS活用による主体

性形成とそのログ解析等による測定により効果をあ

げることが課題である。

A− 11　学生支援強化に向けた学生情報システムの

新たな展開

中村学園大学短期大学部　梶田　鈴子

学外からでも利用可能に改修したキャリア情報管

理システムの改修前後の比較で、改修により面接記

録、就職情報、ドリル機能等の状況把握や利便性が

高まった。タイムリーな求人情報の登録、スマート

フォンのウィルス対策等が今後の課題である。

A− 12 主体的な学修を支援するキャリア支援サイ

トの活用

城西大学　栗田　るみ子

学生の主体的学修の支援環境として、学生の蓄積

情報を分類・保存するｅポートフォリオの構造は、

演習科目を対象に取り上げ、各々の活動の学修記録

を効率よく蓄積し再利用できる手法である。ポート

フォリオ実装に主体的学修指導の形式的記述手法を

取り入れたアイディアは、本研究の独創的なところ

である。

A− 13 初修外国語教育におけるICTを中心に据えた

教育方針とその実践

日本大学　中川　浩

グローバル化の中、異文化に対する関心と理解の

ためにも英語以外の外国語は不可欠であるが、選択

科目となっているため、これを重視すべく、検定試

験等の到達目標の設定、e-Learningの利用、異文化理

解科目の設置を共通の教育方針に掲げ実践した。e-

Learning教材を授業と有機的に関連付ける環境を整え

ることが課題である。

A− 4　 ｅ-ポートフォリオを活用したプレゼンテー

ション能力育成

名古屋文理大学　山住　富也

学修習慣の定着を目指し、２年次ゼミで発表をｅ

ポートフォリオシステムで相互評価している。結果

分析では、学生の相互評価より教員評価が役に立つ

との回答が多かったが、継続的な学修を通じて評価

の視点で発表を聴くようになり、振り返り学修にも

なっている。

A− 5　SNSを利用したポートフォリオ作成支援

西日本短期大学　大隣　昭作

就職活動での自己アピールの道具作りとして、学

生の学修履歴と作品などをまとめ、それを利用した

プロセス可視型ポートフォリオを作成している。公

開アカウントでの個人情報に関するメディアリテラ

シー教育が急務である実態が見えてきた。

A− 6　ポートフォリオ型学習を支援するｅラーニン

グシステムの設計と開発

千歳科学技術大学　山川　広人

主体的な学習促進を目的とした「学習経過を可視

化できるポートフォリオ型学習」を支援するため、

ｅラーニングシステムの開発を目指している。14年

間に蓄積されている30,000以上の教材の利活用支援

を教員との共同作業で可能にする。

A− 7　主体的学び活動を見える化するｅポートフォ

リオの構築  ～質保証のための分析と評価～
九州女子大学　木村　美奈子

大学の質保証のため、学内関係者との双方向の意

見交換や客観的なデータ共有により、教育成果の見

直しを行う必要がある。ｅポートフォリオ構築は学

生一人の学びログであり、学士教育過程の質保証を

裏付けるエビデンスであり、大学の貴重なビッグデ

ータである。

A− 8　教室内外における学生の多様な活動を可視化

するｅポートフォリオの開発と運用

東海大学福岡短期大学　宮川　幹平

大学として特別に対応が必要な学生に対して、全

教職員の共通認識のもとに利用可能な学生カルテシ

ステム（SRMS）を開発し利用している。このシステ

ムを拡張し、学生目線による情報を可視化し、教職

員による迅速な指導が可能なｅポートフォリオの開

発と運用を進める。

A− 9　初年次キャリア教育科目におけるｅポートフ

ォリオの利用
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A− 19 英文法学習におけるICTの有効利用について

玉川大学　松本　由美

英文法の授業での演習部分、知識確認の振り返り

学習、成績管理においてのICT活用が考えられるが、

解説部分のICT活用は難しい。解決策として、教室授

業とe-Learningとを併せたブレンド授業を実践してお

り、授業コンテンツの配信、幾種もの解説組込み等

がICT有効活用として期待される。

B− 1 交渉学を利用した学生　～社会人ギャップを

うめるコミュニケーション力の育成モデル構築

関西大学　田上　正範

学生と社会人とのコミュニケーション・ギャップ

を乗り越えるため、学生視点・社会人視点からの育

成モデル構築を予定している。映像コンテンツで社

会の現実的側面を理解させるコース開発、交渉学を

媒体に、学生と社会人が互学互習を行うコミュニテ

ィなどに取り組む。

B− 2 学生の意識分析と人間関係への配慮の方法か

ら見た非対面ピア・レスポンスの可能性

大妻女子大学短期大学部　中尾　桂子

アカデミック・ライティングの授業における、ピ

ア・レスポンス実践を行ったところ、LMS上での非

対面でのピア・レスポンスを授業外の予習、復習活

動として組み込み、対面式ピア・レスポンスとの組

み合わせの効果を検証している。

B− 3 日本語・英語二か国語に対応したビジネスゲ

ームの実践

青山学院大学　岩井　千明

日本語・英語２か国語に対応したビジネスゲーム

を開発した。ビジネスパーソン、留学生、学部生な

ど異なる利用者に対応し、実務に即したゲームシナ

リオを実現できる特徴がある。このゲームをMBA新

入生オリエンテーション、モスクワ大学MBA向け研

修で実践した。

B− 4 教職課程学生に向けたアプリ作成授業の取り

組み

新潟経営大学　横山　泰

教職課程履修学生を対象に、アンドロイド用アプ

リ開発、iOS用アプリ開発を題材に、基礎的な開発及

び活用教育を通して、ICT活用教育の良好な動機付け

を目指している。苦手意識改善、教職課程学生に向

けた研究授業実践力向上などの効果が期待できる。

B− 5 「小学生向け情報セキュリティ・情報モラル

の映像教材」を活用した指導案の作成

A− 14 LMS利用による英単語学習の効果について

の考察

大妻女子大学短期大学部　池頭　純子

LMSによる英単語学習成果と英単語テストとの相

関を分析すると、潜在的に英語の必要性を感じてい

る学生にはLMSが学習習慣付けに大きな役割を果た

している。教員側では入力作業の時間軽減、学生側

においては携帯端末利用上でのソフトの負荷と操作

の煩雑さ軽減が課題である。

A− 15 ICTを利用した中国語発音教育  ～多人数ク

ラスでの個別指導～
南山大学　周　錦樟

正しい発音を中国語音声入力機能で確認し、発音

時の口の動きをビデオ機能で確認する等、スマート

フォンを利用すれば多人数クラスでも個別指導が実

現可能である。学生の評判は良いが、スマートフォ

ンでの使用ソフトがOS依存であること、スマートフ

ォンを持っていない学生への対応が課題である。

A− 16 クラウドストレージサービスやブログ等を

利用した、英語学習動機づけの試み

大同大学　梅田　礼子

今年度前期、クラウドサービスを利用して英文法

項目学習到達目標等をアップしたが、利用者は少な

く成績への効果は見られなかった。学生に「してみ

たくなる」「できてしまう」と思わせる環境作りや、

クイズやリズムに乗った発音練習等、気楽に楽しく

取り組める課題設定が必要である。

A− 17 理系学科における英語教育モデルの再構

築：学習意欲の向上と自律的学習力育成へ

の挑戦

中部大学　小栗　成子

CASECにより新入生をA・B・Cの３クラスに分け、

A・Bクラスでは90分の授業中に個別指導とコミュニ

ケーション実践を交互に行い、Cクラスでは180分の

連続授業を実施した。勉学の姿勢は向上したが、学

科専門教員との協労による更なる向上が課題である。

A− 18 語学教育におけるICT活用による実践的取り

組み　～韓国語教材との関連において～
近畿大学　山田　恭子

開発した韓国語教材は、知識を与えるための初回

授業用コンテンツ、iPad等を利用してスクリーンに映

し練習できる単語カードと本文シート、iPadやiPhone

で音声を聞きながら字幕で内容を確認できる字幕付

音声ファイルとなっている。今後の課題は、いつで

もどこでも利用できる環境作りである。
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バル科学教育構想

東海大学　千葉　雅史

グローバル理科教育の実現を目指し、学生と教職

員が恊働して体験学修プログラムを展開する。2016

年３月の皆既日食は科学的興味の芽を育成するには

千載一遇の好機である。アジア太平洋域に設定した

海上と陸上の複数の観測拠点を、衛星通信とネット

ワーク技術で接続して、双方向の学修教材を簡便に

かつ経済的に配信する。

B− 11 動画コンテンツの作成及び教育討議資材と

しての活用方法の提案

流通科学大学　小笠原　宏

経営管理教育で使うケース教材をはじめ、項目を

ドラマ化したりしたビデオ素材の起案、製作、使用、

改定の繰り返しを、学ぶ側とともに実践している。

成果物は、YOUTUBEなどに上げて共用している。学

生は、製作に加わることにより思考力、分析力、プ

レゼン力が身につく。

B− 12 学生が喜んで学ぶ電子書籍と動画共有サイ

トの実践例

帝塚山大学　中嶋　航一

アニメ映画をもとに学生が喜んで学ぶ経済学のコ

ンテンツを作成し、それを電子書籍にしてスマート

フォンやYouTubeを使用して反転学修を実践した。そ

の教育効果を測るため、グーグルアナリティクスや

クイズのデータを使って、学生の授業時間外の学修

時間の測定や成績との相関を統計的に分析した。

B− 13 ICT活用による数学リテラシー教育

早稲田大学　上江洲　弘明

数学リテラシー教育のため、ICTを活用した大学独

自のLMSによりフルオンデマンド授業を実施してい

る。システムの改訂を重ね、コンテンツ構成も成熟

してきた。今後はさらに工夫を重ね、教育効果の高

いコンテンツパッケージの提供を考えている。

B− 14 ICTを活用した主体的学びを誘導する統計教

育の試み

立教大学　山口　和範

学生が自立的に統計学を学ぶための環境づくりと

して、ICT教材の開発と分析実践の場の提供を試みた。

具体的には、スマートフォンでも利用できる教材等

の開発やスポーツデータ解析コンペティションへの

学生の誘導である。

B− 15 法科大学院における法情報教育のためのコ

ンテンツ開発と実践

都留文科大学　黒崎　茂樹

小学校教員を目指す学生が将来、学校でICT活用し

指導できるよう実践的学修を目指した。情報処理推

進機構（IPA）公開の「小学生向け情報セキュリテ

ィ・情報モラルの映像教材」を活用した指導案作成

を通じて、学修の動機付けと学修意欲向上を試みた。

B− 6 基礎的な授業技術習得のための示範授業ビデ

オの制作

椙山女学園大学　坂本　徳弥

「模擬授業演習」や「教育の方法と技術」などの

授業において、基礎的な授業技術を紹介するための

示範授業ビデオを大学の研究者と小学校の授業実践

者が協力して制作する。制作した授業ビデオをイン

ターネット等で広く教育界に公開することによって、

授業ビデオの本数が少ないという現状課題を解決で

きる。

B− 7 教育用３次元CADを用いた図形科学教育とモ

デル製作実習

東京電機大学　新津　靖

立体モデルの作成法の習得を目指して、図学教育

用に独自開発してきた教育用3D-CADシステムを用い

て図学教育と実習を行っている。本来、１年生を対

象とする実習科目として設計されたが、現行の情報

系学部のカリキュラム編成を考慮して２年次に講義

している。

B− 8 住生活に関する資格検定取得と連動した３Ｄ

CAD教育

島根県立大学短期大学部　藤居　由香　　　　　　　　　　　　　　

住生活学に関連の深いインテリアコーディネータ

の資格検定の取得を支援する目的で、DCAD教育を実

施している。検定の出題範囲には、CGやCADによる

製図や機器が含まれるなど、短大生にとって難解で

あるが、比較的に短時間の学修で高い合格率を達成

している。

B− 9 情報コンテンツ制作ソフトを用いたｅ-ラーニ

ング教材作成とソフト活用方法の試み

杉野服飾大学短期大学部　森田　裕子　　　　　　　　　　　　　　

服飾造形関係の実習科目は技術習得が前提で、繰

り返しが求められる。そのために、自主学修用に理

解しやすい教材コンテンツを数多く揃え、授業時及

び教室外での学修環境を整えた。それにより、自立

的学修習慣が身に付き、学修意欲の向上と学修成果

につながった。

B− 10 ICTを用いたライブ体験の学修支援とグロー
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龍谷大学　中村　有利子

授業「法情報演習」において、複数の教職員の連

携により双方向＋学生のスキルに応じた支援を行い、

落ちこぼれをなくした。ローライブラリアンが授業

に関与したことで、教員・学生向け新規法情報コン

テンツやDB「R-LINE」の開発につながった。今後の

課題は、コンテンツの持続的提供と学部・市民向け

法情報リテラシー教育への発展である。

B− 16 薬効評価・副作用の確認がトレーニングでき

るフィジカルアセスメント学習教材の開発

九州保健福祉大学　徳永　仁

薬学生・薬剤師が薬効の評価や副作用の確認を学

ぶため、ICTを活用した教材を開発した。画面上の患

者に対して質問を行い、処方箋を見ながら体温・脈

拍・血圧・SpO2・心電図等の確認と心音・肺音・腸

音の聴取が可能で、それらの正誤も知ることができ

る。フィジカルアセスメントがバーチャル体験でき

るｅラーニング教材である。

B− 17 看護教育における学習支援のためのICT活用

試案

聖マリア学院大学　瀧　麻衣

科目間の繋がりの可視化と、学内ICTシステムを活

用した学習支援システムの構築を目的とし、本学ICT

活用試案に取り組んだ。結果、学生の自主的なアク

セスが増えつつある。今後は、学内組織との協議・

連携のもと、他分野との連携強化や能動的学修・反

転授業など、各科目の特性を生かした効果的な学修

形態の検討や導入なども必要である。

B− 18 ICTを活用した多職連携教育の実践

名城大学　野田　幸裕

医療施設を有していないため、近郊の医療機関と

「教育協定」を締結し、医・看護学生と本学薬学生が

グループとなって多職連携教育を実践している。昨

年、Web教材を作成・導入した結果、学生がこれまで

に習得した知識・技能の整理・確認に繋がり、多職

種への理解を深めることができた。

B− 19 インストラクショナル・デザインを用いた

フィジカルアセスメントWeb教材の開発

北里大学　熊谷　奈穂

看護技術の習得としてバイタルサインを理解する

ため、病棟実習前にバイタルサイン測定における看

護師の思考過程をイメージできるよう、教材開発を

行った。Moodle閲覧履歴の集計と学修者へのアンケ

ート調査で教育効果について検討してく必要がある。

C− 1 学生が納得し、教員も満足のいく成績評価の

手法の開発

流通科学大学　小無　啓司

課題や問題を解決し易い場を提供できるe-Learning

システムとして、Linuxの仮想マシンを用いて学生一

人ひとりの仮想ホストを作成し、学修と発表の場と

なるようにした。これをもう一つの別の仮想マシン

に複製することで、学生の学修活動を自在に評価で

きるようにした。

C− 2 スマートフォン／タブレットＰＣ向け学修支

援アプリの開発と展開

関西学院大学　内田　啓太郎

学修支援アプリは休講情報やバス時刻表などよく

利用される情報へのアクセスが簡便にでき、他の情

報へのアクセスもアイコンを用いて分かりやすいよ

うに画面設計されている。アプリのダウンロード数

の推移から、このアプリが学生にとって必要不可欠

であると推測できる。

C− 3 学生情報を活用した学習支援体制の構築

サイバー大学　河内　一了

学生の履修継続は教育的にも経営的にも非常に重

要な問題であり、フルオンライン大学であるため、

学生の履修継続のために様々な学生情報を利用した

取り組みを行っている。制度的にも追試験・再試験

の実施や一斉開講スケジュールの導入により、単位

修得率の改善に繋がっている。

C− 4 ユビキタス学修支援組織の創設　～ICT教室

から全空間の学習支援へ～
大阪女学院大学　小松　泰信

入学生全員が一人１台のタブレット端末（iPad)を

携帯する教育学修体制に移行し、ユビキタス学修支

援組織を開設して、学生参画支援ラボの設置や反転

授業の導入など、教育の幅を広げている。

C− 5 アクティブラーニングのための学習空間の構

築と整備

フェリス女学院大学　内田　奈津子　　　　　　　　　　

2013年度よりPBL（プロジェクト学習）科目の新

設とともに、多くの科目にアクティブラーニング的

な要素を加味させる改革を行い、これに伴って教室

設備を整備した。取り組みにより、利用者の利便性

を増すだけでなく、教育効果を高め、学生の意識を

も変化させてきている。

C− 6 アクティブ・ラーニング用パイロット教室の

導入と教育効果
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東海大学　白澤　秀剛

「自ら考える力」を育成することを目的として、

2013 年度に次世代のアクティブ・ラーニング用のパ

イロット教室を２教室整備し、通常教室と比較して

授業に集中できている。

C− 7 フィールドプラクティスによる産学連携と実

践的教育の取り組み

大阪産業大学　山田　耕嗣　　　　　　　　　　

デザイン工学部の設置とともに授業科目「フィー

ルドプラクティス」を新設した。現場に出て社会活

動に触れる体験型の教育を行うため、企業と連携し

た講座の企画、実施、改善を図ってきた。　フィー

ルドプラクティス講座の学生評価は授業アンケート

で確認し、建設的な意見が多数得られた。

C− 8 ＰＢＬによる電子書籍の作成

大谷大学　髙橋　真
電子書籍は知の結晶を情報技術で作成するため、

文系の知と理系の知を融合して活用できる人材を養

成するという目的に合致している。学生主導で電子

書籍を編集するという授業の枠組みを超えたプロジ

ェクト学修（PBL）を実施した。達成感は得られたも

のの主導できるまでに至らなかった。

C− 9 学生によるカレッジ・アイデンティティの形

成：学科横断的な映像制作と連携モデルのデ

ザイン

実践女子大学　河井　延晃

大学組織における学生のアイデンティティ形成に

は、学生自身の主体的で能動的なコミュニケーショ

ン行為が必要であると考え、非正課外教育として大

学の広報映像制作を行う学内プロジェクトを開始し

た。グループ・ウェア上での協調活動を通して学修

空間やスタイルの模索を行った。

C− 10 ICTを活用した地域　～大学連携事業～経営

コミュニケーション学の実践～
東北工業大学　亀井　あかね

工業大学に設置された文系学部において、学年混

合・学生主体の東日本大震災被災地復興のためのプ

ロジェクトを実践している。大学の学びを実践し、

良い社会をデザインする思考力、分析力、企画力、

実行力、プレゼンテーション能力を育成する機会を

提供している。

C− 11 授業支援システムを活用したアクティブラー

ニングの授業開発について

東海大学　岡田　工

遠隔地キャンパスにおいて、メインキャンパスに

あるFDを担うセンターと連携し、アクティブラーニ

ングによるプロジェクト授業を実施し、教材や授業

方法を開発した。授業を担当した教員は、学生が主

体的に活動することに驚き、他の授業にも応用でき

るとの感触を抱いていた。

C− 12 100人規模クラスでのクリエイティブデザイ

ンプロジェクトの取組み

駒澤大学　青木　茂樹

専門知識を横に連動させ、課題発見から創造的な

議論と実践を進め、ゴールへと到達する力を養成す

べくGoogleハングアウトやアンケート機能を活用した

15週の専門講義を経営学部２～４年生（100名）に
対し行った。学生たちの主体的に学ぶ姿勢や教える

喜びが実感された。

C− 13 予習・復習に重点をおいた初級プログラミ

ングの授業実践　～より有効な反転授業を

目指す〜

東北学院大学　松本　章代

情報科学科２年次対象の必修科目「プログラミン

グ初級（２コマ連続、半期）」において、講義動画を

用いた反転授業を実施した。その結果、90%以上の

学生が予習復習に取り組み、また、その取組具合と

試験の得点に強い正の相関が見出され、教育効果が

高いことが明らかになった。

C− 14 「教えない」をベースにしたプログラミン

グ授業とICT活用のバランスに関する試み

東海大学　田中　真

教員が丁寧に教えることをせずに、単元の目的や

目標を明示し、導入から学修ゴールという図式を繰

り返す教授学修法をプログラミング授業の中で実践

した。その結果、教員に対する評価は下がるものの、

従来に比べ大幅な成績の伸びが認められた。

C− 15 留学生教育におけるブレンディッドラーニ

ングの実践　～文法教育の反転授業の試み

と課題〜

関西大学　手塚　まゆ子

留学生（日本語）教育に反転授業を導入し、実践

した。予習実施率の高い学修者は低い学修者に比べ、

到達度テストの成績が良好であったが、学修者全員

が予習動画を見ているわけではなく、そのために授

業時間内で取り組むべき内容が十分行うことができ

なかった。

C− 16 ICTを利用した事前学習環境の構築とその試
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行について

関西国際大学　山下　泰生

PCリテラシーの授業において、YouTubede公開さ

れている公開コンテンツや新聞社が提供するクラウ

ド型教育コンテンツを活用した事前学習を導入した。

その結果、学習効果や受講生の肯定的反応が確認で

きた。MOOCの活用や学習充足度の尺度や検証方法

の確立が今後の課題である。

C− 17 ICTツールを活用した反転授業の運用と効果

～会計学・財務諸表分析初学科目において～
関西学院大学　木本　圭一

国際学部国際学科において簿記会計教育の中で反

転授業を実践したが、当該反転授業の効果を認める

ことはできなかった。学生の予備知識が不足してい

る一方、予習コンテンツがそれに対応できていない

こと、また学生の反応を見て授業を進められなかっ

たことが原因であると思われる。

C− 18 医学教育国際認証と反転授業による社会医

学授業改革

福岡大学　守山　正樹

医学教育の国際化に対応すべく質・量を落とさず

時間を授業時間を圧縮するための反転授業に取り組

んだ。コンテンツはマイクロレクチャーとして

YouTubeに公開され好評価を受けており授業時間短縮

に目処をつけることができた。

D− 1 自動車整備士養成課程におけるICTを活用し

た国家試験対策システムの導入について

北海道科学大学短期大学部　亘理　修

自動車整備士養成において個別指導が必要である

が、多大の労力を必要とする。学生の模擬試験の成

績が自動的に記録されるe-Learningシステムの導入に

よって、習熟度に応じた指導が可能となった。成果

として、学生の自動車整備士試験合格率は全国平均

を上回っている。

D− 2 課題提出システムを利用した教養教育と教養

試験対策

豊橋創造大学短期大学部　伊藤　圭一

短大の教養教育の充実、公務員試験の対策として、

e-Learningシステムを導入した。授業外学修を習慣化

するために、学生に作問作業を課した。聴く姿勢の

変化、テキストを読み返す作業、討論による学び、

学生へのレスポンスの迅速化等々、望ましい変化が

得られている。

D− 3 タブレットPCを用いた新しいe-Learning

愛知淑徳大学　伊藤　春樹

学生の学修効率を上げ、教員の負担軽減に資する

ようなタブレットPCを用いたe-Learningシステムの構

築を目指す。学修成果並びに学修過程の行動・履歴

が自動的に記録され、これを利用できれば、教育学

修効果を挙げることが期待されるが、いまだ試行段

階の域を出ない。

D− 4 ネットワーク配信授業を活用したB- Learning

愛知工業大学　沢田　克敏

教室授業学修と授業のネットワーク配信授業をブ

レンドするB-Learningシステムを開設し、積上げ式講

義において成果を挙げてきた。ネット受講の成果確

認のため「ネット受講報告」の提出を義務付けてい

る。受講学生からは評価も高いが、教育効果の分析

が必要である。

D− 5 オンデマンド式と対面式を融合させたブレン

ド型授業の評価と課題

早稲田大学　保崎　則雄

１単位６回の講義についてLMSを利用し、オンデ

マンド授業と対面授業のブレンド学修を実施してい

る。視聴、資料参照回数、コメント書込み回数、対

面授業参加により成績が決まる。ただしドロップア

ウト率が通信制の場合に対して高いことが一つの課

題である。

D− 6 コーセラのピアレビュー法を取り入れたタブ

レット端末によるプレゼンテーションスキル

の養成

大谷大学　上田　敏樹

プレゼン・スキルの養成において、Couseraで採用

されているピアレビュー法を活用し、また各チーム

のプレゼン評価をクラウドサービスを用いた。評価

項目の重み付け、原稿に頼らない発表力の養成、プ

レゼン機会の増加が今後の課題である。

D− 7 教育現場での実践的スキルを取り入れたコン

ピュータリテラシー教育に関する一考察

浜松学院大学　坂本　雄士

大学初年次の情報教育科目においてWord、Excel、

PPTの基本操作、画像処理、ホームページ作成を、教

職現場に即して実践的に行った。学生の授業への意

欲的な取り組みと教職へ意識の向上には一定の効果

が見られた。討論等による深い学びの機会の提供す

ることが課題である。

D− 8　情報活用力の修得を目的とした科目「 ICT応

用」におけるICTの活用事例とその効果
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豊橋創造大学　三輪　多恵子

ICT応用科目において、入学時に配布した携帯端末、

LMSやポートフォリオシステムを用いて、自学自習、

授業理解度の掌握と促進、さらにはグループワーク

の支援を行ってきた。学修効果の掌握による指導が

可能となり、また学生の能動的な学修を生みだすこ

とにおいて、成果が見られた。

D− 9 全学的な情報処理技能向上を志向した必修・

選択科目の連携

広島修道大学　記谷　康之

情報リテラシー教育において、情報活用に対する

意識の変化また基本的な情報処理に関する基礎技術

の向上について検証した。授業期間内の情報活用の

意識は、タイピング・スキル、情報に関する基礎的

知識との関わりが深いことが推察される。

D− 10 暗号処理を題材とした表計算ソフトの関数

学習

兵庫大学　堀池　聡

人文科学系の学生の２年生ゼミにおいて，操作に

慣れた表計算ソフトによって、プログラミングは行

わずに，関数による処理だけで、例題レベルの問題

ではなく，かつ学生が興味を持ちやすい換字式暗号

の解読演習を行った。今後はRSAを題材に，問題分析

能力を身に付けさせる方法を探っていくことが課題

である。

D− 11 基礎教養教育科目「情報リテラシー」の再

構築に向けて　～授業開発・改善の試み～
江戸川大学　波多野　和彦

現状ではなかなか進まない教育の質保証を、「情報

リテラシー」等の基礎教養教育科目において実現す

るため、関連する科目の学修課題を工夫し，連携す

ることで、学生が身に付けるべき知識や技能の水準

を維持する試みを実践している。効果の検証、連携

方法の精緻化等が今後の課題である。

D− 12 タブレット端末のリテラシー教育と授業連携

北海道科学大学　藤田　勝康

１年生からiPadを用いたコンピュータリテラシー教

育を行った3年間の成果を、iPadの使い方、Office教育、

iPadらしい使い方の３点にまとめた。手書きアプリを

用いた授業ノートの作成や、アプリによる自己PRビ

デオの作成は、大きな効果があった。ビデオは毎年

蓄積し、就職活動に活かす予定である。

D− 13 大学初年次の著作権教育において「違法事

例」が果たす役割

京都女子大学　水野　義之

「コピペ問題」を踏まえて、問題発生前後の学生ア

ンケート等により、大学での著作権教育の反省と課

題を認識した。著作権者側の権利理解と例外措置理

解だけでは学生教育として不十分である。各国の著

作権教育の比較等により、一般化・普遍化すること

が今後の課題の一つである。

D− 14 医学部学生を対象とした情報活用技術の獲

得支援講義

東京女子医科大学　佐藤　梓

選択講義「医学情報学」では、学生個々人に専用

で各種情報端末を使用させている。iPad miniは医学情

報へのアクセスを容易にし、実習用電子カルテ端末

は医学を学ぶモチベーションを高め、Facebookは情報

倫理・セキュリティ意識の涵養に繋がっている。こ

れらの成果から、必修講義への盛り込みを含め，履

修人数の拡大策が課題である。

D− 15 ICTスキルの可視化と対策　～初年次から卒

業までのスキルアップ計画～
フェリス女学院大学　柴田　雅博

文系学生が初年次に習得しておくべきICTスキルを

チェックリストにまとめ、スキル向上に成功した。

今回、教員から特に要望の多い項目、学生があまり

身に付いていないと思われる項目を精査して、３～
４年次向けチェックリストを作成し試験実施を行う。

スキルチェックはWebアンケート形式のため回答率を

確保する対策が必要である。

D− 16 情報リテラシー教育を基礎とした化学を理解

するためのビジュアルプログラミング教育

城西大学　堀合　公威

化学の真の知識を理解すため、幅広い基礎知識と

思考能力を身に付ける方法としてプログラミング教

育がある。情報リテラシーを習得した学生に対して、

無償で自習できるVisual Basicによるプログラミング教

育を試みている。

D− 17 集合型教育におけるコンピュータ・プログラ

ミング言語教育を支援するシステムの提案

福岡大学　中國　真教

プログラミング言語の集合型教育を支援するため、

一定時間当りのDeleteキーやBackspaceキーの使用頻

度をリアルタイムに調べ、指導が必要な学生を自動

的に発見するシステムを開発・実装し効果を測定し

た。移動しながら指導できるようなタブレット端末

への実装等が今後の課題である。
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D− 18 ＬＭＳを活用したチームティーチングによる

初年次プログラミング教育の実践

日本工業大学　勝間田　仁

初年次のプログラミング教育では、能力別クラス

編成でも学修の進捗に差が生じる。主体的な学びを

支えるために、複数の教員とTAがLMSを利用して

個々の学生の課題進捗管理、学生の声などを集約し、

チームティーチングによる個別授業を行っている。

今後は，課題の取り組みをポートフォリオ化する必

要がある。

E− 1 My Bookshelf web／SNSを通じた大学生と書籍

との関係づくり

実践女子大学　犬塚　潤一郎

書籍の電子化・ネットワーク化は、知識と世界と

を共時的に捉える見方を強いる傾向がある。一方、

学修は自身と知識との関係を、成長、発展、回顧な

ど時間性において捉える行為である。電子メディア

化と人間性を考える視点から、教育手法開発に取り

組んだ。

E− 2 SNSを使用したディスカッションボードの構築

～「教えない」英語教育を目指して～
国士舘大学　菅原　安彦

学修者としての自立をはかるための「学びの場」

の構築として、SNSに学修者が意見を出し合う場を設

け、模倣学修などを通して互いの発言が学修に影響

し合うこと体験させ、教師に教えられなくても学べ

ることに気づかせることに取り組んでいる。

E− 3 SNSとタッチタイピングを組み合わせた学習

意欲向上の試み

大谷大学　柴田　みゆき

学生の学習意欲向上のために、SNSを組み合わせた

タイピング反復練習を、本学人文情報学科の任意の

１クラスで2013年度に実験的に行った。その結果、

適切な目標が設定された反復練習とSNSによる記録の

可視化は、学習意欲向上に効果的であることが判明

した。

E− 4 Mood leを利用した出席管理システムの開発と

運用

北海道科学大学　真田　博文

学生の授業への出席状況を全学的に迅速に把握し、

学生指導に役立てるため、Moodleの出欠モジュール

の機能をカスタマイズして利用することを計画し、

実行した。一覧性、リアルタイム性に優れた仕組み

を構築でき、学生指導に役立てることができた。

E− 5 Mood leを活用したタイピング練習とその影響

に関する調査研究

北九州市立大学　岩田　一男

タイピング練習の実態とその成果、タイピング実

績と影響の可能性があるテスト等について調査し、

コンピュータリテラシー指導の一つとして示唆でき

るものがないか検討した。タイピング能力はデータ

投入の役割のみならず、様々なことと関連している

ことが見えてきた。

E− 6 学習支援システムを使用した短大講義科目にお

ける教育改善の試み

大妻女子大学短期大学部　守田　美子

LMSを活用して短大講義科目の授業を教育改善し

た。基本的なアカデミック・スキル未習得の学生に

対し、ポイント毎に区分けされた講義内容に連動し

た復習テストをLMSで毎週回答させて知識の整理と

確認をさせたところ、統計的に有意な学習効果が得

られた。

E− 7 学習管理システム（LMS）の利用範囲と学内展開　

〜学習・授業支援と危機管理対策〜

獨協医科大学　坂田　信裕

2011年に導入したLMSの現状を把握した。学習・

授業支援用として利用が増加し、アクティブ・ラー

ニングへの活用など新たな展開が始まってきた。危

機管理対策支援用としても、実際の安否確認に活用

されるなど、LMSは本学の教育系基盤システムとし

て浸透した。

E− 8 Mood leのdata抽象化による作業の効率化

大阪国際大学　石川　高行

LMS の一種である Moodle において、コース内容

がより有機的となるよう、その基盤ライブラリーと

なる backupfile-yaml 相互変換と大学で実装したい 構

造を検討し、構築した。

E− 9 日本の大学が一刻も早くムードル採用にむけ

て動き出さなければならない10の理由

静岡理工科大学　McNabb R. Gregg

Moodle日本ではまだ本格的な活用には至っていな

い。近い将来ｅラーニングとブレンド型学修が主流

になることは明白であり、大学教育においてMoodle

のような効果的手法を可及的速やかに採用し、教育

の質を高めていくことが必要である。

E− 10 大教室での知識移転型授業の支援　～新た

な授業モデルによるクラウド型授業ツール

の構築～
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フェリス女学院大学　春木　良且

授業そのものを、教師と履修学生の両者による文

書の共同作成作業と捉える作業モデルを提起し、授

業時にその支援を行うツールを開発した。さらに、

クラウド型ストレージによるファイル共有サービス

を利用することで、授業外での学修を支援すること

も意図した。

E− 11 授業を活性化する携帯端末向け短文投稿シ

ステムの開発と活用

就実大学　中西　裕

SNSのような短文投稿システムを開発し、講義中に

サブプロジェクタに投影することで、リアルタイム

な反応を教師と受講者が共有することを可能にした。

IDとして学籍番号を入力するのでユーザ登録が不要

であり、画面上は匿名だが教師は発言者の特定が可

能である。またクリッカーの機能も実装している。

E− 12 スマートフォン・タブレットを活用した学生

発言の促進で実現する授業改善

名城大学　武田　直仁

オンラインクリッカーサービスを利用し、双方向

授業が成績向上につながるか検討した。結果として、

発言回数の多寡と成績の相関は認められなかった。

クリッカーに対する不満・改善要求を発言した群を

授業に対する満足群と不満群に分けると、満足群の

成績が有意に高いことがわかった。

E− 13 学習支援システムを利用した知識共有型授業

の運営方法　～学びの場の構築〜

創価大学　犬塚　正智

スマートフォンからの書き込みに連動させたWebを

使ったコミュニケーション、課題図書を用いたレポ

ート作成、学生からの成績に対する質問・回答シス

テム、の三つの取組みについて授業改善を行った。

授業アンケート結果から、予習・復習に費やす時間

が大学平均より多いなどの効果が見られた。

E− 14 複数教員によるオムニバス形式講義での参加

型授業支援ツールを用いた取り組みの報告

東北工業大学　笹本　剛

講義経験のない講師を含めた複数教員による授業

で「質の差」を少なくするための双方向授業を行っ

た。リモコン型レスポンスアナライザを学生に配布

し、講師の質問に答えさせる。その場で集計してグ

ラフを表示したり、授業最後の感想文と合わせて分

析し、次の授業へフィードバックすることが可能で

ある。

E− 15 バックグラウンド稼働クリッカーの開発と

実践活用

東洋大学　巽　靖昭

学生個人のスマートフォン等を利用し、講義中に

学生から教員に向けて情報を伝えることができるプ

ッシュ型クリッカーを開発した。学生は講義中にい

つでもボタンやテキストでフィードバックを送るこ

とができ、設定した閾値以上の数の情報が集まると

プッシュ型通知によって教員に伝達される。

E− 16 次世代型学生証を使った多人数一斉グループ

学習

愛知工業大学　中村　栄治

電子棚札(ESL)を学生証として使用すると種々のメ

ッセージを表示することができるので、それを利用

した授業支援システムを開発中である。多人数でグ

ループ学習を行う授業では、学生の入室と同時にESL

に所属グループを送信し、スムーズにグループに分

かれて着席することができる。

E− 17 創造理工学実験における教育ネットワーク

システムの構築

中部大学　伊藤　智幹

複数の実験室、実験講義室、指導室と分散して授

業を実施するための教育ネットワークシステムを構

築した。これには出欠やレポート情報などをデータ

ベース化する学修管理支援、e-learning教材などを提

供する学修支援、TV会議や緊急時の状況把握などを

行う授業運営支援の機能がある。

E− 18 低コスト指向な大規模無線ＬＡＮ環境の構築

と運用　～接続端末数５万台超へ向けて～
京都産業大学　大本　英徹

学生のスマートフォンやノートPCによるBYOD環

境を実現するため、在籍学生全員が接続できる無線

LAN環境を設計・導入した。スケーラビリティや耐

障害性の観点から自律分散型のシステムを選択し、

8,000台強の端末接続を実測した際にも特に問題なく

稼働している。

文責：教育改革ICT戦略大会運営委員会
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平成26年度の本会議は、９月４日にアルカディア

市ヶ谷（東京、私学会館）にて、「短期大学士力」

の抜本的改革をテーマとして開催し、参加者数は昨

年度よりも増加し、58名（39短期大学）であった。

短期大学は、教育の面から４年制大学と専門学校

との差異化を通じて、その役割と機能の強みを具体

的に明確にしていくことが問われている。中央教育

審議会においても、短期大学士に必要な能力を整理

確認する中で、職業一般に必要な教養教育、地域・

企業等社会の人材ニーズに対応した教育、ライフス

テージに応じた教育、学士課程教育への接続教育が

重要とされている。

このような状況下で、地域社会や産業界から強く

求められている「短期大学士力」を有する有為な人

材育成に積極的に取り組む必要があり、アクティ

ブ・ラーニングなど効果的な教育方法の導入による

教育改革が不可欠となっている。

そこで、社会や地域と連携しながらアクティブ・

ラーニングなど教育の工夫を行われている短期大学

から事例紹介をいただき、中央教育審議会における

短期大学士力に関する意見や短期大学の課題につい

ても紹介いただいた。また、３年前より構想し、今

年度開始した「短期大学就業力コンソーシアム」の

活動として、短期大学教育の在り方を点検するエビ

デンスとして、短期大学として取り組むべき課題を

洗い出し、教育改善に向けた取り組みを促進するた

めの卒業生アンケートの実施結果を報告した。詳細

は以下の通りである。

アクティブ・ラーニング事例紹介１

「アクティブ・ラーニング手法を取り入れた地域・

産業界との連携教育」

静岡英和学院大学短期大学部食物学科准教授

前田　節子　氏

従前より実践している就業力育成支援事業を、さ

らに23大学・短期大学からなるグループにおいて、

アクティブ・ラーニングを活用した教育力の強化と

地域・産業界との連携力強化の２点を柱とした事業

に取り組んでいる。

2012年に行ったアンケートの結果において、積

極性など社会人に必要とされる能力が低いという結

果を踏まえて、アクティブ・ラーニングを用いて社

会人基礎力の向上を目的とし、学生企画による食育

劇の上演など食育活動の参加状況、インターンシッ

プへの参加状況、および内定状況についてそれぞれ

能力特性との関連について調査を行った。

評価には評価方法の一つであるPROGを用い、リ

テラシー評価においては、１、２年生を比較した場

合、食育活動参加者には課題発見力、インターンシ

ップ参加者では情報収集力を除く能力、内定者では

情報収集力と言語処理能力でそれぞれ差が見られ

た。また、コンピテンシー評価について同様の比較

を行った場合、あまり差が見られなかったが、内定

者と非内定者との間では大きな差が見られ、特に２

年生においては対自己基礎力、自信創出力、行動維

持力などについて有意差が見られた。

これらの活動は、コンピテンシー評価される能力

がアクティブ・ラーニングにより大きく影響するこ

とで、より産業界との連携推進や地域活動の発展に

寄与することが期待される。

アクティブ・ラーニング事例紹介２

「自ら考え行動しチーム貢献できる保育者養成」

聖徳大学大学院教職研究科　　　

聖徳大学短期大学部保育科教授　藪中　征代　氏

本取り組みは、学生が少人数コミュニティを形成

し、教員はファシリテーターとして、学生の主体的

な学びを推進する教育プログラムを展開することを

目的としている。学生間と学生・教員間の双方向学

習が可能で、学習テーマや活動内容などをコミュニ

ティごとに決定して実践することで幅広い学びが保

証され、自ら考え行動していくことによって課題探

求能力と人間関係調整力を向上できることが特徴で

ある。

学生は、自分の成長を記録するプログレスノート

に活動を記入しながら、コミュニティごとのテーマ

学習を情報収集やフィールド学習の結果を通じて、

学生フォーラムで最終発表する。教員は、研修会を

通じてスキルと質を向上させることで、課題解決型

学習の実効性を高めている。

評価としては、学生による自己・学生間評価や満

足度、教員や外部による評価など多面的に評価を行
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い、概ね高い評価が得られた。

また現在では、大学ＣＯＣ事業「信頼と共感でつ

なぐ“ふるさと松戸”づくり」が行われており、地

域貢献科目の必修化により、地域の保育現場に出向

き子育て支援に取り組むことで、アクティブ・ラー

ニングを活用して知識と活力と仕事力のある保育者

の養成を目指し、広義の地域貢献や地域貢献活動の

実践に繋がるように計画されている。

話題提供

「短期大学士力の考察～中央教育審議会での意見を
踏まえて～」
中央教育審議会大学教育部会短期大学ワーキング

グループ専門委員

東京大学大学総合教育研究センター教授　

小林　雅之　氏

中央教育審議会大学分科会大学教育部会短期大学

ワーキンググループにおいて、平成26年８月に「短

期大学教育の在り方」がまとめられた。元来短期大

学は、短期の高等教育機関として社会に有為な人材

を送り出すために高等教育の機会均等を確保し、地

域社会を支えるべく職業人材の育成の役割を担って

きたが、グローバル化や情報化の進展、少子高齢化

に伴うこれからの知識基盤社会は、大学教育に対し

て明確なアウトカムを求める傾向にある。

18歳人口の減少、学生の４年制大学志向の拡大な

ど、短期大学を取り巻く経営環境は依然厳しいが、

その中で短期大学の強みと弱みを明らかにし、専門

学校との差異化を図り、情報を公開・発信する中で

短期大学士力が明確に提示されることになろう。

短期大学を専門学校と比較した場合の最大の強み

は、質保証であり、設置審査は言うまでもなく、認

証評価機関である短期大学基準協会により事後の評

価による質保証がなされている。さらに、育成する

人材像に合わせて教養教育を取り入れた一貫したカ

リキュラムが構築されている。特に教養教育は、今

後、旧設置基準から受け継がれた「人文・社会・自

然科学」を基礎とするだけでなく、情報科目に代表

されるような新しい社会ニーズに対応し、かつこれ

らを包括する言語能力と論理能力を育成する内容へ

と進化する必要があろう。また、４年制大学と比較

すると、少人数教育や担任制度など、きめ細かな教

育を提供できる利点があり、導入教育としての性格

を持たせることもできる。

短期大学教育の在り方として、職業一般に必要な

教養教育、地域・企業等社会の人材ニーズに対応し

た教育、ライフステージに応じた教育、学士課程教

育への接続教育などがあげられるが、現在、求めら
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れているのは、４年制大学や専門学校との差異を具

体的に「見える化」することである。さらに、短期

大学全体として社会ニーズを研究し、教育の在り方

や教育方法を高めあう努力が必要である。そのため

には、大学ポートレートの積極的活用、 IR

（Institutional Research）の強化、コンソーシアムの結

成などによる戦略的計画の策定が重要となろう。

＜質疑応答＞

Ｑ：今後、短期大学教養教育には具体的にどのよう

な内容が求められるのか。

Ａ：倫理観を導入した「情報リテラシー」や、「金

融リテラシー」などが考えられる。金融リテラ

シーでは、お金を借りる利子が発生して、とい

ったような社会での常識をきちんと教えるべき

ではないか。

Ｑ：短期大学の規模でIRを導入するのは事務的な負

担にならないか。

Ａ：どの短期大学でも学生データ等は既にとってい

るはずで、そのデータがうまく活用されていな

いことの方が問題ではないか。米国の小規模な

二年制のコミュニティカレッジでも実働したの

はここ10年くらいで、担当者は１、２名である。

日本でも導入可能と考える。

Ｑ：大学ポートレートは就職先に対してはどう働く

か。

Ａ：就職先もステイクホルダーとして想定したが、

まず重要なのは受験生とその保護者、としてス

タートした。これからの課題だ。

Ｑ：大学ポートレートは高校生に周知されている

か。

Ａ：現時点では、残念ながら徹底されているわけで

はない。これから人気が高まることを期待して

いる。

Ｑ：短期大学として、非学位課程の検討も重要か

Ａ：生涯学習の拠点としての役割の重要性は20年前

から議論されているが、コストの問題、受講生

の教育要求とのミスマッチなどの問題があり、

なかなか実現にまでは至っていないのが現状。

活動報告

「短期大学就業力コンソーシアムによる教育点検」

「短期大学就業力コンソーシアムの実施報告」

短期大学会議教育改革ICT戦略運営委員会

豊田　雄彦　氏（運営委員）

短期大学会議では、昨年度より加盟校と短期大学

会議参加校等に呼びかけ、今年度より「短期大学就
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ての感想、学んだことが社会で役立っているかなど

である。

このようなアンケートの結果を教学に反映するの

が本来の目的であるが、本学では短大再生委員会を

５年前に発足し、理事長を委員長として協議してい

る。履修モデルもここでの検討結果である。この検

討の結果は、入学者数の回復にもつながっていると

言える。

アンケートをとるのは簡単であるが、それを教育

にフィードバックするのは難しいため、IR会議を発

足した。学長をリーダーとして、学科長、センター

長、局長、部長クラスで構成されている。学生に限

らず高校生、高校教員、企業、卒業生、保護者、教

員、職員などのステイクホルダーに関する情報の収

集も行っている。

全体討議

事例紹介や報告を踏まえて、以下のように参加者

との意見交換を行った。

１）卒業生アンケートの教育への活用や、IRに取り

組み、調査結果を教学にフィードバックする仕組

みを既に持っているか参加者に確認したところ、

２校から報告があった。IRの組織が立ち上がって

いること、大学では多様なデータが分散している

ため一元化する試みがなされ、調査結果をFD研修

会でも活用し、改善に結び付けていること、地域

のコンソーシアムに参加して、入学時、卒業時、

卒業後の段階のデータをとり、大学間で比べてい

ることであった。

２）教育改革と財務基盤の確立について、再度、戸

板短期大学に意見を伺ったところ、ファイナンス

なくしてガバナンスはありえないという考えのも

とに、教学上の改革も進めてきた。IR会議の設置

もその一つである。一方では教員評価制度を策定

しており、アクティブ・ラーニングを進めるべく

教員を研修に派遣している。

３）アクティブ・ラーニング実施の際の学生への支

援について実践例を聞いたところ、グループワー

クを実現させるために、入学前から学習文化に慣

れるようなプログラムを作り実施していること、

クラス編成を工夫し、能力的に応じてクラス人数

を調整する工夫を行っており、その結果、グルー

プワークがやりやすくなったことが紹介された。

文責：短期大学会議教育改革ICT戦略運営委員会
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業力コンソーシアム」を開始し、社会からの意見を

踏まえて短大教育のあり方を点検するエビデンスと

して、卒業生アンケートを実施した。その結果がま

とまりまったので、以下に報告を行う。

調査機関は2014年６月〜７月、調査方法はWebに

よるアンケート調査とした。13校に協力いただき、

計6,816名の卒業生に回答を依頼した。調査項目は

性別、卒業年、現在の職種、業種などの属性項目、

職場で発揮できていると思われる力、自分がもっと

身につけておくべきだったと思われる力についての

選択項目、教育に関する自由記述とした。その他に、

各大学が独自に設定できる項目も加えた。

調査結果については、回収数は642件で回収率は

9.4%で、ほぼ想定した回収率となった。集計結果は

「職場で発揮できている力」については、「職場で得

た知識・理解」がもっとも多く58.3％、次いで「本

学で学んだ分野や専門領域」で47.2%、「他の人と効

率よく仕事する力」35.7%となった。「自分がもっと

身につけておくべきだったと思われる力」について

は、「本学で学んだ分野や専門領域」が35.2%、次い

で「他の人に意図を明確に伝える力」が34.7%、「新

たなアイデアや解決策を見つけ出す姿勢」、「記録、

資料、報告書等を作成する力」がともに27.2%であ

った。

回答傾向については職種ごとに特徴があり、「保

育士」、「幼稚園教諭」、「栄養士」のグループで似た

ような傾向にあり、同じく「接客業」、「事務的職業」、

「製造業従事」のグループでも同一の回答傾向が見

られた。

自由記述では謝辞が大半を占めたが、一部、「知

識だけでなく実技も必要」、「試験に論述式も必要」、

「共通科目で評価基準をあわせて欲しい」といった

教育改革につながる要望も寄せられた。

「教育成果を点検するための卒業生アンケートの活

用」

戸板女子短期大学メディアセンター／

キャリアセンター部長　坂　勇次郎　氏

設置学科は服飾芸術、食物、国際コミュニケーシ

ョンの３学科で、定員は400名で、そのうちの大半

が就職希望であるが、就職率は96.7%となっている。

就職率の向上に寄与した取り組みは「履修モデル」

で、行きたい業界別にクラス編成を行い、専門家を

招聘したり、現場での学外実習などを行っている。

卒業生アンケートは独自に３年前より実施してお

り、今年は卒後２年目、３年目、４年目の卒業生を

対象とし、去年や一昨年は数年おきの20年目まで、

去年は25年目までを対象とした。質問内容は、学生

生活はどの程度充実していたか、本学の学びについ

事業活動報告
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大地から力強くそびえ立つ大樹をイメージしたデザイン。隣

の新１号館、「農大の森」と一体的になるよう計画されました

プロジェクタ本体を見せない映写窓を採用
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株式会社映像システム

最先端農学研究拠点を支える施設

東京農業大学　農大アカデミアセンター

■世界の農学拠点大学として
東京農業大学では平成28年の創立125周年に向

けた教育環境整備事業が進行しています。「自然」

や「生物」をテーマに、国際的研究機関としての

飛躍と、農学を修める学生たちへのより豊かな教

育環境の提供をと、たくさんの関係者の支援と期

待が込められている事業です。その一環で、平成

25年11月、世田谷キャンパスに、地上９階、地

下２階からなる「農大アカデミアセンター」が完

成しました。以前の図書館棟跡地に、図書館、大

学事務局等の機能が集められ、その他、講堂や会

議室等も含めたキャンパス内の中心となる施設で

す。今回導入した設備は、大学の教室系マルチメ

ディア設備というより、主に会議室ソリューショ

ンやホールＡＶ設備として分類されるものです。

大学でこれまで使われてきた機能を踏襲し、さら

に、よりシンプルかつ時代に即したシステムが実

現しました。

■全国各地のキャンパスを結ぶ司令部的役割
センター地下にある、初代学長・横井時敬氏に

ちなんだ「横井講堂」（次ページ写真）は、講演

会などで利用されるホールです。250インチの張

込みスクリーンによる映像提示や、ＨＤ カメラ

による場内の撮影・収録、また、遠隔会議システ

ムも完備しています。

２～９階の大小様々な会議室11 室には、それ
ぞれ用途に合ったタイプの異なるシステムを組み

込んでいます。天井のプロジェクタをリモコンで

操作し、持込みＰＣ等を壁面の入力パネルに接続

して映写するというシンプルなタイプや、タッチ

パネルコントローラでシステム操作を集約し、利

便性を高めたタイプのシステムがあります。特別

会議室では重厚な内装に違和感が生じないよう、

賛助会員だより

特別会議室
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後方に映写室を設け、小さな映写窓からプロジェ

クタの映像を出力しています。

これまでと同様、他のキャンパスにいる人とビ

デオカンファレンスを行うにあたり、講堂や一部

の会議室に改めて導入された遠隔会議装置はハイ

ビジョン映像に対応したモデルを採用しました。

遠く離れた網走のオホーツクキャンパスともスム

ーズな会議進行を可能にします。

大学運営や研究の発展を支える運営組織の側に

もＩＣＴを駆使し充実した業務環境を整えるこ

と。これは、大学におけるＩＣＴが、単に教育設

備としてだけでなく様々な場所で活用され、この

例では組織全体を統合する神経網として重要な役

割を発揮していることがわかります。

■アクティブラーニングの要素をもつ 壁面
映写スタイル
先に完成した新１号館では、演習室等において

プロジェクタの映像を壁一面のホワトボードに映

写し、講義やグループディスカッションで利用す

ることが可能です。ディスカッションにてホワイ

トボードに映写した図表の上に、スマートデバイ

スの普及により減りつつある“書きこむ動作”を

行えるようにすることで、より活発で記憶に残る

授業となり、教育効果が見込まれます。昨今、初

等から高等まで多くの教育現場に取り入れられて

いるこのアクティブラーニングは、このようにＩ

ＣＴ機器の設置とともに、教室空間の工夫によっ

てさらなる広がりを見せます。本センターでもプ

レゼンテーションルームや小会議室にて同じスタ

イルを導入しています。

問い合わせ先
株式会社映像システム

本社　TEL:03-6809-4741

大阪営業所　TEL：06-6397-0400

福岡営業所　TEL：092-476-3177

E-mail: solution@eizo-system.co.jp

http://www.eizo-system.co.jp

賛助会員だより

小会議室

壁は一面ホワイトボード。窓からの眺めも最高で会議にも

いっそう力が入ります

横井講堂

遠隔会議システムでは、世田谷、厚木、オホーツクのキャン

パス、また東京情報大学という、キャンパスや大学の枠を越

えて同時４拠点での接続が行えます。
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東日本電信電話株式会社

賛助会員だより

教育環境の向上を目的に

新たなキャンパスネットワークで利用する

『タブレット』を整備

〜流通経済大学への導入〜

■大学紹介
流通経済大学は、1965年に日本通運株式会社

の出捐によって設立され、産業界との密接な連携

の下に、広く社会に貢献できる有用な人材の育成

に力を注いできました。

入学時には、交通アクセスが魅力の新松戸キャ

ンパスと緑豊かな龍ケ崎キャンパスのどちらかを

選択できる「キャンパス選択制」を日本で初めて

導入。

実学に即したカリキュラムの提供や、学生の

個々の能力を最大限に伸ばすため開学以来変える

ことなく続けている全員ゼミナール制、教養ある

実業人の育成を目指した教養教育など、両キャン

パスでほぼ同一の学習環境を提供しています。

■タブレット導入の背景と目的
内閣府による2011年度青少年のインターネッ

ト利用環境実態調査によると、携帯電話やＰＣで

の青少年のインターネット利用率は高く、常態化

しています。調査対象になった生徒たちが、今後

大学に入学した際にインターネット環境やＰＣ操

作に慣れていることが予想され、大学にもこうし

た世の中の流れに合わせた環境整備が求められる

ようになりました。

このような社会の流れを受け、現行のネットワ

ーク環境が老朽化していたこともあり、2012年

10月、学生の教育環境や教職員の利便性向上を

目的としたネットワークの基盤更改プロジェクト

を立ち上げ、2013年夏季休暇期間中に、現存の

有線ＬＡＮ環境の更改に加え、全学的な学内無線

LAN環境整備も含めたネットワーク基盤を構築。

学生所有のノートＰＣ、タブレット、スマートフ

ォン等の持ち込みデバイスから学内無線ＬＡＮを

通じて「いつでも」「どこから」でも手軽にイン

ターネットにアクセスできるようになったこと

で、利用頻度が大幅に増加し、学生サービスの向

上につながりました。どちらのキャンパスで発生

したトラブルにも対応できるネットワークを構築

したことで、災害時には近隣住民にも開放し、周

辺地域に貢献できるようにもなりました。　

使いやすい高速なネットワークが整備されたこ

とで、その基盤を教育研究活動にも活かしていく

ため、同年10月、約100台のタブレットを授業単

位で教員へ貸し出し、効果的な活用方法の検証実

験を始めました。その結果、概ねタブレット活用

による学修効果は認められ、教員側が授業の中で

積極的に利活用に取り組めば、学生からの評価は

もっと上がるという結論に至りました。

ＦＤの観点からも、従来の一方向の講義型授業

新松戸キャンパス

龍ケ崎キャンパス

正門
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から双方向授業への転換が求められていたため、

整備した無線ＬＡＮ環境を有効に活用するための

タブレットの追加購入と利用経験の蓄積が、大学

にとって急務でもありました。

端末を追加調達する過程において、教員へのア

ンケートを実施した結果、希望するタブレットの

機種が千差万別であることがわかりました。その

ため、それぞれが希望している機種の比較検討と

メーカーが異なる機種を一括調達する必要があり

ました。そこで、端末調達の際にこれらの課題を

解決できるベンダーを比較・検討した結果、ＮＴ

Ｔ東日本がメーカーにとらわれないマルチベンダ

ーによる調達が可能であり、価格も低く押さえら

れるといった強みを活かせることから、専任教員

用タブレット104台と授業貸出用タブレット50台

の調達を任されました。

総合情報センターでは、2014年度秋季より、

授業でタブレットを活用できるよう、夏季休暇中

にタブレットの設定を完了。秋季授業開始前に教

員への貸与を開始し、すぐに使い慣れて頂くため

に操作マニュアル等も作成して、本格運用に臨ん

でいます。同時に授業貸出用タブレットの貸与を

進め、規模を拡大した授業実践を始めています。

本プロジェクトの取り組みは、2014年度文部科

学省の私立大学等研究設備整備費等補助金（教育

基盤整備）の補正予算に申請され、採択されまし

た。

■今後の展望
流通経済大学では、学士課程教育の質的転換を

容易にする方策のひとつとして授業での携帯情報

端末利活用を推進しており、今後もネットワーク

環境のみならず、大々的に教室環境を整備してい

く計画です。2015年度にはＰＣ教室を更改し、

携帯情報端末を活用した授業ができる教室環境の

整備、携帯情報端末で利用可能な授業支援アプリ

ケーションやアクティブラーニングに必要なＩＣ

Ｔ関連機器等の導入も検討しています。

また、総合情報センターを中心に、学生や教員

の声を反映させた教育環境を整備し、将来のクラ

ウド化にも対応できる快適な高速ネットワークの

構築も視野に入れています。そして、教育環境の

整備により、教育の質的転換をいち早く実現し、

学生の学士力を必然的に向上させることを目指し

ています。

ＮＴＴ東日本では、文教分野において大学ネッ

トワークやクラウドを軸にしたソリューションに

関する数多くの導入実績があります。これらの経

験を活かし、流通経済大学の取り組みに対して、

より良い教育ソリューションの提供や教育環境の

整備を今後も支援していきたいと考えています。

問い合わせ先
東日本電信電話株式会社

ビジネス&オフィス営業推進本部

ビジネス営業部　第三ビジネス営業部門

教育ICTイノベーションプロジェクト

TEL:0800-8007004（通話料無料）

E-mail:edu-ICT@ntte.jp 

http://www.ntt-east.co.jp/univ

授業風景

タブレットを活用した授業シーン



「大学教育と情報」投稿規程 （2008年５月改訂）

１．投稿原稿の対象
情報通信技術を活用した教育および環境に関する各種事例、例えば専門科目の授業における情報通信技術の活用や

情報リテラシー教育の事例、ネットワークの運用・管理の事例、その他海外情報など、大学等に参考となる内容を対
象とする。

また、企業による執筆の場合は、教育支援の代行、学内システム管理の代行、情報セキュリティなどの技術動向、
などをテーマとした、大学に参考となる内容を対象とする。

２．投稿の資格
原則として、大学・短期大学の教職員とする。

３．原稿の書き方
（１）字数

3,600字（機関誌２ページ）もしくは5,400字（機関誌３ページ）以内
（２）構成

本文には、タイトル、本文中の見出しをつける。（見出しの例：　１．はじめに　２．＊＊＊　３．＊＊＊）
（３）本文

Wordまたはテキスト形式で作成し、Wordの場合は、図表等を文章に挿入し作成する。
（４）図表等

図表等、上記字数に含む。（めやす：ヨコ７cm× タテ５cmの大きさで、約200字分）
１）写真：JPEGまたはTIFF形式とし、解像度600dpi程度とする。
２）ブラウザ画面：JPEGまたはTIFF形式とし、解像度600dpi程度とする。なお、画面中の文字を明瞭にしたい

場合はBITMAP形式とする。
３）その他図表：JPEG、TIFF、Excel、Word、PowerPointのいずれかの形式とする。

（５）本文内容
１）教育内容ついては、学問分野、授業での科目名、目的、履修対象者と人数、実施内容、実施前と後の比較、

教員や学生（TA等）への負担、教育効果（数値で示せるものがある場合）、学生の反応、今後の課題につい
て記述すること。

２）システム構築・運用については、構築の背景、目的、費用と時間、完成日、作成者、構築についての留意
点、学内からの支援内容（教員による作成の場合）、学内の反応、今後の課題について記述すること。

３）企業による紹介については、問い合せ先を明記する。

４．送付方法
本協会事務局へ以下のどちらかの方法で送付する。

１）電子メール：添付ファイルの容量が10MBを超える場合は、２）の通り郵送する。
２）郵送：データファイル（CD、MOに収録）とプリント原稿を送付する。

５．原稿受付の連絡
本協会事務局へ原稿が届いた後、１週間以内に事務局より著者へその旨連絡する。

６．原稿の取り扱い
投稿原稿は、事業普及委員会において取り扱いを決定する。

７．掲載決定通知
事業普及委員会において掲載が決定した場合は、掲載号を書面で通知し、修正を依頼する場合はその内容と期日に

ついても通知する。

８．校正
著者校正は初校の段階で１回のみ行う。その際、大幅な内容の変更は認めない。

９．「大学教育と情報」の贈呈
掲載誌を著者に５部贈呈する。希望に応じて部数を追加することは可能。

10．ホームぺージへの掲載
本誌への掲載が確定した原稿は、機関誌に掲載する他、当協会のホームページにて公開するものとする。

11．問い合わせ・送付先
公益社団法人私立大学情報教育協会事務局
TEL：03-3261-2798　FAX：03-3261-5473 E-mail:info@juce.jp

〒102-0073　千代田区九段北4-1-14　九段北TLビル4F
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旭川大学・旭川大学短期大学部

栗田　克実（情報教育研究センター所長）

千歳科学技術大学

川瀬　正明（学長）

道都大学

櫻井　政経（附属図書情報館長）

北海学園大学・北海商科大学

森本　正夫（理事長）

北海道医療大学

二瓶　裕之（情報センター長）

北海道情報大学

冨士　隆（学長）

東北学院大学

松澤　茂（情報システム部長）

東北工業大学

工藤　栄亮（情報センター長）

東北福祉大学

萩野　浩基（学長）

東北薬科大学

佐藤　憲一（薬学部教授）

東日本国際大学・いわき短期大学

二見　順（電算室長）

筑波学院大学

大島　愼子（学長）

流通経済大学

都築　一治（総合情報センター長）

足利工業大学・足利短期大学

松本　直文（情報科学センター長）

作新学院大学・作新学院大学女子短期大学部

太田　正（大学教育センター長）

白鴎大学

黒澤　和人（情報処理教育研究センター長）

跡見学園女子大学

植松　貞夫（情報メディアセンター長）

共栄大学

山田　和利（学長）

埼玉医科大学

椎橋　実智男（情報技術支援推進センター長）

十文字学園女子大学・十文字学園女子大学短期大学部

岡本　英之（法人副本部長）

女子栄養大学・女子栄養大学短期大学部

香川　芳子（理事長）

駿河台大学

吉田　恒雄（メディアセンター長）

聖学院大学

竹井　潔（政治経済学部准教授）

西武文理大学

野口　佳一（サービス経営学部教授）

獨協大学・獨協医科大学・姫路獨協大学

古田　善文（教育研究支援センター所長）

日本工業大学

村　泰寛（情報工学科主任）

文教大学

川合　康央（湘南情報センター長）

文京学院大学・文京学院短期大学

海老澤　信一（情報教育研究センター長）

平成国際大学

堂ノ本　眞（学長）

江戸川大学

波多野　和彦（情報教育研究所長）

敬愛大学・千葉敬愛短期大学

藤井　輝男（メディアセンター長）

秀明大学

宮澤　信一郎（秀明IT教育センター長）

淑徳大学

齊藤　鉄也（情報教育センター長）

聖徳大学・聖徳大学短期大学部

川並　弘純（理事長・学長）

清和大学

真板　益夫（理事長・学長）

千葉工業大学

屋代　智之（情報科学部長）

中央学院大学

佐藤　英明（学長）

帝京平成大学

山本　通子（副学長）

東京歯科大学

井出　吉信（学長）

公益社団法人  私立大学情報教育協会社員並びに会員代表者名簿
249法人（267大学　87短期大学）

（平成26年12月１日現在）

名　簿

城西大学・城西国際大学・城西短期大学

霧島　和孝（情報科学研究センター所長）

麗澤大学

長谷川　教佐（情報FDセンター長）

東洋学園大学

福地　宏之（現代経営学部准教授）
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青山学院大学・青山学院女子短期大学

宮川　裕之（情報メディアセンター所長、社会情報学部教授）

桜美林大学

品川　昭（情報システムセンター部長）

嘉悦大学・嘉悦大学短期大学部

赤澤　正人（学長）

学習院大学・学習院女子大学

秋山　隆彦（計算機センター所長）

北里大学

後藤　明夫（情報基盤センター長）

共立女子大学・共立女子短期大学

仁科　克己（情報センター長）

慶應義塾大学

赤木　完爾（インフォメーションテクノロジーセンター所長）

恵泉女学園大学

川島　堅二（学長）

工学院大学

田中　輝雄（情報科学研究教育センター所長）

国際基督教大学

森本　あんり（学務副学長）

国士舘大学

加藤　直隆（情報環境専門部会長）

駒澤大学・苫小牧駒澤大学

舘　健太郎（総合情報センター所長）

実践女子大学・実践女子大学短期大学部

竹内　光悦（情報センター長、人間社会学部准教授）

芝浦工業大学

角田　和巳（学術情報センター長、工学部教授）

順天堂大学

木南　英紀（学長）

上智大学・上智大学短期大学部

武藤　康彦（総合メディアセンター長）

昭和大学

久光　正（総合情報管理センター長）

昭和女子大学・昭和女子大学短期大学部

坂東　眞理子（学長）

白梅学園大学・白梅学園短期大学

倉澤　寿之（情報処理センター長）

白百合女子大学・仙台白百合女子大学

山田　和男（総務部情報システム管理課課長）

杉野服飾大学・杉野服飾大学短期大学部

菊池　俊昭（事務局次長）

大妻女子大学・大妻女子大学短期大学部

栗原　裕（副学長、総合情報センター所長）

成蹊大学

甲斐　宗徳（高等教育開発・支援センター所長）

清泉女子大学

可児　光眞（情報環境センター長）

専修大学・石巻専修大学

高萩　栄一郎（情報科学センター長）

創価大学・創価女子短期大学

木村　富美子（ｅラーニングセンター長）

大東文化大学

村　俊範（学園総合情報センター所長）

高千穂大学

並木　雅俊（学長）

拓殖大学・拓殖大学北海道短期大学

高橋　敏夫（学長）

玉川大学

橋本　順一（ｅエデュケーションセンター長、芸術学部教授）

中央大学

平野　廣和（情報環境整備センター所長）

津田塾大学

小舘　亮之（計算センター長）

帝京大学・帝京大学短期大学

冲永　佳史（理事長・学長）

東海大学・東海大学短期大学部・東海大学医療技術短期大学・東海大学福岡短期大学

高橋　隆男（情報教育センター教授）

東京医療保健大学

木村　哲（学長）

東京家政大学・東京家政大学短期大学部

新川　辰郎（コンピュータシステム管理センター所長）

東京経済大学

岸　志津江（情報ネットワーク委員長）

東京工科大学

田胡　和哉（メディアセンター長　コンピュータサイエンス学部教授）

東京工芸大学

永江　孝規（情報処理教育研究センター長）

東京慈恵会医科大学

福島　統（教育センター長）

東京女子大学

荻田　武史（情報処理センター長）

東京女子医科大学

吉岡　俊正（理事長、学長代行）

東京成徳大学・東京成徳短期大学

木内　秀樹（理事長）

成城大学

小澤　正人（メディアネットワークセンター長）

名　簿
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東京電機大学

小山　裕徳（総合メディアセンター長）

東京農業大学・東京情報大学・東京農業大学短期大学部

穂坂　賢（コンピュータセンター長）　

東京富士大学

萩野　弘道（メディアセンター部長）

東京理科大学・諏訪東京理科大学・山口東京理科大学

太原　育夫（総合教育機構情報教育センター長）

東邦大学

逸見　真恒（ネットワークセンター長）

東洋大学

竹村　牧男（学長）

日本大学・日本大学短期大学部

野田　慶人（理事、芸術学部長）

日本医科大学・日本獣医生命科学大学

林　宏光（ICT推進センター長）

日本歯科大学・日本歯科大学東京短期大学・日本歯科大学新潟短期大学

中原　泉（学長）

日本女子大学

濱部　勝（メディアセンター所長）

日本女子体育大学

三角　哲生（理事長）

文化学園大学・文化学園大学短期大学部

佐川　秀夫（理事・経理本部長）

法政大学

福田　好朗（デザイン工学部教授）

武蔵大学

梅田　茂樹（情報・メディア教育センター長）

武蔵野大学

佐藤　佳弘（教養教育部教授）

武蔵野美術大学

甲田　洋二（学長）

明治大学

向殿　政男（顧問、校友会会長、名誉教授）

明治学院大学

秋月　望（情報センター長）

立教大学

疋田　康行（経済学部教授）

立正大学

友永　昌治（情報メディアセンター長、文学部教授）

和光大学

小関　和弘（附属梅根記念図書・情報館長）

東京都市大学

山口　勝己（情報基盤センター所長）

早稲田大学

深澤　良彰（理事［研究推進部門総括・情報化推進担当］）

神奈川工科大学

田中　哲雄（情報教育研究センター所長）

関東学院大学

岡嶋　裕史（情報科学センター所長）

相模女子大学・相模女子大学短期大学部

永井　敏雄（常務理事）

産業能率大学・自由が丘産能短期大学

森本　喜一郎（情報センター所長）

湘南工科大学

渡辺　重佳（メディア情報センター長）

女子美術大学・女子美術大学短期大学部

大村　智（理事長）

桐蔭横浜大学

佐野　元昭（医用工学部臨床工学科教授）

東洋英和女学院大学

柳沢　昌義（情報処理センター長）

フェリス女学院大学

春木　良且（情報センター長）

新潟経営大学

山本　淳子（経営情報学部准教授）

新潟国際情報大学

佐々木　桐子（情報文化学部准教授）

新潟薬科大学

寺田　弘（学長）

金沢学院大学

桑野　裕昭（経営情報学部教授）

金沢星稜大学・金沢星稜大学女子短期大学部

田辺　栄（情報メディアセンター部長）

金沢工業大学

河合　儀昌（情報処理サービスセンター所長）

福井工業大学

池田　岳史（情報システムセンター長）

帝京科学大学

冲永　莊八（理事長・学長）

山梨学院大学・山梨学院短期大学

齊藤　実（電算機センター長）

岐阜医療科学大学・中日本自動車短期大学

間野　忠明（理事長・学長）

岐阜聖徳学園大学・岐阜聖徳学園大学短期大学部

石原　一彦（情報教育研究センター長）

神奈川大学

吉井　蒼生夫（常務理事）

名　簿
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中京学院大学・中京学院大学中京短期大学部

大西　健夫（学長）

静岡英和学院大学・静岡英和学院大学短期大学部

武藤　元昭（学長）

静岡産業大学

三枝　幸文（学長）

聖隷クリストファー大学

小柳　守弘（専務理事・法人事務局事務局長）

愛知大学・愛知大学短期大学部

松井　吉光（情報メディアセンター所長）

愛知学院大学・愛知学院大学短期大学部

森下　英治（ネットワークセンター所長）

愛知学泉大学・愛知学泉短期大学

若林　努（学長）

愛知工業大学

伊藤　雅（計算センター長）

愛知淑徳大学

親松　和浩（情報教育センター長）

桜花学園大学・名古屋短期大学

石黒　宣俊（学長）

金城学院大学

長谷川　元洋（マルチメディアセンター長）

至学館大学・至学館大学短期大学部

前野　博（情報処理センター長）

椙山女学園大学

堀川　泉（学園情報センター長）

大同大学

朝倉　宏一（情報センター長）

中京大学

鈴木　崇児（情報センター長）

中部大学

岡崎　明彦（総合情報センター長）

東海学園大学

袖山　榮眞（学長）

豊田工業大学

鈴木　峰生（総合情報センター副センター長）

名古屋外国語大学・名古屋学芸大学・名古屋学芸大学短期大学部

中西　克彦（理事長）

名古屋学院大学

三井　哲（学術情報センター長）

名古屋女子大学・名古屋女子大学短期大学部

越原　洋二郎（学術情報センター長）

中部学院大学・中部学院大学短期大学部

中川　雅人（総合研究センター副所長）

南山大学・南山大学短期大学部

ミカエル・カルマノ（学長）

名城大学

大槻　敦巳（情報センター長）

皇學館大学

河野　訓（情報処理センター長）

鈴鹿医療科学大学

奥山　文雄（ICT教育センター長）

大谷大学・大谷大学短期大学部

浅見　直一郎（研究・国際交流担当副学長）

京都外国語大学・京都外国語短期大学

梶川　裕司（マルチメディア教育研究センター長）

京都光華女子大学・京都光華女子大学短期大学部

酒井　浩二（情報教育センター長）

京都産業大学

福井　和彦（副学長）

京都女子大学

田上　稔（教務部長）

京都橘大学

一瀬　和夫（学術情報部長）

京都ノートルダム女子大学

須川　いずみ（図書館情報センター館長）

成美大学

内山　昭（学長）

同志社大学・同志社女子大学

廣安　知之（副CIO、生命医科学部教授）

佛教大学

篠原　正典（情報推進室室長）

立命館大学・立命館アジア太平洋大学

森本　朗裕（教学部長）

龍谷大学・龍谷大学短期大学部

池田　勉（総合情報化機構長）

大阪青山大学・大阪青山短期大学

辰口　和保（情報教育センター長）

大阪学院大学・大阪学院大学短期大学部

坂口　清隆（事務局長）

大阪経済大学

江島　由裕（情報処理センター長）

大阪経済法科大学

永平　幸雄（情報科学センター長）

大阪芸術大学・大阪芸術大学短期大学部

武村　泰宏（教務部システム管理センター長）

日本福祉大学

佐藤　慎一（全学教育センター教育開発部門長）

名　簿
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大阪工業大学・摂南大学・広島国際大学

吉野　正美（常翔学園システム担当理事）

大阪歯科大学

藤原　眞一（化学教室主任教授）

大阪樟蔭女子大学

森　眞太郎（理事長）

大阪女学院大学

小松　泰信（教育情報企画室長）

大阪成蹊大学・びわこ成蹊スポーツ大学・大阪成蹊短期大学

山本　昌直（法人事務本部長）

大阪体育大学

淵本　隆文（情報処理センター長）

大阪電気通信大学

松村　雅史（メディアコミュニケーションセンター長）

追手門学院大学

三上　剛史（図書館・情報メディア部部長）

関西大学

柴田　一（インフォメーションテクノロジーセンター所長）

関西医科大学

伊藤　誠二（副学長、大学情報センター長）

関西外国語大学・関西外国語大学短期大学部

谷本　榮子（理事長）

関西福祉科学大学・関西女子短期大学

宇惠　弘（情報センター長）

近畿大学・近畿大学短期大学部・近畿大学九州短期大学

木村　隆良（総合情報基盤センター長、理工学部教授）

四天王寺大学・四天王寺大学短期大学部

瀧藤　尊淳（理事長）

太成学院大学

足立　裕亮（理事長・学長）

帝塚山学院大学

津田　謹輔（学長）

阪南大学

神澤　正典（副学長、情報センター長）

東大阪大学・東大阪大学短期大学部

太田　和志（情報センター長）

桃山学院大学

藤間　真（情報センター長）

芦屋大学

比嘉　悟（学長）

大手前大学・大手前短期大学

畑　耕治郎（情報メディアセンター長）

大阪産業大学・大阪産業大学短期大学部

近江　和生（情報科学センター所長）

関西学院大学・聖和大学

石浦　菜岐佐（学長補佐）

神戸学院大学

池田　清和（図書館・情報処理センター所長）

神戸国際大学

小門　陽（学術情報センター長）

神戸松蔭女子学院大学

古家　伸一（情報教育センター所長）

神戸女学院大学

出口　弘（情報処理センターディレクター）

神戸女子大学・神戸女子短期大学

行吉　宜孝（学園情報センター長）

神戸親和女子大学

吉野　俊彦（情報処理教育センター長）

園田学園女子大学・園田学園女子大学短期大学部

難波　宏司（情報教育センター所長）

兵庫大学・兵庫大学短期大学部

北島　律之（情報メディアセンター長）

武庫川女子大学・武庫川女子大学短期大学部

中野　彰（情報教育研究センター長）

流通科学大学

石井　淳藏（学長）

畿央大学

冬木　正彦（副理事長）

帝塚山大学

日置　慎治（経営学部長）

奈良大学

酒井　高正（情報処理センター所長）

奈良学園大学・奈良学園大学奈良文化女子短期大学部

門垣　一敏（情報センター長）

岡山理科大学・千葉科学大学・倉敷芸術科学大学

加計　晃太郎（理事長・総長）

吉備国際大学・九州保健福祉大学・吉備国際大学短期大学部

加計　美也子（理事長・総長）

就実大学・就実短期大学

中西　裕（情報センター長）

ノートルダム清心女子大学

木　孝子（学長）

広島工業大学

鈴村　文寛（情報システムメディアセンター長）

広島国際学院大学・広島国際学院大学自動車短期大学部

西村　正文（情報処理センター長）

甲南大学

井上　明（情報教育研究センター所長）

名　簿
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広島修道大学

海生　直人（情報センター長）

広島文化学園大学・広島文化学園短期大学

岡　隆光（学長）

福山大学

筒本　和広（情報処理教育センター長）

広島女学院大学

松浦　正博（共通教育センター長）

長崎総合科学大学

下島　真（情報科学センター長）

熊本学園大学

川田　亮一（ｅ-キャンパスセンター長）

崇城大学

西　宏之（総合情報センター長）

日本文理大学

市川　芳郎（図書館長、NBUメディアセンター長）

別府大学・別府大学短期大学部

西村　靖史（メディア教育・研究センター情報教育・研究部長）

宮崎産業経営大学

久保田　博道（情報センター長）

福岡工業大学・福岡工業大学短期大学部

松尾　敬二（情報処理センター長）

福岡女学院大学・福岡女学院大学短期大学部

金藤　完三郎（情報教育センター長）

名　簿

高松大学・高松短期大学

丸山　豊史（情報処理教育センター長）

松山大学・松山短期大学

墨岡　学（経営学部教授）

九州共立大学・九州女子大学・九州女子短期大学

田中　雄二（情報処理教育研究センター長）

九州産業大学・九州造形短期大学

仲　　隆（総合情報基盤センター所長）

久留米大学

原田　康平（情報教育センター長）

久留米工業大学

森　和典（学術情報センター長）

西南学院大学

吉武　春光（情報処理センター所長）

鹿児島国際大学

工藤　裕孝（情報処理センター長）

沖縄国際大学

鵜池　幸雄（情報センター所長）

新島学園短期大学

狩野　俊郎（学長）

戸板女子短期大学

辻　啓介（学長）

聖マリア学院大学

井手　三郎（理事長）

立教女学院短期大学

松本　尚（法人事務部IT室長）

産業技術短期大学

牛尾　誠夫（学長）

第一薬科大学

櫻田　司（薬学部長、薬用作用学教室教授）

筑紫女学園大学・筑紫女学園大学短期大学部

間瀬　玲子（情報メディアセンター長）

中村学園大学・中村学園大学短期大学部

新ヶ江　登美夫（情報処理センター長）

福岡大学

佐藤　研一（総合情報処理センター長）

鈴峯女子短期大学

朝倉　尚（学長）
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